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［新司法試験サンプル問題（経 済 法）］
○ 科目全般について

経済法においては，独占禁止法関係の分野を中心に出題する。

甲市は，造園工事について，予定価格が１億円以上の工事，５，０００万円以上１〔問 題〕
億円未満の工事，２，０００万円以上５，０００万円未満の工事及び２，０００万円未満の工
事に分けて，指名競争入札の方法により発注を行っている。甲市において造園工事業を営む事
業者（以下，「事業者」という。）６０社は，各社の規模，実績等から，予定価格が１億円以
上の工事を行う事業者をＡランク，５，０００万円以上１億円未満の工事を行う事業者をＢラ
ンク，２，０００万円以上５，０００万円未満の工事を行う事業者をＣランク，２，０００万
円未満の工事を行う事業者をＤランクに区分し，６０社は，自社の属するランクより上位のラ
ンクの事業者が行うとしている工事を受注することはできず，予定価格１億円以上の工事につ
いては，Ａランクに属する事業者だけが受注することができるというルールの下に相互に協力
してきた。
公正取引委員会の調査の結果，予定価格１億円以上の工事については，遅くとも５年前から，

①入札の指名を受けた事業者（以下「指名業者」という。）は，各自が幹事会社であるＹ１に
指名通知を受けた旨連絡する，②Ｙ１は，指名業者のうちＡランクの事業者のうち１社を受注
予定者として決定し，受注予定者とした指名業者に連絡する，③当該指名業者は他の指名業者
に対し，自社が受注予定者になった旨を告げて協力を求め，入札すべき価格等を連絡する，④
他の指名業者は受注予定者が受注できるように協力するというルールで受注調整が行われてい
たことを認めるのに十分な証拠が収集された。他方，予定価格１億円未満の工事の入札におい
ては，受注予定者を決定し，受注予定者が受注できるように協力していることを認めるのに十
分な証拠は収集できなかった。
予定価格１億円以上の工事の入札について指名実績のある事業者はＡランクに属するＹ１～

Ｙ７及びＢランクに属するＹ８～Ｙ２０であるが，このうち受注実績があるのは，Ｙ１～Ｙ７
のみであった。
公正取引委員会に対し，Ｙ８～Ｙ２０は，自分たちがこれらの物件について指名を受けても

自ら受注しようとせずにＹ１の決定した受注予定者に協力してきたのは，予定価格１億円未満
の工事における入札においてＡランク業者の協力を得ることを期待するとともにＡランク業者
に協力しなければ業界ぐるみの制裁を受けるおそれがあったからであると供述しており，その
ような事実があったものと認められた。
また，Ｙ８～Ｙ２０は，受注実績がなく何ら利益を得ていないし，一方的に拘束を受けてい

るだけであるから，独占禁止法違反にはならないと主張している。他方，Ｙ１～Ｙ７は，Ｙ８
～Ｙ２０も入札予定者が受注できるよう協力してきたのであり，またいわゆる市場は予定価格
５，０００万円以上の工事というべきであり，Ｙ８～Ｙ２０の法的責任も追及するか，さもな
くばＹ１～Ｙ７の法的責任も追及すべきでないと主張している。

１．Ｙ１～Ｙ２０の前記各行為は，独占禁止法違反に当たるか。理由を付して述べよ。
２．公正取引委員会の立入検査は１３か月前に行われたところ，Ｙ１～Ｙ２０は，立入検査後
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は受注調整をやめている。公正取引委員会はいかなる法的措置を採ることができるかについ
て説明せよ。

（配点：５０点）

【出題趣旨】
本問においては，６０の事業者が各ランクに属する事業者を区分し，各ランクにおいて入

札談合を行っている疑いがあるとして公正取引委員会が調査を開始した。しかし，その結果，
予定価格１億円以上の工事についての入札談合のみを立証できる証拠があった事案である。
１は，この場合に不当な取引制限が成立するかどうかという独占禁止法第２条第６項の要

件の具体的な当てはめを問うている。予定価格１億円以上の工事だけで一定の取引分野が成
立するかどうか，成立するとすればＹ８～Ｙ２０の行為は一方的な拘束にすぎず相互拘束の
要件を満たすのか否か，逆に予定価格が１億円以上の工事と５，０００万円以上１億円未満
の工事を含めた広い一定の取引分野しかないのか，それらの場合，Ｙ１～Ｙ７及びＹ８～Ｙ
２０の行為は相互拘束性があるのか，及び競争の実質的制限の要件を満たすかなど，独占禁
止法第２条第６項の要件を正確に検討できるかどうかを問うている。新司法試験の問題には，
基本的な知識を問う基本問題と応用問題が有り得る。応用問題では，例えば，事実関係を法
律上の要件に当てはめるという作業の前に，受験者の側で様々な事実関係を想定して，場合
分けをして解答を作成するなどにより，事例の問題点の抽出とその論理的な整理も必要とな
る。本問では場合分けまでは求めていないが，本問も応用問題に属する。
２は，入札談合に対する法的措置に何があるかという基本的知識を問う問題である。本問

では，排除措置（勧告又は審判開始決定），課徴金納付命令及び刑事告発が検討されるが，
本問では違反行為終了後１年を経ており排除措置を採り得ないこと（独占禁止法第７条第２
項），仮にＹ８～Ｙ２０の行為が第３条後段の違反に当たるとしても，Ｙ８～Ｙ２０には独
占禁止法違反行為による売上高がないので課徴金を課し得ないこと，Ｙ１～Ｙ７については，
違反行為を終了した時点からさかのぼって３年間の受注実績（売上高）をもって課徴金の額
が算定されること（独占禁止法第７条の２第１項），などを指摘することが求められる。
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［経 済 法］

（配点：５０）〔第１問〕

国内において使用される軟式テニス（ソフトテニス）ラケットは，国内メーカー４社及びその他

の国内メーカーの製品が，国内の商品の大部分を占めており，外国製品はほとんど輸入されていな

い状況にある。このうち４社の軟式テニスラケットの国内におけるシェアは，それぞれＡ社が２９

％，Ｂ社が１７％，Ｃ社が１５％，Ｄ社が１０％である。これらメーカーの商品のほとんどは，卸

問屋（一次卸・二次卸）を通して全国のスポーツ用品店等の小売店に納入され，多くの小売店は複

数のメーカーの軟式テニスラケットを販売している。

このうち，Ａ社は，その製造したラケットのすべてを，主に東日本を販売地域とする甲社，及び

主に西日本を販売地域とする乙社の２社（一次卸）に販売しており，甲社及び乙社は，それぞれ卸

問屋（二次卸）又は小売店に販売していた。

Ａ社は，甲社及び乙社との間の取引基本契約において，甲社及び乙社が，Ａ社以外の商品を取り

扱わずＡ社の商品のみを取り扱う旨の約定及び甲社及び乙社が他のメーカーの商品を取り扱った場

合にはＡ社は催告の上で契約を解約することができる旨の約定を設けていた。さらに，Ａ社の指示

を受けて，甲社及び乙社は，卸問屋（二次卸）との間の取引基本契約において，Ａ社以外のメーカ

ーの商品を扱うことを認めない旨の約定を設けていた。なお，このような約定は小売店に対しては

設けられておらず，小売店はＡ社の商品と一緒に他の３社等の軟式テニスラケットを販売すること

もでき，多くの小売店は，前記のように，複数のメーカーのラケットを販売している。

前記の場合において，Ａ社の行為には，私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する〔設 問〕

法律（独占禁止法）上，どのような問題があるか，次の１及び２の点に留意しつつ述べなさい。

１．Ａ社は，このように甲社及び乙社との間の取引基本契約において，他社の商品の取扱いを認

めない方針を設け，また，両社に対して，二次卸との間の取引基本契約に同様の約定を設ける

ように指示しているのは，Ａ社の軟式テニスラケットに関して，ガット（ラケットの網）を張

る方法，各ラケットに合ったメンテナンスなどについて特別のノウハウがあり，これが他社に

流出することを防ぐという合理的な理由がある旨主張している。この主張はどのように考慮さ

れるべきであるか。

２．Ａ社と同様に，Ｂ社，Ｃ社及びＤ社も，卸問屋（一次卸）との間の取引基本契約，及び，こ

れらの３社の商品に関する一次卸と二次卸との間の取引基本契約において，他のメーカーの商

（ ） ， ，品を扱うことを認めない約定を設けている場合 場合１ と このような約定を設けておらず

（ ） ， 。他のメーカーの商品を扱うことを許容している場合 場合２ とで どのような違いがあるか

平成17年 プレテスト
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（配点：５０）〔第２問〕

弁護士であるあなたは，自動車メーカーであるＡ社の法務担当者から次のような相談を受けた。

私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律（独占禁止法）についてＡ社に対してどのように

助言をするか説明しなさい。

我が社は，Ｂ社から，乗用車部門に力を注ぐためトラック製造部門を我が社に売却したい旨の

申出を受けています。各社の市場占拠率（シェア）は，生産ベースでも販売ベースでもほぼ同じ

であり，後記のとおりです。Ｂ社はできればトラックの販売をやめたいと言っており，我が社と

してもそれは望むところです。

しかし，我が社の内部には，この売却方式だと独占禁止法に違反するのではないかと指摘する

声があります。確かに我が社はトラックの製造には自信があり顧客の支持も得ていますが，残念

なことに，我が社の乗用車部門は今一歩の状況にあり，自動車メーカーとしては４位又は５位で

あるにすぎません。本当に独占禁止法に違反するのでしょうか。

もし独占禁止法に違反するのであれば，不本意ではあるのですが，Ｂ社がトラック製造部門を

我が社に売却した後も，我が社がＢ社に対してＯＥＭ（相手先ブランドによる受注生産）供給を

し，両社は，トラックの販売及びサービスを独立して行うことも考えています。ただし，我が社

の内部では，ＯＥＭ供給をする場合，我が社がＢ社のトラックを生産しているにもかかわらず，

Ｂ社がその販売面においてで好き勝手に活動した場合，我が社の販売数量が減少したり販売価格

に悪影響が出ることになるおそれがあるので，Ｂ社に対して一定の縛りをかけておくべきだとい

う意見が大勢を占めています。

そこで，ＯＥＭ供給をする場合，例えば，Ｂ社の販売先，販売先への販売価格・販売数量を毎

週我が社に情報提供させることとし，Ｂ社の販売動向等を把握できるようにしておくようなこと

を考えています。独占禁止法上何か問題があるでしょうか。

Ａ 社 Ｂ 社

自動車 自動車

トラック ←生産部門を売却 トラック
ＢへＯＥＭ供給→

自 動 車 トラック

生産シェア 生産シェア

Ｃ ３２％ Ａ ３２％

Ｂ ３０％ Ｃ ２３％

Ｄ ２０％ Ｂ ２０％

Ａ ５％ Ｄ １５％

Ｅ ５％ Ｅ ５％

外国事業者 ８％ 外国事業者 ５％
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［経 済 法］

（配点：５０）〔第１問〕
化学製品の製造業者であるＡ社は，化学製品の甲製品において市場占拠率（シェア）５０％を有

している。甲製品の製造業者には，Ａ社のほか，シェア１５％のＢ社，シェア１０％のＣ社など数
社ある。甲製品の中で輸入品の占める割合は１０％程度であり，輸送費が比較的高いため，当面，
輸入が大幅に増える見込みはない。国内製造に係る甲製品は，製造業者各社から２０社の卸売業者
を通じて需要者に販売されている。Ａ社は，これらの卸売業者のうち１５社との間で，甲製品の継
続的販売に関する取引基本契約を締結し，この１５社にのみ甲製品を販売している。なお，甲製品
の用途は限定されており，また，他の製品での代替は困難であるとされている。

， ， ，ところで Ａ社は 適正な価格で販売されることが製品の安定的な供給につながるとの観点から
取引先の卸売業者に Ａ社から卸売業者への販売価格 以下 仕切価格 という に８％を加えた， （ 「 」 。）
価格で需要者に販売させるとの営業方針を立てた。
(ｱ) Ａ社は，上記営業方針に基づき，取引基本契約を締結している卸売業者１５社に対し，仕切価
格に８％を加えた価格で需要者に販売してもらいたい旨の希望を表明した。これに対して，１５
社のうち１０社は，Ａ社の営業方針に理解を示し，仕切価格に８％を加えた価格で需要者に販売
していたが 残りの５社 以下 ５社 という は Ａ社の希望に応じず 仕切価格に４％を加， （ 「 」 。） ， ，
えた価格で甲製品を需要者に販売していた。Ａ社は，５社に対しては，当面，様子を見ることと
した。

， ， ， ，(ｲ) その後 Ａ社は 近い将来 甲製品の供給がやや過剰気味となるとの予測を得たこと等から
取引先の卸売業者に対し，上記営業方針を徹底する必要性が高くなったと考え，当面様子を見る
こととしていた５社に対する対応を改め，５社に対し，再三，仕切価格に８％を加えた価格で需

。 ， ， ， ，要者に販売するよう強く求めた しかし ５社はこれに応じなかったので Ａ社は ５社に対し
下記の取引基本契約第６条第３号に基づき，同契約を解除して甲製品の供給をやめる旨通告し，
５社に対し甲製品の供給を停止した。

取引基本契約第６条
甲（Ａ社）は，乙（卸売業者）に，以下の各号に該当する事実があるときは，本契約を解

除することができる。
１ 乙が，本契約上の義務に違反したとき。
２ 乙が，手形小切手の取引停止処分を受けたとき，破産，民事再生，会社更生の手続開始
の申立てをし又は申立てを受けたとき。

３ 乙が，このほか，甲との信頼関係を著しく損なう行為を行ったとき。

〔設 問〕
１.(1) 上記(ｱ)に係るＡ社の行為には 私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律 独占， （

禁止法）上，どのような問題があるか。
(2) 上記(ｱ)に係る行為に加えて，上記(ｲ)の行為が行われた場合にはどうか。

２. Ａ社から甲製品の供給の停止を受けた５社のうちの１社であるＸ社としては，どのような民
事裁判手続をとることができるか。請求の趣旨及び請求の原因となる事実についても述べるこ
と。

平成18年
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（配点：５０）〔第２問〕
Ａ県における生コンクリート 以下 生コン という の製造業者は 大手事業者１０社 以下（ 「 」 。） ， （

「１０社」という ）と小規模事業者４０社（以下「４０社」という ）からなる。Ａ県において販。 。
売される生コンの総販売数量のうち，１０社が占める割合は約６０％，４０社が占める割合は約４
０％であり，１０社及び４０社でほぼ１００％を占めている。なお，生コンは，一般に，その性質
上長距離輸送が難しいので，県内で消費される生コンのほとんどは同一県内で製造されている。
Ａ県生コンクリート事業者協議会 以下 生コン協議会 という は Ａ県に所在する生コンの（ 「 」 。） ，

製造業者が，会員相互の親睦及び業界の健全な発展を目的として設立した社団法人であり，その会
。 ， 。員は１０社及び４０社である 生コン協議会には幹事会が置かれ １０社が幹事会の構成員である

１０社は，業界の当面する課題について意見交換を行ってきたが，生コンの販売価格の引上げ問
題及び廃業する会員の生産設備の買取り問題について，緊急に対処する必要がある旨の認識を共有
するに至った。販売価格の引上げ問題とは，最近，生コンの需要者である建設業者からの価格引下
げ圧力が強くなり，生コンの販売価格が下がり，経営が苦しくなった会員が増えていることに対処
するため，共同して価格を引き上げようとするものである。会員の生産設備の買取り問題とは，隣
接するＢ県で営業を行っている複数の生コン事業者が，後継者がいないことや経営破綻状態にある
ことなどから廃業しようとするＡ県の事業者の生産設備を買い取ってＡ県に参入しようとすること
に対処しようとするものである。すなわち，これらＢ県の生コン事業者は，Ｂ県において低価格で
販売することにより競争事業者の顧客を奪う行動に出ており，これらの事業者がＡ県に参入すれば
Ａ県においても同様の行動に出ることが懸念されることから，生コン協議会側で先んじて生産設備
を買い取ることによりこのような事態の発生を回避しようとするものである。
１０社は，平成１８年３月１日，会合を持ち，下記＜決定１＞の内容の合意をした。１０社は，

， ， ，＜決定１＞の１に基づいて 同年３月６日から価格の引上げを実施し ＜決定１＞の２については
１０社のうち１社が，３月中に１名の会員の生産設備を自社の費用で買い取った。

＜決定１＞
１. １立方メートル当たりの現地引渡し価格を従来の相場である６０００円前後から６２５
０円に引き上げ，工場渡し価格を６０５０円とすること。(注)

２. 廃業しようとする会員については，１０社のうちで生産設備に最も近い場所に所在する
１社がその生産設備を買い取ること。

(注) 現地引渡し価格とは，工事現場において生コンを引き渡す場合の価格であり，工場渡し
価格とは，生コン製造工場において生コンを引き渡す場合の価格である。

１０社が価格を引き上げたことを知った生コン協議会の会員は，ほとんどが１０社の価格引上げ
に追随して価格を引き上げたが，数社は従来の価格で販売し続けた。さらに，１０社は，自社の費
用で生産設備を買い取っていくのは負担が大きすぎることから，同年４月３０日に開催された生コ
ン協議会の幹事会において，生コン協議会の通常総会に下記＜決定２＞の内容の決議を行うよう提
案することを決めた。
これを受けて，同年５月８日に全会員が出席して開催された生コン協議会の通常総会において，

１０社が提案した＜決定２＞を内容とする決議案が全会一致で可決された。
その後，１０社が会員の販売価格の実態を調査したところ，遅くとも５月１５日以降には，すべ

ての会員が＜決定２＞の１に記載された金額に価格引上げを行っていることが判明した。さらに生
コン協議会は，５月中に＜決定２＞の２に従って２社の生産設備を買い取って当該生産設備を廃棄
した。
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＜決定２＞
１. ５月１５日以降，１立方メートル当たりの現地引渡し価格を６２５０円とし，工場渡し
価格を６０５０円とすること。

２．生コン協議会は，廃業しようとする会員から生産設備の買取りを行うこと。買取り資金
は，生コン協議会の積立基金から支出し，買い取った設備は直ちに廃棄すること。

〔設 問〕
１. ＜決定１＞に関する行為について，だれに対して，いかなる独占禁止法違反を問うことがで
きるか。その法的根拠も示しなさい。

２. ＜決定２＞に関する行為について，だれに対して，いかなる独占禁止法違反を問うことがで
きるか。その法的根拠も示しなさい。
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［経 済 法］

（配点：５０）〔第１問〕
都市部のマンション等では，多数の自動車の駐車スペースを確保するため，二段・多段方式の機

械式の駐車場装置 以下 駐車場装置 という が利用されることが多い 駐車場装置の製造を行（ 「 」 。） 。
う事業者 以下 製造業者 という は国内に６社存在し 甲社もその一つである 甲社の駐車場（ 「 」 。） ， 。
装置 以下 甲社製装置 という の売上げは 国内における駐車場装置の総販売台数の３０％を（ 「 」 。） ，
占め，第一位の市場占有率（シェア）を有している。
駐車場装置は耐用年数が長く，安全に使用し続けるためには定期的な保守点検（駐車場装置の点

検，給油，調整，破損部品の交換及び修理等）を必要とする。駐車場装置は，製造業者によって仕
様が異なり その取替部品も汎用品は少なく 駐車車両を乗せるためのパレット(車両を乗せる金属， ，
製の板)の落下防止設備 電子制御基盤など 製造業者ごとに仕様の異なる部品が大部分である 以， ， （
下，これらの製造業者ごとに仕様の異なる部品を「構成部品」という 。構成部品の故障・トラブ。）
ルの発生は重大な事故の原因となり得るため，マンション等の駐車場の所有者・管理者にとって上
記の故障・トラブルへの対応が最も重要であり，かかる故障・トラブルが発生した場合における迅
速な対応の可否が保守業者の選定に当たって重視されることが多い。
甲社は，北海道地区から九州・沖縄地区まで全国を幾つかの地区に分けて，子会社を設立し，子

会社において，甲社製装置の販売・据付け，甲社製装置の部品の販売を行っている。Ｘ社はそのよ
うな子会社の一つであり，関東地区において甲社製装置を独占的に販売し，その据付けを行うとと
もに，甲社製装置の部品（構成部品を含むすべての部品）を販売している。Ｘ社による甲社製装置
の販売台数は，関東地区では６製造業者の駐車場装置全体の総販売台数の４０％を占めており，第
一位のシェアを有している。
駐車場装置の保守業者には 製造業者系列の保守業者と 製造業者と資本関係のない保守業者 以， ， （

下 独立系保守業者 という があり 関東地区においても 甲社系列の保守業者である乙社 乙「 」 。） ， ， （
社は甲社及びＸ社が共同で出資して設立した会社である と 独立系保守業者のＡ社 Ｂ社及びＣ。） ， ，
社が存在している。Ａ社，Ｂ社及びＣ社は，いずれも乙社に比べて規模の小さい事業者であるが，
乙社等の製造業者系列の保守業者に比べて低廉な料金で保守業務を行うことで，近時人気を集めて
いる。関東地区における甲社製装置に係る保守業務契約に関して，Ａ社，Ｂ社及びＣ社の合計シェ
アは７０％を占め，乙社のシェア（３０％）よりも高くなっている。
Ｘ社は，従来，構成部品を含む甲社製装置の部品をすべて自ら保管し，保守業者からの発注に応

じて，その都度，部品の引渡しを行っていたが，この度，構成部品に関する販売方針を変更しよう
と考え，以下に述べるそれぞれの販売方針について，弁護士に私的独占の禁止及び公正取引の確保
に関する法律（独占禁止法）上の問題点の検討を依頼した。
あなたが弁護士としてＸ社から上記の依頼を受けたとして，独占禁止法上の問題点の有無を検討

し，回答しなさい。なお，個々の設問に記載した事実関係は，それぞれが独立しており，他の設問
の前提とはならないものとして検討しなさい。

〔設問１〕
Ｘ社の担当者は 駐車場装置は製造業者によって仕様が異なり それに応じて構成部品の仕様，「 ，

も本来異なるものがほとんどであるが，構成部品の中には他の製造業者の駐車場装置の構成部品
として転用可能なものがあり，独立系の保守業者が，それを他の製造業者の駐車場装置の構成部
品として転用する事例がしばしば見られる。この点に関して，国土交通省のガイドラインは，特
定の製造業者の駐車場装置に他の製造業者の構成部品を使えば安全性が確保できないおそれがあ
るから，特定の製造業者の駐車場装置には当該製造業者製の構成部品を使用すべきであると勧告
している。当社としては，この点に着目して，甲社製装置の構成部品を，独立系保守業者に販売

平成19年
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すると，どの製造業者の駐車場装置に使用されるのか確認できず，これが甲社製装置に使用され
ることを確保するためには，独立系保守業者からの甲社製装置の構成部品の発注に対しては，系

。」 。列の乙社において取替工事を行うことを販売の条件とするという方針を採りたい と説明した
あなたがＸ社の担当者に尋ねたところ，独立系保守業者が甲社製装置の構成部品を他の製造業

者製の駐車場装置の構成部品として転用した事例がどの程度あるか，これまでに転用による事故
が起きた例があるか否か，転用による具体的な危険性の程度などについては，いずれも調査を行
っていないため不明であり，また，独立系保守業者に，文書や口頭で，他の製造業者製の駐車場
装置に自社の部品を転用しないように注意するなどの措置を採ったことはなく，今後もそのよう
な計画はないとのことであった。また，あなたが乙社の担当者にも尋ねたところ，担当者は「乙
社は，独立系保守業者から甲社製装置の構成部品の取替えの依頼があった場合，できる限り迅速
に対応したいと考えているが，乙社の顧客からの依頼があった場合にはこれを優先する。乙社の
顧客に対する甲社製装置の修理に比べて，独立系保守業者の顧客に対する甲社製装置の修理は平
均して２週間程度の遅れが生じることが見込まれる 」と回答した。。

〔設問２〕
Ｘ社の担当者は 設問１に述べた計画に代えて 独立系保守業者から甲社製装置の構成部品の， ，「

発注を受けた場合，当該業者自身で構成部品の取替工事を行うことは認めるが，構成部品の引渡
時期について条件を付したいと考えている。従来は甲社で余分の在庫を抱えて，独立系保守業者
か乙社かを問わず，発注を受けた場合には直ちに当該構成部品を引き渡していたが，今後は，当
社において一定の計画在庫数量を設定し，その数量の８割を基準数量とする。発注を受けた時点
で，在庫数量が基準数量を下回っている場合，又は独立系保守業者への引渡しによって基準数量

， ， ，を下回る場合は 独立系保守業者から当該構成部品の発注を受けても これを直ちに引き渡さず
， 。 ，甲社に構成部品の生産を発注し その納入を待って構成部品を引き渡すこととしたい その場合

甲社への生産発注から納入までは２か月程度が見込まれる。なお，引渡しによっても基準数量を
確保できる場合には直ちに引渡しを行う。一方，乙社に対しては，いかなる場合であっても直ち
に引渡しを行う 」と説明した。。
あなたがＸ社の担当者に尋ねたところ，担当者は「従来の保管費用が過大になってきたため，

保管費用を削減するために計画在庫数量を設定し，不必要な在庫を減らすこととした。計画在庫
数量は，乙社の契約者数に，それらの契約者に２か月間に生じる構成部品の故障・トラブルの平
均発生頻度を乗じて得られる数量とする 」と説明した。。
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（配点：５０）〔第２問〕
電機メーカーのＸ社は，平成１３年に，家庭用電気製品に関する小売業者向け価格カルテルにつ

いて独占禁止法違反により課徴金納付命令を受け，以後，会社内に独占禁止法遵守体制（コンプラ
イアンス体制）を置いていた。平成１７年１２月にＸ社の代表取締役社長Ａは，コンプライアンス
部門を担当する取締役Ｂから次のような報告を受けた すなわち 平成１５年初めから Ｘ社が甲。 ，「 ，

（ ， ， ， ，省発注の重電製品であるα電気製品の納入について同業他社である５社 Ｙ社 Ｐ社 Ｑ社 Ｒ社
Ｓ社）との間で入札に関して会合を開いて話し合いを行っていることが判明した。Ｘ社の営業部門
のＣが，他社の営業担当者との年１回の会合に参加して，甲省発注のα電気製品の入札（年間１５
０億円程度の予算が確保されており，各四半期ごとに甲省本省・地方支分部局ごとに入札が行われ
る に関し 前年度の実績に応じて各社が受注する旨の基本ルールを確認している また 各年度。） ， 。 ，
の個別の入札に当たっては，その都度，基本ルールに沿って落札できるように，各入札に参加する
各社は話合いにより落札予定者と落札価格を決め，実際の入札時にも落札予定者以外の会社は落札

。」（ 「 」価格より高い入札価格で応札することにより落札予定者の落札に協力してきた 以下 Ｂの報告
という ）という報告であった。。
これを受け，Ｘ社は，取締役会を開催し，法令遵守の観点からこの会合に参加しない旨を決議し

た。ＢとＣは，平成１７年１２月末に開催された上記５社との会合に出席した上，Ｘ社が平成１８
年以降この会合に参加せず，さらに，当分の間，甲省発注のα電気製品の入札から撤退する旨を告
げた。その際，Ｘ社は，甲省や公正取引委員会にこれらの事実を申し出ることはしないと述べ，実
際にも，申し出ることはなかった。
Ｙ社も，平成１９年６月に法令遵守の監査を実施した結果，上記の話合いの事実を把握し，同月

２０日，公正取引委員会に対し，課徴金の減免のための事実の報告を行い，更に資料も提出した。
， ， ， ，他方 Ｘ社は 平成１８年１月以降 甲省発注のα電気製品の入札に参加していなかったところ

α電気事業部門の営業利益が落ちてきたため，平成１９年８月，甲省の実施する入札に再参入する
ことを決定したが，その際，他社から上記の話合いに参加するよう申入れが来てもこれに従わない
こととした。Ｘ社は，同年９月末の甲省発注に係るα電気製品の入札に参加し，Ｐ社らからの話合
いの申入れを拒絶し５億円で受注した。
公正取引委員会は，Ｙ社の報告の結果，６社による上記の話合いの事実を把握することとなり，

平成１９年１２月２８日，独占禁止法第４７条第１項第４号に基づいて参加事業者の事業所及び担
， 。 ， ， ， ，当者の自宅に一斉に立ち入り 必要な物件の検査を行った これに伴い 各社は それぞれ 以後

かかる入札に関する会合に参加しない旨の通知を他社に対して発出した。
なお，以下の各設問の解答に当たっては，平成１５年以降の行為のすべてについて現行の独占禁

止法が適用されるものと仮定し，平成１７年改正独占禁止法の経過措置を含め，経過措置は考慮し
ないものとする。

〔設問１〕
公正取引委員会の審査の結果，次のような証拠が得られた。それぞれの場合において，いかな

る行為が独占禁止法に違反すると認定できるか，条文を踏まえつつ具体的に述べよ。
(1) Ｘ社と５社がＢの報告のとおりの行為を行っていた事実を認める証拠が得られた場合
(2) Ｘ社と５社が，毎年度の会合において前年度実績に応じて各社の受注割合を決定する旨の基
本ルールを確認していたことを否定し，甲省発注のα電気製品に係る個々の入札のいずれにお
いても，入札に参加する事業者があらかじめ落札予定業者を決定し，他社はそれより高い入札
価格で応札していた事実を認める証拠のみが得られた場合。なお，この場合において，公正取
引委員会に対するＹ社の報告はなかったものと仮定する。
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〔設問２〕
公正取引委員会は，審査の結果，Ｘ社，Ｙ社らの６社がいずれも独占禁止法に違反する行為を

行っていたと認定し，課徴金の納付を命ずることとした。
Ｘ社は，資本金が２億円で従業員が４００名の電機メーカーであり，Ｙ社は，資本金が４億円

で従業員が６００名の電機メーカーである。また，両社のα電気製品に係る売上額及び事業全体
の売上額（総売上額）はそれぞれ以下のとおりである。以上を前提として，Ｘ社及びＹ社が納付
すべき課徴金額を算定し，その理由及び算定の過程を述べよ。

Ｘ 社 平成１５年 平成１６年 平成１７年 平成１８年 平成１９年
甲省発注α電気製 １０億円 ２０億円 ２０億円 ０円 ５億円品売上額
乙県等自治体発注 ３０億円 ３０億円 ４０億円 ２０億円 ２０億円α電気製品売上額

Ｘ 社 総 売 上 額 １２００億円 １０００億円 ９００億円 ８００億円 ６００億円

Ｙ 社 平成１５年 平成１６年 平成１７年 平成１８年 平成１９年
甲省発注α電気製 ８億円 １６億円 １６億円 １８億円 １０億円品売上額
乙県等自治体発注 ２８億円 ３５億円 ４２億円 ２１億円 １９億円α電気製品売上額

Ｙ 社 総 売 上 額 ８００億円 １２００億円 １３００億円 ９００億円 ９００億円

（注）
これらの金額は，独占禁止法施行令で定められた基準に基づいて算定されたものである。
乙県等自治体発注の入札については入札に関する話合いの事実は確認されていない。

〔設問３〕
Ｘ社は，公正取引委員会が発した課徴金納付命令に不服があり，同命令について審判を請求し

た 審判において Ｘ社は 甲省発注のα電気製品の売買契約においては 平成１７年以降 納。 ， ，「 ， ，
入業者が独占禁止法に違反する行為により入札に参加した場合には，受注した業者は売買代金額
の２０％を違約金として国に支払うとの約定が設けられている。そして，Ｘ社は，国からこの約
定により平成１７年の売上額の２０％の支払請求を受け，既にこれを支払った。課徴金制度は，
カルテルによる不当な利得を国が徴収することにより，違反行為者がこれを保持することを防ぐ
制度であるから，既に売上額の２０％を国に支払った平成１７年分の売上について，売上額全額
を基礎として課徴金を課すことは，不当な利得の剥奪という制度趣旨を超えて，過大な経済的不
利益を与えることになるから許されず，課徴金の算定に当たっては，平成１７年分の売上額の２
０％を算定の基礎から外すべきである 」と主張した。この主張の当否を論ぜよ。。
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［経 済 法］

〔第１問〕（配点：５０）

以下の事例を前提として，各設問に答えなさい。

【事 例】

Ａ社及びＢ社は乗合バス事業を営む会社である。Ａ社の主要な営業地域は甲市であり，Ｂ社の

主要な営業地域は乙市である。甲市は，東ർ地方の中ᄩに位置する甲県の県ᐡ所在地であり，そ

の人口は約２０万人である。乙市は，東ർ地方のᄥ平洋側に位置する乙県の県ᐡ所在地であり，

人口約１００万人の政令指定都市である。甲市と乙市との間の主要な移動手段には鉄(Ｊ㧾)と

自動車があるが，その移動に鉄で約２時間３０分，高速〝を利用した自動車で約３時間を要

する。

甲市ではＡ社及びＸ社の２社の乗合バス事業者が，乙市ではＢ社，Ｃ社，Ｙ社及び㨆社の４社

の乗合バス事業者が営業しており，所有バスบ数による市場占有率（シェア）は，Ａ社が甲市で

７５％，Ｂ社が乙市で５０％である。なお，Ｃ社は乙市で３０％のシェアを有している。

最近，高速バス（都市間を結び，車する留所を限定して運行する急行系統で，運行系統キ

ロがおおむね５０キロメートル以上の乗合バスをいう。）の運行について，国土交通省の規制が緩

和され，新規参入が原則として自由となった。この結果，鉄よりも料金が安いことから，高速

バスの人気が上している。市場調査によれば，甲市㧙乙市間についても，高速バスに対する相

当の㔛要が見込める状況にある。Ａ社は，当初自社න独で甲市㧙乙市間の高速バスを運行する計

画を立てたが，同社は乙市に営業地域を有しないため，乙市内のバス乗場及び車庫，乙市に在住

する職員の確保等が困難であって，自社のみではその運行が困難であることが明らかとなった。

同時に，他社の参入可能性についても調査したところ，甲市，乙市を主要な営業地域とする各社

は，いずれもන独で甲市㧙乙市間の高速バスを運行することは事業経営上困難であろうとの予測

結果が出た。

そこで，Ａ社から，Ｂ社に対して甲市㧙乙市間の高速バスの共同運行をᛂ⸻したところ，同社

は関心を示し，この２社の間で高速バスの共同運行を行う計画が検討された。

ところで，甲市で一日のバス乗降客数が圧倒的に多いのは甲㚞バスターミナルであるが，同タ

ーミナルはＡ社の所有に係る施設であり，Ｘ社はその運行に係るバス〝線のバス乗場をＡ社から

賃借しているところ，その賃貸借契約においては，Ｘ社が当該乗場をどの運行〝線の留所とし

て利用するかについてＡ社の承認が必要であるとされている。また，乙市において，ビジネスⴝ，

学校等に近接し，一日のバス乗降客数が格段に多いのは乙㚞バスターミナルであるが，同バスタ

ーミナルにバス乗場を設置し，保有しているのは，乙市を主要な営業地域とする乗合バス事業者

の中でＢ社及びＣ社の２社のみであり，ほかの２社は，乙㚞から約１キロメートル㔌れた繁⪇ⴝ

に２社共同のバスターミナルを設置し，主として㇠外の住ቛ地との間の〝線を運行している。

Ａ社及びＢ社は，協議の結果，２社で甲市㧙乙市間の高速バスを共同運行することで合意に達

した。その共同運行計画として合意した事項は次のとおりである。

Ԭ ２社は，２社間で決定した運行時ೞ表に従って，各社のバス及び運転手を提供して高速バス

を運行する。

ԭ ２社は，それぞれ自社の発所において高速バスの乗車を販売するが，乗客の混ੂをㆱけ

るため，乗客は２社が販売した切╓によりいずれのバスにも乗車できることとする。

一方，運賃の設定方法等については合意に達せず，なお複数の案を検討中である。それらの案

とは，①案（共同運行である以上，２社の公平の観点から２社で協議して運賃を決定する。），②

案（運賃は各自で決定し，運賃の配分も行わない。），③案（運賃は各自で決定することとするが，

運賃売上げは共同でプールした上で，各社の運行回数比によって配分する。）の３案であり，いま

だ決着をみていない。

平成20年
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〔設問１〕

あなたはＡ社から相談を受けた弁護士である（ただし，設問１に限る。）。

Ａ社の担当者は，①案ないし③案について，「Ａ社とＢ社がＪ㧾，自家用車に対抗して高速バス

を共同運行するものであり，共同で運行時ೞ表を決定し，その決定に従って，それぞれのバスを

運行させるのであるから①案が自然であり，また運営上も最も支障がないので望ましいというこ

とになった。他方で，バスの機材，人件費等を各社で負担するものであり，①案については法的

リスクがあるかもしれないという危ᗋが๒され，②案が提出された。しかし，②案では，いずれ

のバスに乗客が乗車するか否かにかかわらず，発した会社が売上げを保持し得ることとなり，

バスの運行と無関係に収益が定まるから，不公平となるという反論が出された。そこで，折ⴲ的

に③の案が提案された。」と説明した。

上記Ԭ，ԭの内容の共同運行計画を前提として，運賃の設定等に関する①案ないし③案を比セ

しつつ，それらの案についての私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律（以下「独占禁

止法」という。）上の問題点とその考え方を論じ，最大の利益が確保でき，かつ独占禁止法に抵触

しないような案を示しなさい。

〔設問２〕

その後，Ａ社及びＢ社は，独占禁止法に抵触しないような内容で運賃の設定方法を定めた共同

運行事業協定を締結し，甲市㧙乙市間の高速バスの運行を開始したところ，人気を博し，当初期

待した以上の売上げを達成した。また，高速バスへの乗換えをᏗ望する乗客が，一般において

もＡ社又はＢ社の乗合バスを利用する例が多くなったため，Ａ社の甲市，Ｂ社の乙市におけるシ

ェアは，それぞれわずかながら増加した。

そのような状況をみたＸ社は，甲市㧙乙市間の高速バスへの参入を企画し，Ｃ社に対して，共

同で新規に甲市㧙乙市間の高速バスを運行することを提案した。Ｃ社も，Ｘ社の提案に対して前

向きに応じ，両社による協議が開始された。

他方，Ｃ社は，Ｘ社の提案を契機に既存のＡ社及びＢ社による共同運行への参加についても検

討したところ，Ａ社及びＢ社の共同運行への参加の方がより採算性が高いとの試算結果が出た。

そのため，Ｃ社は，Ａ社及びＢ社に対して，その共同運行への参加を申し入れたところ，両社が

これに応じたため，Ｘ社との協議をᛂち切り，Ａ社及びＢ社の共同運行に参加することとした。

Ａ社，Ｂ社及びＣ社の３社は，協議を進め，本件共同運行事業の協定に以下のような条項を⋓

り込んだ。すなわち，「本件共同運行に，３社以外のほかの事業者を加入させないものとする。ま

た，甲市㧙乙市間の高速バスを運行し，又は運行しようとする３社以外のほかの事業者から甲㚞

又は乙㚞内のバスターミナル内のバス乗場の利用の申出があった場合は，これを拒否する義務を

負う。これに反した場合には，ほかの２社にそれぞれ違約金１ం円を支払うものとする。」という

条項である。その⿰旨は，各社にとって，この高速バス事業は初めての試みであって，当該事業

に必要な初期投資，すなわち，トイレ設備を有し，リクライニング仕様に優れた新車両の導入や

新〝線の留所の設置，広告宣伝などにかなりの費用が必要であるため，相応の利益を確保し，

投資金額を最大限回収し得るようにすることにあった。

以上のＡ社，Ｂ社及びＣ社の共同運行事業の協定について，独占禁止法上の問題点を論じなさ

い。
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〔第２問〕（配点：５０）

以下の事例を前提として，各設問に答えなさい。

【事 例】

１ Ｘ社は，東੩都内において「Ａ」という商号，商標を用いてࡇザ等のቛ配を行うフランチ

ャイ࠭システムによる事業活動を行っている。

Ａは，人気タレントを起用した広告・宣伝活動を行い，低価格でカジュアルなブランドイ

メージを訴求することにより，一気にそのシェアを伸ばしたが，競合業者の行う同様のቛ配

ザ・フランチャイ࠭であるＢ，Ｃが急速にＡを追い上げてきている。Ａ，Ｂ，Ｃは，それࡇ

ぞれࡇザ等のቛ配を行うフランチャイ࠭システムであるが，そのࡇザ等の品質，販売促進活

動等について現時点で有意な差はない。

各加⋖店は，Ｘ社とフランチャイ࠭基本契約（以下「本件契約」という。）を締結して，Ａ

フランチャイ࠭システムに加⋖した上，拠点となる営業店舗１個所を設け，ここからࡇザ，

サラダ類，ドリンク，࠺ザートのቛ配を行うこととなる。

２ 本件契約の内容は，①Ｘ社は加⋖店に対し，そのࡇザ等のቛ配に係る営業に関し，Ａとい

う商号，商標を使用することを許諾すること，②Ｘ社は，Ａフランチャイ࠭システム本部と

して，顧客に対して統一的イメージを確保し，各加⋖店の営業を維持するため，加⋖店に対

する営業指導，統制を行うことができること，③加⋖店は，ࡇザ等の売上げを基礎として一

定の方式で算定されるロイࡗルテࠖをＸ社に支払うことを根ᐙとしている。

また，本件契約では，加⋖店の義務として，本部であるＸ社の定める営業方針等に従って

営業を行うことなどが定められており，加⋖店が本件契約上の義務に違反した場合には，Ｘ

社は，本件契約を解除できるとされている。

３ 本件契約に基づいて本部が定めた営業⚦則には，加⋖店が従うべき営業方針等が規定され

ており，本部はそれにᴪって加⋖店に対する営業指導と統制を行っている。その営業方針等

と営業指導・統制は，下記のԬないしԮのとおりである。

記

Ԭ 加⋖店が営業店舗で調理して顧客に提供するࡇザ，サラダ類については，本部において，

その品目，価格等を定めることとされ，加⋖店が，これと異なる品目又は価格等でࡇザ，

サラダ類の提供をすることは認められていない。このため，本部において，それらの品目，

価格等を記載したチラシをශし，これを，加⋖店に配布して使用させている。

また，加⋖店が顧客に提供するドリンク，࠺ザートは，Ａという商標が使用された同フ

ランチャイ࠭固有の規格の商品であり，Ｘ社が，加⋖店にこれらを卸売し，加⋖店は，こ

れらを本部の定めた価格で顧客に販売提供することとされ，これらの品目，価格等も前記

のチラシに記載されている。

ԭ 加⋖店が顧客から受注してࡇザ等の商品のቛ配を行う範囲（以下「営業範囲」という。）

については，加⋖店間で競合が生じないように，本部において，各加⋖店の拠点となる営

業店舗からの配達時間，〒㔌，人口数等をൊ案して，それぞれの営業範囲をౕ体的に指定

している。そして，Ｘ社のホームページにおいても，地域ごとに各加⋖店の営業範囲が地

図上に色分けして表示されており，また，本部が加⋖店に配布して使用させる前記Ԭのチ

ラシにも，各加⋖店の営業範囲が明示され，チラシの配布もその営業範囲に限って認めら

れている。その上で，加⋖店の営業範囲外の顧客から電話等による注文がされたときは，

注文を受けた加⋖店はその地域を営業範囲とする加⋖店にその注文を転送し，その転送先

加⋖店が受注してቛ配を行うこととされている。

Ԯ 本部は，加⋖店が提供するメニューの統一性を確保し，食材の安全性を保障し，また食

材を一括購入することによるスケールメリットを生かす必要があるという理由から，加⋖

店に対し，ࡇザの生地，ౕ材等の原材料となる食材，調味料等をＸ社と提៤関係にある輸
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入食材卸売業者Ｙ社から仕入れることを義務付けている。

４ ところで，甲社は，平成１６年２月１日，Ｘ社との間で本件契約を締結し，Ａフランチャ

イ࠭システムの加⋖店として，東੩都世↰⼱区内において店舗を設け，ࡇザ等のቛ配の業務

を開始したが，平成１７年夏ころ，その営業範囲内に相次いでＢ，Ｃの新店舗が開店したた

め，次第に甲社の客足が減少し，営業成績が落ち込む事態となった。

そこで，甲社は，本部の了承を得ることなく，平成１８年初めころから，①甲社にࡇザ等

の注文をした顧客に対し，次回以降の甲社のࡇザ等のቛ配の注文時に，ࡇザ，サラダ類，ド

リンク，࠺ザートの代金の２０％を割引するという有効期間無期限・利用回数無制限のクー

ポンを配布すること，②甲社店舗の営業範囲には，同じくＡフランチャイ࠭システムに加

⋖する乙社の店舗の営業範囲が㓞接しているところ，乙社店舗の営業範囲のうち，甲社店舗

からバイクで１５分程度（Ａフランチャイ࠭システムが各加⋖店の営業範囲を定めるに当た

っては，配達時間に関しては１５分程度を目安としている。）の所要時間でቛ配が可能である

地域に，甲社が独自に作成し，甲社店舗の営業範囲を記載しない折り込みチラシを配布し，

当該地域の顧客からのࡇザ等のቛ配の注文も受注すること，③甲社がＹ社から仕入れている

外国製のハムやチー࠭などの食材については，食材輸入商社である㨃社から同一製品を約２

割低い価格で購入できることから，これらについては㨃社から仕入れることによって仕入経

費を削減するなどの対策を講じたところ，同年末ころまでに営業成績が好転した。

ちなみに，クーポンの利用者は甲社の顧客の８割程度に上っているほか，㨃社からの食

材の購入金額は甲社の食材の仕入金額のඨ分程度になっている。

５ 前記甲社の行為が開始された後，乙社店舗の売上げの３０％が，売上☻利益の５０％がそ

れぞれ減少した。Ｘ社は，平成１９年夏ころ，乙社から自己の営業範囲内の顧客が甲社にᅓ

われているとの苦情を受けて調査をしたところ，前記４の事実を確認したため，甲社に対し，

平成２０年４月１日，３か月以内に前記４の①ないし③の各行為をやめなければ，契約上の

義務違反により甲社との契約を解除すると通知した。

〔設問１〕

あなたは弁護士として甲社から，前記の事例について公正取引委員会に独占禁止法違反による

申告ができないかという相談を受けた。Ｘ社による前記３のԬないしԮの各営業方針等とそれに

基づく営業指導・統制が独占禁止法に違反するか否かを検討しなさい。

〔設問２〕

さらに，あなたは弁護士として甲社から，Ｘ社による本件契約の解除を回ㆱするための法的措

置を依頼された。そのための独占禁止法に基づく訴訟の提起の可否について検討しなさい。
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［経 済 法］

〔第１問〕（配点：５０）

１ Ａ，Ｂ及びＣの各社はいずれも，事業者向けの商品Ｘを製造販売する機᪾メーカーであり，各

社のＸの市場占有率（シェア）は，Ａが５０％，Ｂ及びＣが各２５％である。Ａ及びＢ（以下「両

社」という。）は，Ｘに関し，最近，㔛要が低ㅅし部品の値上がりが著しいことから，コスト削減

の方策として，①部品の共同購入及び②共同物流会社の設立を計画している。

２ 部品の共同購入について

両社の製造販売するＸの主要部品の規格や仕様は共通している。そこで，両社は，共同購入に

よるスケールメリットを活用して，部品の購入費用を引き下げることを考えている。ౕ 体的には，

個々の部品ごとに両社の購入予定数量を合計した上で，部品メーカーとの交渉⓹口をＡ又はＢに

一本化し，その合計数量でන価をどこまで引き下げることができるかを交渉し，両社にとって最

も有利な条件の購入先１社から同一න価で当該部品を購入することにする。その際，両社は，部

品メーカーとの交渉のベースとなる各部品の調達予定金額の目安を設けることにするが，さらに，

この調達予定金額の目安を検討する前提資料とするために，Ｘの販売量が落ち込まない範囲内で

想定できるＸの販売価格の上限を協議し決めておくことも検討している。

なお，両社のいずれにおいても，この共同購入の対象となる部品の購入費用は，Ｘの製造コス

トの約８０％であり，Ｘの製造コストは，製品価格の約８０％である。また，この共同購入の対

象となる部品は，Ｘのみに使用されており，我が国でこれを製造している部品メーカーは３社で

ある。

３ 共同物流会社の設立について

Ａはජ⪲県ජ⪲市内にある自社の工場で，Ｂは大㒋府႓市内にある自社の工場でそれぞれＸの

製造をしているが，両社の㔛要家は全国に散在しているため，従来は，Ａは九Ꮊの㔛要家へもජ

⪲市内の工場から，Ｂはർᶏの㔛要家へも႓市内の工場から，それぞれ自社トラックで配送し

ていた。そこで，両社は，トラックの利用効率の向上や配送時間の⍴縮等を図るため，Ａが５１

％，Ｂが４９％の割合で出資してＸの物流業務を行う共同出資会社甲を設立し，それぞれ保有し

ているＸ配送用のトラックを甲に譲渡して，甲において以下のような方法で配送することを考え

ている。なお，両社とも，物流コストは，製品価格の約１０％を占めている。

Ԭ 甲の従業員は，両社からの出向者とし，いずれからの出向であるかを問わず，両社製のＸに

ついて配送業務に従事する。

ԭ ජ⪲市及び႓市の各工場に甲が運営する共同物流センターを設け，各共同物流センターは，

両社製のＸを一定数在庫し，１บのトラックが両社製のＸを積載して配送する混載方式を採る。

Ԯ 両社は，それぞれの受注に関し，㔛要家の名⒓及び所在地並びに受注数量，納期及び販売価

格（න価及び値引き額等）を記載した納品書を甲に送付し，甲の従業員は，各共同物流センタ

ーの輸送能力や両社製のＸの在庫状況をൊ案して，最も効率的に配送できるよう，トラック配

備及び配送ルートを調整する。

〔設 問〕

前記の①部品の共同購入及び②共同物流会社の設立の各計画について，私的独占の禁止及び公

正取引の確保に関する法律（以下「独占禁止法」という。）上の問題点を分ᨆして検討しなさい。

平成21年
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〔第２問〕（配点：５０）

Ａ電機株式会社（以下「Ａ」という。）は，東੩都に本店を置き，家電製品の小売業を営む者であ

る。Ａは，平成１２年ころから，その販売する家電製品が低価格であることにより顧客の支持を獲

得し，関東地方を中心に東日本地域全域で店舗数を急速に大するとともに，売上高を伸ばしてい

る。Ａは，平成１８年以降，東日本地域の家電小売業において売上高第１位になっている。

東日本地域では，Ａのような業態をとるいわゆる家電量販店には，ＡのほかＢ及びＣなどが存在

する。Ａ，Ｂ及びＣはそれぞれ東日本地域の主要な都市に参入しており，各社の都市部におけるシ

ェアは多少異なるが，おおむね次のとおりである。家電小売業全体で見ると，いわゆる家電量販店

の合算シェアは５０％程度を占め，Ａは第１位でシェア２５％から３０％，Ｂが第２位でシェア

１０％前後，Ｃが第３位でシェア５％前後である。家電小売業全体における家電量販店を除く家電

小売店（以下「家電専門店」という。）の合算シェアは５０％程度であるが，ほとんどが小規ᮨ事業

者でありシェア０．５％を超える家電専門店は存在しない。

このような状況において，Ａは，５年後には全国の主要な地域において売上高第１位になること

を目標に掲げ，全国に本格的に進出することとした。また，Ａは，そのため東日本地域における経

営基盤を強化することとした。そこで，Ａは，次のԬ及びԭの方針を採ることとした。

Ԭ Ａは，まず中部地方に進出することとし，平成２１年６月１日に名古屋に３店舗を開店する。

その新規開店セールとして，今後１か月間，毎週末に販売キャンペーンを行い，週末ごとに各店

において先着５０名に対していわゆる格安パソコンを２０００円で販売する。なお，Ａはこの格

安パソコンを３万円で仕入れたが，その後新型製品が販売されたために，旧型製品となっている。

ԭ Ａは，その地盤である東日本地域において販売活動を強化するために以下の販売キャンペーン

を行う。①我が国で販売されている主要な液᥏テレビのメーカー４社（以下「４社」という。）の

３７インチ及び４０インチの液᥏テレビ（以下「本件液᥏テレビ」という。）を，今後３か月間，

それぞれおおむね１４万円及び１９万円で販売する。②本件液᥏テレビの販売บ数には制限を設

けない。本件液᥏テレビをキャンペーンの対象にしたのは，Ａが有力市場調査会社Ｄに依頼して

行ったアンケート調査により，消費者が購入したいとする家電製品中トップにあったことから，

消費者にアࡇールすると考えたためである。

Ａは，本件液᥏テレビを４社から直接仕入れているが，このキャンペーンに際して４社と個別

に仕入価格の交渉をした結果，４社からそれぞれ毎月１万บ以上を仕入れることを条件に，１บ

当たりの仕入価格を３７インチテレビについては１５万円，４０インチテレビについては１８万

円で購入することに成ഞしている。他の家電量販店及びすべての家電専門店は，Ａのような大量

購入ができないために，本件液᥏テレビの仕入価格は３７インチテレビでは１６万円，４０イン

チテレビでは２１万円をいずれも上回るものと見込まれる。

なお，Ａにおいて，本件液᥏テレビの販売に係る経費及び総務部門や店舗全体を運営し管理す

るために要する経費等の諸費用は，テレビ１บ当たり２万円である。したがって，Ａの本件液᥏

テレビの総販売原価，すなわちテレビの仕入価格にこの諸費用２万円を加えた金額は，３７イン

チテレビについては１７万円，４０インチテレビについては２０万円である。

〔設 問〕

弁護士甲は，Ａの前記方針が独占禁止法に違反しないかどうかＡから相談を受けた。甲は弁護

士としていかなる回答をすべきか述べなさい。なお，解答するに当たり付加的な事情を考慮すべ

き場合には，そのような事情をって述べなさい。
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［経 済 法］

〔第１問〕（配点：５０）

Ａ社は，若手デザイナーの手作りアクセサリーを販売する携帯電話専用のウェブサイトα（以下

「サイトα」という。）を運営する事業者である。同様のウェブサイト（以下「アクセサリーサイト」

という。）を運営している事業者としては，ほかにＢないしＤの３社があるが，これらのアクセサリ

ーサイトで販売されるアクセサリー（以下「本件アクセサリー」という。）は，①若手デザイナーに

よるざん新なデザインであること，②手作りであるため同じものが２つとないオリジナル商品であ

ること，③価格が５０００円前後と比較的低廉であることなどから，高校生を中心に人気を博して

いる。

アクセサリーサイトに出品するデザイナーは，専ら本件アクセサリーの製作と販売のみを行って

いるが，これらのデザイナーには一定レベル以上のデザインセンスや製作技術が求められ，そのよ

うなデザイナーの数は限られている現状にある。ちなみに，このようなアクセサリーは，Ａ社等が

運営するアクセサリーサイトでのみ販売されており，それ以外のデパート，宝飾店，ブティック等

で入手することは困難である。

Ａ社は，サイトαに出品するデザイナーを登録制とし，以下の態様でサイトαを運営している。

⑴ Ａ社に登録したデザイナーは，出品するアクセサリーの写真，材質等の商品情報及び自らが設

定した販売価格を電子データでＡ社に送付し，Ａ社は，これをサイトαに掲載する。

⑵ Ａ社は，サイトαに出品されるアクセサリーの更新情報を消費者に対して電子メールで提供し，

登録デザイナーに対しては本件アクセサリーの売れ筋情報（以下「売筋情報」という。）を提供す

る。なお，売筋情報は，登録デザイナーにとって消費者の嗜好を把握する上で貴重な情報源にな

っている。

⑶ 本件アクセサリーの購入希望者は，サイトαの画面を通じて商品を注文し，Ａ社は，その注文

を出品者である登録デザイナーに取り次ぎ，商品は，当該デザイナーが購入者に直接宅配便で納

品する。また，商品代金は，携帯電話会社の料金課金システムを通じてＡ社に支払われ，Ａ社は，

その販売価格に一定率を乗じた手数料相当額を差し引いて出品者である登録デザイナーに送金す

る。なお，購入された本件アクセサリーの売買契約は，当該デザイナーと購入者間で成立し，商

品のクレーム等の責任は，当該デザイナーの負担とすることがサイトα上に明記されている。

ＡないしＤ社のアクセサリーサイトにおける売上高の比率は，Ａ社が４０％，Ｂ社が２５％，Ｃ

社が２０％，Ｄ社が１５％となっており，Ａ社の手数料率は２５％，ＢないしＤ社のそれは２１％

である。しかし，サイトαは，アクセサリーサイトの先駆的存在で知名度が高く，そのアクセス数

も最多で，携帯電話のディスプレイ上，最上段に表示されることなどから，消費者へのアピールが

強く，デザイナーにとって最も重要な出品先と認識されており，有力な国内若手デザイナーのほと

んどは，Ａ社に登録している。

以上の状況下，Ｅ社は，ＡないしＤ社と同様の事業を始めた。Ｅ社は，ＡないしＤ社と異なり，

消費者への更新情報や登録デザイナーへの売筋情報の提供を行わないが，その手数料を１５％に抑

えているため，近時，Ｅ社のアクセサリーサイトにおける売上高が急速に伸びてきている。

そこで，Ａ社が調査した結果，Ａ社のみならずＥ社にも登録したデザイナー（以下「Ａ・Ｅ登録

者」という。）が相当数存在することが判明した。Ａ社としては，Ａ・Ｅ登録者がＡ社の提供する売

筋情報を利用して本件アクセサリーを製作し，その販売は，より手数料の安価なＥ社のサイトを利

用するというのでは，自社が提供した売筋情報を無償で利用される結果となるので容認できないと

の考えから，今後，Ａ・Ｅ登録者に対し，Ａ及びＥ社の双方に登録することは認めない旨申し入れ，

仮にＡ社に登録しているにもかかわらずＥ社のアクセサリーサイトに出品した場合は，以後，当該

デザイナーのアクセサリーの商品情報等をサイトαに掲載しないこととし，そのことをＥ社に登録

していないＡ社の登録デザイナーにも周知するとの対策を考えている。

平成22年
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〔設 問〕

弁護士甲は，Ａ社から，前記対策が私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律（以下「独

占禁止法」という。）に違反しないかどうかを相談された。甲は弁護士としていかなる回答をすべ

きか述べなさい。
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〔第２問〕（配点：５０）

Ｙ市では，昭和３０年代に下水道を整備したが，近時，下水道管が老朽化し水漏れ事故が急増し

ている。このような状況は各自治体で起きているが，多くの自治体では，下水道管の取替えよりも

大幅な経費の節約となることから，下水道管の内部を補修する下水道管更生工事を行うようになり，

その発注件数が増えている。下水道管更生工事には，甲工法及び乙工法の２つの工法がある。甲工

法が従来採用されていた工法であるが，この数年，甲工法より高い技術を求められるものの，甲工

法より約２０％費用を節約できる乙工法が普及しつつあり，大規模及び中規模の建設会社は乙工法

を施工できるようになっている。Ｙ市内には，甲工法を施工できる建設業者がＡ，Ｂ，Ｃ，Ｄ，Ｅ

及びＦの６社あり，乙工法を施工できる建設業者は，そのうちのＡ，Ｂ，Ｃ及びＤ（以下「４社」

という。）である。Ｙ市は，下水道管更生工事の契約者を市内業者の中から指名競争入札の方法によ

って決定しており，工法については甲工法又は乙工法のいずれを採用してもよいこととしている。

Ａの営業部長ｒは，Ｂ，Ｃ及びＤの営業部長ｓ，ｔ及びｕに呼び掛けて交渉した結果，平成２１

年２月１日，Ａの会議室で開かれた会合において，これらの間で，⑴同年４月１日以降入札が行わ

れるＹ市発注に係る下水道管更生工事については，あらかじめｒ，ｓ，ｔ及びｕの間で話合いによ

り４社のうち各入札で指名された者の中から受注予定者を決定すること，⑵４社の間でその受注金

額ができる限り均等になるようにすること，⑶受注予定者の落札金額については，その者におおむ

ね２０％程度の粗利が確保できる水準とし，受注予定者とｒの協議により受注予定者を含めた４社

のうち各入札で指名された者の入札金額を決定し，ｒにおいて事前にその金額を当該入札参加者に

連絡することを合意した。ｒが，Ｅ及びＦの担当者に参加を呼び掛けなかったのは，Ｅ及びＦの担

当者はそれらの従来の入札態度からいずれにせよ談合に協力すると予想されたし，協力しなくても

甲工法はコストが高いことから大部分の談合は成功すると考えたからである。

ところが，ＡがＹ市内において労働災害を起こしたことから，Ｙ市は，平成２１年３月１日から

１年６か月の間，Ａを指名停止とした。そこで，ｒは，同月５日，Ａの会議室においてｓ，ｔ及び

ｕと再度会合を開き，Ｂ，Ｃ及びＤの受注する下水道管更正工事の半分についてＡが下請に回り，

受注者からその利益の５０％を受け取るよう求めたところ，ｓ，ｔ及びｕはこれに同意した。

Ｙ市の下水道管更生工事の入札は，平成２１年４月１日から平成２２年５月９日まで２５件が行

われ，ｒが上記の方法で受注調整を行った結果，Ｂ，Ｃ及びＤがそれぞれ８件を落札し，そのうち

１２件についてＡは下請となった。

Ｅ及びＦの担当者は，これに先立つ平成２１年１月２０日，Ｄの営業部長ｕと偶然会った際に，

ｕから，談合を行うべくｒ，ｓ及びｔと交渉中である旨を聞いた。Ｅ及びＦの担当者は，それぞれ，

近い将来，自ら乙工法の技術を取得できる見込みであることから，談合に協力しておけば，その後

は談合に参加させてもらい談合により落札できるようになると考えて，自らは落札できないと考え

られる価格で入札してきた。しかし，１件については，Ｆが想定落札価格の計算を誤り，落札した。

公正取引委員会は，平成２２年５月１０日，関係各社に立入検査を行った。

〔設問１〕 Ａ，Ｂ，Ｃ，Ｄ，Ｅ及びＦの行為は独占禁止法に違反するといえるか検討しなさい。

〔設問２〕 上記の事案で，仮に，平成２１年３月１５日に公正取引委員会が立入検査を行ったこ

とにより，同年４月１日からの入札につき１件も受注調整をすることができなかった場合，Ａ，

Ｂ，Ｃ，Ｄ，Ｅ及びＦの行為は独占禁止法に違反するといえるか検討しなさい。
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［経 済 法］

〔第１問〕（配点：５０）

Ａ社とＢ社は，いずれも，化学メーカーである。Ａ，Ｂ両社は，多くの競合する化学製品を製造

販売しているが，このうち，甲製品の需要が，近年，減退傾向にあり，収益が悪化していることか

ら，共同新設分割の方法により，出資比率各５０％の共同出資会社Ｃ社を設立し，それぞれが営む

甲製品の製造販売事業を全てＣ社に承継させることを計画している。Ａ，Ｂ両社は，甲製品に不可

欠の原料である乙製品の製造販売も行っている。国内で製造されている乙製品の約４０％が甲製品

の原料として使用され，乙製品の製造販売業者にとって甲製品の製造販売業者は重要な顧客であ

る。そこで，Ｃ社には，Ａ，Ｂ各社から，乙製品の開発及び営業に長年従事してきた従業員につい

ても，数名ずつを，従業員として出向させることなどが予定されている。

甲製品の製造販売分野は，次のような状況にある。甲製品は，４種類のグレードに分かれ，それ

ぞれ用途が異なっているが，甲製品の製造販売業者は，４種類全てのグレードの甲製品を製造販売

しており，設備，コスト，時間のいずれの面においても，それぞれ異なる種類のグレードに転換し

て製造販売することが容易である。甲製品の製造販売業者の市場占有率（シェア）は，平成２２年

度末現在，Ａ社２０％，Ｂ社２０％，Ｌ社１３％，Ｍ社１０％，Ｎ社１０％，Ｏ社７％，輸入２０

％となっている。近年，甲製品の需要が減退傾向にあり，Ｌ社，Ｍ社，Ｎ社，Ｏ社は，いずれも，

甲製品の製造設備の稼働率は低く，製造設備に余裕がある。また，数年前までは，甲製品の輸入品

は，低価格であるものの，品質面で劣り，供給も不安定であったことから，ほとんどなかったが，

近年では，韓国，中国からの輸入品の品質が向上し，輸入品と国産品との間に品質の差がなくな

り，安定的に輸入が増加している。甲製品の輸入についての法規制も存在しない。甲製品のユーザ

ーは，全国的に所在しており，甲製品の製造販売業者は，これに対応して甲製品を供給している。

ほとんどのユーザーは，複数の取引先から購入しており，甲製品の品質に差がないことから，購入

先を変更することは容易であり，実際にも，購入先を変更することが珍しくない。

一方，乙製品の製造販売分野は，次のような状況にある。乙製品の製造販売業者のシェアは，平

成２２年度末現在，Ａ社３５％，Ｂ社３０％，Ｓ社１０％，Ｔ社１０％，Ｕ社７％，Ｖ社６％，輸

入２％となっている。乙製品の需要も減退気味であるが，Ｓ社，Ｔ社，Ｕ社，Ｖ社は，いずれも，

近年，乙製品の製造設備を縮小させてきており，製造設備に余裕がない。乙製品のユーザーは，甲

製品の製造販売業者を含め，安定調達を優先する傾向が強く，輸送時間が掛かる海外メーカーより

も国内メーカーから購入しており，今後もこの傾向に大きな変化はないものと認められる。乙製品

の製造販売には，数百億円規模の巨額の投資が必要とされるところ，過去４０年間，新たに乙製品

の製造販売事業に進出した事業者は存在しない。用途によっては，丙製品が乙製品に競合し得るこ

ともあるが，現在のところ，その程度は，小さいものにとどまっている。乙製品の製造販売業者と

そのユーザーとの取引は，甲製品の製造販売業者との取引の場合を含め，比較的固定的な関係にあ

り，取引先が変更されることは少ない。

〔設 問〕

Ａ，Ｂ両社によるＣ社の設立について，私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律（以下

「独占禁止法」という。）上の問題を検討し，併せて独占禁止法上の問題を解消するための対策につ

いても検討しなさい。

平成23年
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〔第２問〕（配点：５０）

Ｘ１～Ｘ２０の２０社（以下「本件２０社」という。）は，甲市において，道路運送法上の一般乗

用旅客自動車運送事業を営む事業者（以下「タクシー事業者」という。）である。甲市は，タクシー

事業について独立した市場（交通圏）を形成しており，同市における本件２０社のタクシー保有台

数の合計は，全タクシー事業者の保有台数の約８０％を占めている。

Ａ社は，甲市におけるタクシーの「共通乗車券事業」を営む株式会社であり，その株主の大部分

は本件２０社で占められている。なお，ここで，「共通乗車券」とは，タクシー事業者の集金合理化

及びタクシーの乗客の利便を図るために発行されるもので，タクシーに乗車する客が，その券面に，

タクシー事業者に支払うべき料金・運賃の額を記載して，当該タクシー事業者に手交することによ

り，複数のタクシーの中から選択して乗車することができる乗車券である。そして，「共通乗車券事

業」とは，特定のタクシー事業者のタクシーを乗車し得る対象とする共通乗車券を発行するととも

に，あらかじめ共通乗車券の使用に関する契約を締結した官公庁・企業等から，当該タクシー事業

者に代わって，使用された共通乗車券の券面に記載された額に係る金銭を回収する事業である。ま

た「共通乗車券事業に係る契約」とは，Ａ社とタクシー事業者との間で締結される，共通乗車券の

発行方法や手数料等に関して定めた契約である。

共通乗車券が利用できるタクシーは，そうでないタクシーに比べて乗客の獲得上有利であること

から，甲市のタクシー事業者の大部分が，Ａ社と共通乗車券事業に係る契約を締結し，同事業を利

用している。なお，甲市におけるＡ社の共通乗車券の利用率は，全タクシー事業者の運賃・料金収

入の合計の約２５％であり，他は，現金やクレジットカードによる支払である。また，甲市におい

てＡ社以外に同様の共通乗車券事業を営む者は存在しない。

タクシー事業者は，タクシーの運賃・料金につき，道路運送法に基づく国土交通大臣の認可を受

けてこれを適用しているが，近年は，あらかじめ設定された上限額と下限額の範囲内であればほぼ

自動的に認可がなされる「自動認可運賃」制度が採用されている。そこで，かつては，認可された

運賃・料金が全てのタクシー事業者間で同一であった甲市においても，同制度を利用して，初乗り

運賃が他社より低い運賃（以下「低額運賃」という。）の認可を受ける事業者が現れた。

これに対し，かねてから，Ａ社の共通乗車券を利用する乗客が低額運賃タクシーに奪われている

ことに不満を持っていた本件２０社は，低額運賃による客の奪い合いが，歩合制で働く乗務員に収

入減による過重労働を強いて，交通事故の増加につながる危険があることが問題にされるようにな

ったことから，Ａ社を交えて低額運賃タクシーに対する対策を話し合う会合を開催することにした。

そして，話合いの結果，本件２０社は，タクシー事業の収益を維持し安全性を確保するためには，

低額運賃タクシーの抑制を図ることが必要であり，そのために，低額運賃のタクシー事業者には，

Ａ社の共通乗車券事業を利用させないようにするとの方針を採用することで一致し，会合の席上，

Ａ社に対して，今後は，低額運賃のタクシー事業者と共通乗車券事業に係る契約を締結しないよう

要請した。Ａ社は，本件２０社が共通乗車券事業の主要な利用者であり，かつ同社の株主の多数を

占めることから，この要請に従い，以下の具体的な措置を講じた。

⑴ 従来から低額運賃を適用していたＰ，Ｑ，Ｒの３社との共通乗車券事業に係る契約を解約し，

以後，新たな契約の申込みにも応じないことにした。

⑵ 新たに甲市のタクシー事業に参入したＳ社とＴ社が，共通乗車券事業に係る契約の申込みを

行ったのに対し，低額運賃を適用しているＳ社については，これに対する回答を留保し，その

後，当該契約を締結していない。

〔設 問〕

上記の，Ｘ１～Ｘ２０の２０社及びＡ社の行為について，独占禁止法上の問題点を分析して検討

しなさい。
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［経 済 法］

〔第１問〕（配点：５０）

Ａ社，Ｂ社，Ｃ社及び㹂社（以下「４社」という。）は，いずれも▼Ἔを原料とする化学製品甲

の製造販売をしている。国内における甲製造販売業者には，４社のほかにＸ社，㹗社及び㹘社があ

り，ᡃが国における市場占有率は，上から㡰に，Ｘ社３０％，Ａ社１５％，Ｂ社１４％，㹗社１

４％，㹘社１３％，Ｃ社６％，㹂社４％となっているほか，輸入製品が４％となっている。上記各

社の甲の品質にはほとんど差はない。また，輸入製品は，国内製品よりもⱝᖸ低価格であるものの，

その分品質がやや劣っていることもあって，購入者は特定の需要者に限られており，ここ１０年ほ

ど輸入製品の市場占有率に変化はない。なお，甲に代᭰するၟ品はない。

甲製造販売業者は，甲を┤᥋需要者に販売しており，需要者との間で価格交΅を行い，ಶูに価

格をỴ定している。甲は，▼Ἔ製品である乙を分解して得られる化学≀質を原料としているため，

乙の市場における価格（以下「乙価格」という。）が甲の製造コストに大きくᙳ㡪する関係にあり，

従来から，甲製造販売業者は，甲の販売価格を引き上ࡆる際，乙価格の上᪼を理⏤としてきている。

甲の市場占有率の状況は，ᕤ場立ᆅ等の関係から，ᮾ᪥本ᆅ༊とす᪥本ᆅ༊で大きく異なってお

り，Ｘ社及び㹗社は，主にᮾ᪥本ᆅ༊において販売しており，Ａ社，Ｂ社及びＣ社は，主にす᪥本

ᆅ༊において販売しており，㹘社はᮾ᪥本ᆅ༊でしか，また，㹂社はす᪥本ᆅ༊でしか販売してい

ない。す᪥本ᆅ༊における市場占有率は，上から㡰に，Ａ社３２％，Ｂ社２４％，Ｃ社１４％，

Ｘ社１０％，㹂社１０％，㹗社８％となっている。以上のような市場状況は，ここ༑数年変化はな

く，各社の製造設備は基本的に従前の取引㔞を前ᥦとしたものとなっているため，▷ᮇ的に製造㔞

を増やすことは各社とも㞴しい状況にある。また，甲製造販売業者とその需要者との取引は，固定

的な関係にあって取引先が変更されることは少ない。

以上のような市場状況の下で，４社は，かねてから，３か᭶に１回程度の割合で，営業部長によ

る会合（以下「部長会」という。）を開催し，主としてす᪥本ᆅ༊における甲の販売に関するሗ

交換を行っていた。平成１６年には，乙価格が㧗㦐したため，部長会において，す᪥本ᆅ༊におけ

る甲の販売価格の್上ࡆについて合ពし，この合ពに基づいて各社が顧客との್上ࡆ交΅を行い，

一部顧客との間で್上ࡆに成ຌしたことがあった。また，平成１８年㡭からび乙価格が上᪼し

てきたことから，同年６᭶に開催された部長会において，す᪥本ᆅ༊における甲の販売価格の್上

交΅を行い，一部顧客について同年ࡆについて合ពし，この合ពに基づいて各社が顧客との್上ࡆ

８᭶販売分からの್上ࡆに成ຌしたことがあった。

〔設問１〕

その後，乙価格は安定していたが，平成２０年に入ってから上᪼が⥆いたことから，同年６᭶１

５᪥に開催された部長会（出席者は，Ａ社のＰ部長，Ｂ社のＱ部長，Ｃ社のＲ部長，㹂社のＳ部長）

において，Ｐ部長は，「Ａ社としては，乙価格の上᪼傾向が῝้なので，今年の８᭶販売分から，

す᪥本ᆅ༊の顧客に対する甲の販売価格を１ࣟ࢟グ࣒ࣛ当たり１０円をめどに引き上ࡆたいと⪃え

ている。これまでも４社が同調して್上ࡆした場合には，ある程度್上ࡆに成ຌしているので，今

回もＢ社，Ｃ社，㹂社にも同時に್上ࡆをお㢪いしたい。」᪨を㏙べたところ，Ｓ部長も㈶同した。

これに対して，Ｑ部長は，「Ｂ社としては，需要がఙびᝎみ್下ࡆ要ồも出されている中で，್上

，は時ᮇᑦ᪩である。」と㏙べࡆについて取引先の理解を得ることは㞴しいと⪃えている。್上ࡆ

Ｒ部長は್上ࡆの㠀についてのែ度を᫂らかにしなかった。そのため，同᪥の部長会は᫂確な結

ㄽを出すことなく⤊した。

上記部長会を⤊えてᖐ社したＰ部長は，それまでの⤒⦋から，「Ａ社が先行して್上ࡆを実す

れば，他社も㏣㝶するのではないか。」と⪃えた。そこで，Ａ社は，以後，Ｂ社，Ｃ社及び㹂社と

の間で部長会等の会合を開催することなく，同年８᭶販売分についてす᪥本ᆅ༊の顧客との್上ࡆ

平成24年
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交΅を開ጞした。もっとも，Ａ社は，顧客との交΅開ጞに先立って，「８᭶販売分から甲の販売価

格を１ࣟ࢟グ࣒ࣛ当たり１０円の್上ࡆをすべく，まずす᪥本ᆅ༊の顧客との交΅を開ጞする。」

᪨の新⪺発⾲を行い，Ｐ部長は，上記新⪺発⾲と同じ㡭に，Ｑ部長，Ｒ部長及びＳ部長に対し，「Ａ

社は，８᭶販売分から甲の販売価格を್上ࡆいたします。」という内容のメーࣝを一方的に送ಙし

た。Ｂ社，Ｃ社及び㹂社は，いずれもＡ社の್上ࡆ交΅開ጞから数᪥ほど㐜れて，同年８᭶販売分

についてす᪥本ᆅ༊の顧客との್上ࡆ交΅を開ጞし，結果として，４社ともおおむね１ࣟ࢟グ࣒ࣛ

当たり１０円近い್上ࡆに成ຌした。㹗社は，上記新⪺発⾲によってＡ社の್上ࡆを▱り，┤ちに

同年８᭶販売分についてす᪥本ᆅ༊の顧客との್上ࡆ交΅を行い್上ࡆに成ຌした。

この場合の４社及び㹗社の行為は，私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律（以下「独

占禁止法」という。）に㐪するといえるか検討しなさい。

〔設問２〕

平成２１年になると乙価格は低下し，しばらく安定していたが，平成２２年ᬽれ㡭から上᪼に転

じ，平成２３年になってもその傾向に変化はなかった。４社は，同年２᭶１５᪥に開催された部長

会（出席者は，Ａ社の㹃部長，Ｂ社の㹄部長，Ｃ社の㹅部長，㹂社の㹆部長）において，乙価格の

上᪼によるコスト増を甲の販売価格に転᎑する必要があるとの結ㄽに達し，同年４᭶販売分から，

す᪥本ᆅ༊の顧客に対する甲の販売価格を１ࣟ࢟グ࣒ࣛ当たり１０円をめどに引き上ࡆること，顧

客との್上ࡆ交΅の進ᤖ状況についてሗ交換するために，同年４᭶１０᪥に度部長会を開催す

ることを合ពした。

上記２᭶１５᪥の部長会を⤊えてᖐ社した㹅部長は，部長会における合ពの内容を上ྖにሗ࿌し

たところ，「独占禁止法上の問題があるのではないか。以後，他社とは関わりを持たないように。」

とのᣦ♧を受けた。そこで，Ｃ社は，他の３社にఱら㐃⤡をすることなく，同年４᭶販売分につい

てす᪥本ᆅ༊の顧客との್上ࡆ交΅を行わなかった。また，㹅部長は，ᛴにูの予定が入ったとい

うഇの㐃⤡を入れて，同年４᭶１０᪥に開催された部長会を欠席した。Ｃ社を㝖く３社は，同年

４᭶販売分についてす᪥本ᆅ༊の顧客との್上ࡆ交΅を行った。その結果，Ａ社及びＢ社は，一部

顧客との間で್上ࡆに成ຌしたが，㹂社は，大ཱྀ取引先にᣄྰされるなどしたために，結果として

್上ࡆに成ຌしなかった。

この場合の４社の行為は，独占禁止法に㐪するといえるか検討しなさい。
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〔第２問〕（配点：５０）

Ｘ社は，特Ṧな᳜≀からᢳ出したᰤ㣴成分を主とするᰤ㣴ᶵ⬟㣗品（ὀ）Șを製造・販売する大

手㣗品メーカーであり，自社製品を甲というࣥࣛࣈド名で販売している。

Șは，近年のᗣᚿ向の増大により市場がᣑ大しているが，独自の製法を必要とすること，原料

である᳜≀の調達が容易ではないことから，Șを製造・販売するメーカーは６社に限定されている。

また，価格より品質を優先する消㈝者の傾向とあいまって，メーカー間の価格競தはほとんど行わ

れていない。なお，Șの類ఝ品としてșがあり，ᰤ㣴ᶵ⬟㣗品の対象となるᰤ㣴成分はȘとほとん

ど異ならないが，当該ᰤ㣴成分をᢳ出する᳜≀が異なることから，多くの消㈝者にとってșのᰤ㣴

ᶵ⬟はȘよりも大きく劣ると⪃えられており，௬にȘの価格が大ᖜに引き上ࡆられたとしても，Ș

に代えてșを購入しようとする消㈝者はほとんど存在しない。

甲は，他社製品に比べてᰤ㣴成分の体内྾収率が㧗いこと，Ｘ社の▱名度の㧗さ，ࢸレࣅでの有

名タレࣥトを使ったコ࣐ーシࣕࣝなどからே気ၟ品となっており，その市場占有率は４０％で➨１

で，２以下を大きく引き㞳している。なお，他社の市場占有率は，Ａ社１８％，Ｂ社１５％，

Ｃ社１１％，㹂社㸷％，㹃社７％である。そして，甲をᣦ名して購入する消㈝者も少なくないこと

から，ᰤ㣴ᶵ⬟㣗品の販売業者にとっては，これを取りそろえておくことが不可欠の製品となって

いる。

甲のὶ通⤒路は，⑴༺売業者を⤒て，⸆事法上のチ可を受けた⸆ᒁ及びᗑ⯒販売業者（以下「⸆

ᒁ・⸆ᗑ」という。）のᗑ㢌で販売されるものが㸷割以上を占めているほか，⑵ࣥターࢿットを

通じた販売（以下「ࢿット販売」という。）が新たにⓏ場してきている。⑴に関しては，Ｘ社は，

資本・ே員・保⟶設備などのⰋྰを຺して，各㒔道ᗓ┴ࡈとに༺売業者１社を選んで代理ᗑとし，

それらの者のみに甲を販売している（以下「代理ᗑ༺売業者」という。）。代理ᗑ༺売業者は，各㒔

道ᗓ┴をᢸ当ᆅᇦとして当該ᆅᇦ内で✚ᴟ的な販売を行うよう⩏務けられているが，他の㒔道ᗓ

┴での販売に特に制約はㄢされていない。⑵に関しては，ࣥターࢿットの࣍ー࣒࣌ージを通じて

ὀᩥを受け，Ꮿ配業者が配送するもので，↓ᗑ⯒のࣥターࢿット販売業者（以下「ࢿット販売業

者」という。）がこれを手掛けている。その場合，ࢿット販売業者は，⸆ᒁ・⸆ᗑ┦の間で在ᗜ

調ᩚや換金の必要性などから低価格で取引されている甲を，⸆ᒁ・⸆ᗑから購入してその販売に

てている。ࢿット販売は，ᗑ⯒やே員のコストが⠇約できることなどから，⸆ᒁ・⸆ᗑのᗑ㢌での

販売価格に比べて５％～１０％ほど安いことが多く，᭱近，その売上㧗は増加傾向にある。

Ｘ社は，当初から，ࢿット販売業者によるࢿット販売が，⸆ᒁ・⸆ᗑによるᗑ㢌での販売と異な

り，ס甲のᦤ取┠安㔞やᦤ取方法について，顧客のồめに応じてㄝ᫂やアドࣂスを行うᶵ会がな

く，製品のᰤ㣴ᶵ⬟が༑分に発できなくなるおそれがあること，ע甲は，品質保持のためᦤẶ１

５度以下の෭ᬯ所での保存が必要なところ，その配送や保⟶における 度⟶理が不༑分となり，品

質が劣化するおそれがあることを理⏤に，これに消ᴟ的なጼໃを採ってきた。そして，このままࢿ

ット販売業者によるࢿット販売がᣑ大すると，上記עסにより甲のࣥࣛࣈドメージがᦆなわれる

危険が大きいと⪃え，今後はこれを行わせないようにするとの方針をỴ定し，そのために以下のよ

うな方策を採ることを⪃えている。

ձ ット販売業者に甲が販売されないようにするため，甲をᢅっている⸆ᒁ・⸆ᗑに対し，甲ࢿ

を，ᑓら一般消㈝者に対してのみ販売するよう要請する。

ղ ձの要請を㑂Ᏺさせるため，代理ᗑ༺売業者に対し，⫗║ではぢえない製品の㞃しࣟット␒

ྕを用いた取引先の⸆ᒁ・⸆ᗑの┘どを⩏務け，同要請に従わない⸆ᒁ・⸆ᗑには甲を販売

しないようにさせる。

〔設 問〕

Ｘ社が実しようとしている上記ձ及びղの方策について，独占禁止法上の問題点をᣦして検

討しなさい。



- 1� -

（ὀ）「ᰤ㣴ᶵ⬟㣗品」とは，ᰤ㣴成分（ࣅタࣝࣛࢿ࣑・࣑ࣥ）の⿵給のために利用される㣗品で

あり，同㣗品として，そのᰤ㣴成分のᶵ⬟を⾲♧して販売するためには，ᗣ増進法に基づき，

一᪥当たりのᦤ取┠安㔞に含まれる当該ᰤ㣴成分㔞が，定められた上・下限್の基‽の範囲内

である必要がある。また，ᦤ取┠安㔞やᦤ取方法等についてのὀពႏ㉳⾲♧を行う必要がある。

他方，それは，⸆事法上のチ可を受けた⸆ᒁ及びᗑ⯒販売業者でなければ販売することができ

ない「་⸆品」には該当しないから，これ以外の者であっても販売することができる。
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［経 済 法］

〔第１問〕（配点：５０）

Ｘ社は，自動車の重要なᵓ成部品甲（以下「甲」という。）のメーカーであり，主な取引先は，

᪥本国内の自動車メーカーである。Ｘ社の甲の᪥本国内における販売シェアは４０％であり，甲の

メーカーは᪥本国内には他に５社存在している。なお，甲に代᭰し得る製品は存在しない。

Ｘ社は，᭱近，甲の㠉新的な新しい製造方法（以下「新製造方法Ș」という。）の༢独開発に成

ຌし，その࢘ࣁ࢘ࣀᢏ⾡（ὀ）を保有している。新製造方法Șは，ᪧ製造方法に比べて，甲の品質

を大きく向上させ製造コストも大ᖜに๐減させるものであることから，▷ᮇ間のうちに，ᪧ製造方

法は全て新製造方法Șに取って代わられるものと予 された。もっとも，開発した新製造方法Șを

実するためには，ู途，ᑓ用の製造置が必要であった。しかし，Ｘ社は，製造置メーカーで

はなく，当該製造置を༢独では開発できないため，従来から株式の┦保有関係にあった製造

置メーカーの㹗社と当該製造置を共同開発することとし，㹗社に対して製造置の開発に必要な

新製造方法Șの࢘ࣁ࢘ࣀᢏ⾡を開♧した上で，共同開発を行った。Ｘ社及び㹗社による共同開発の

結果，新製造方法Ș向けの製造置を製造するためのᢏ⾡の開発に成ຌし，㹗社は，当該開発した

ᢏ⾡を用いた新製造方法Ș向けの製造置șを製造することにも成ຌするに⮳った。

甲の製造置メーカーは，᪥本国内に㹗社の他に４社存在する。現時点では，Ｘ社及び㹗社が共

同開発した新製造方法Ș向けの製造置șの競合品は存在しないものの，甲の製造置の分野は，

ᢏ⾡開発がά発な分野であり，他の４社のᢏ⾡開発⬟ຊに↷らして，少なくとも数年のうちには，

新製造方法Ș向けの代᭰製造置を製造するための新ᢏ⾡の開発を行うとともに，当該新ᢏ⾡を用

いた新製造方法Ș向けの代᭰製造置を製造するぢ込みが㧗い。

Ｘ社は，今後，新製造方法Șの࢘ࣁ࢘ࣀᢏ⾡を甲の他のメーカーにも利用チㅙ（以下「ࣛࣥࢭ

ス」という。）することを⪃えているが，ࣛࣥࢭス先のメーカーが，ࣛࣥࢭスを受けた新製造

方法Șの࢘ࣁ࢘ࣀᢏ⾡を基に甲の他の製造置メーカーと共同して代᭰製造置に係る新ᢏ⾡の開

発を行う場合には，甲の他の製造置メーカーに新製造方法Șの࢘ࣁ࢘ࣀᢏ⾡が₃えいするおそれ

があると⪃えている。また，Ｘ社は，㹗社と行った製造置șの共同開発に要した㈝用を回収する

には数年掛かると⪃えている。そこで，Ｘ社は，新製造方法Șの࢘ࣁ࢘ࣀᢏ⾡の⛎ᐦ性を保持する

とともに，㹗社との共同開発に要した㈝用を回収するために，甲の他のメーカーに対し新製造方法

Șの࢘ࣁ࢘ࣀᢏ⾡をࣛࣥࢭスするに際し，新製造方法Ș向けの製造置を，㹗社が製造する製造

置șに限定し，㹗社から購入することを⩏務けることを計画している（以下「本件計画」とい

う。）。

〔設 問〕

Ｘ社の本件計画について，私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律（以下「独占禁止法」

という。）上の問題点を分析して検討しなさい。

（ὀ）࢘ࣁ࢘ࣀᢏ⾡とは，公▱となっていないᢏ⾡的▱㆑及び⤒㦂ཪはそれらの集✚であって，そ

の⤒῭価್を事業者自らが保ㆤ・⟶理するものをᣦし，おおむね，不正競த㜵止法上の営業⛎

ᐦのうちのᢏ⾡に関するものをいう。

平成25年
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〔第２問〕（配点：５０）

Ａ༠会は，Ỉ上ス࣏ーࢶ用の⯪⯧であるၟ品乙（以下「乙」という。）のᬑ及と発ᒎを┠的とし

て設立されたᅋ体であり，乙のメーカーであるＸ１-Ｘ５の５社及び乙を取りᢅう販売ᗑのほとん

ど全てがその会員となっている。Ａ༠会は規約で⥲会，理事会等を設けており，メーカー５社及び

主要な販売ᗑ数社が理事会のメࣥࣂーになっている。

メーカー５社の合計シェアは，᪥本国内で販売される乙のほとんど全てを占めている。また，乙

の大部分は，メーカーから販売ᗑを⤒てユーザーに販売されている。なお，乙は，用途・ᶵ⬟が特

定されていることから，他に代᭰品は存在しない。また，乙には大ᆺと小ᆺの༊ูがあり，両者の

小売価格には約１�５ಸ程度の開きがあるが，いずれも，ユーザーにとっての基本的な用途・ᶵ⬟

に差異は存在しない。

乙は，࣐ࣥࣜス࣏ーࢶのே気の㧗まりとともに売上ࡆをఙばしてきたが，販売台数の増加ととも

に，⯪⯧の動స不Ⰻとユーザーの᧯⦪࣑スが複合した転そや⾪✺事故が増加し，これが࣐スコ࣑で

もሗ道されるようになった。また，事故時におけるᦆᐖ㈺ൾをめࡄるトࣛࣝࣈが多発するようにな

った。そこで，Ａ༠会は，これらの事ែに対ฎして乙に対するಙ㢗を維持するための方策を理事会

で話し合い，以下のような内容の「対策要⥘」をまとめて，これを実しようと⪃えている。

⑴ ユーザーによるメࣥࢼࢸࣥスの不備，୪びに長ᮇ間使用されることによる⯪⯧の⤒年劣化が

動స不Ⰻ発⏕の原ᅉであると⪃えられたことから，メࣥࢼࢸࣥスの必要性の認㆑をႏ㉳すると

ともに⯪⯧の使用ᮇ間の適正化を図ることを┠的として，これまでは᫂確に定められていなかっ

た乙の「⪏用年限」についての自主基‽を設けることとする。

従来，乙の平ᆒ使用ᮇ間は約８年であったが，５，６年を⤒過する㡭から事故発⏕率が上᪼す

るというࢹータが得られたこと，実際に多くの会員メーカーが，ಟ理や保Ᏺの⤒㦂に基づき，┠

安となる⪏用年限を５年程度としていたことから，適ษな保Ᏺ・点検により安全性が維持できる

ᮇ間として，⪏用年限の自主基‽を一律に５年間とする。

その場合，製品の⪏用年限を設定するかྰか，また⪏用年限を設定する場合に上記の自主基‽

に従うかྰかについては，会員メーカーの自⏤とし，これより長い，ཪは▷い⪏用年限の製品を

製造し販売することは制限しないこととする。

⑵ 乙については，㈺ൾ㈐௵保険の加入者が少ないことが，事故時にᦆᐖ㈺ൾをめࡄるトࣛࣝࣈが

多発する主ᅉࡔと⪃えられたことから，トࣛࣝࣈ㜵止のため，会員メーカーは，保険会社との間

で，メーカーが保険料を㈇ᢸする乙向けのၟ品ᖏ㈺ൾ㈐௵保険㹕に係る契約を締結し，自社の

乙にこの保険㹕をᖏして販売しなければならないこととする（ὀ）。

乙にᖏする保険㹕の保険ᮇ間は１年とし，どの保険会社の保険を選択するかは，会員メーカ

ーの自⏤に௵せる。また，メーカーが㈇ᢸする保険料を乙の༺売価格に転᎑するかどうかについ

ても，各社のุ᩿にጤねることとする。なお，現在，保険㹕を取りᢅっている保険会社は２社で

あるが，本対策要⥘の実をᛕ㢌に置いて，更に数社が新たに取ᢅいを計画している。

〔設 問〕

上記の「対策要⥘」⑴，⑵について，独占禁止法上の問題点を分析して検討しなさい。

（ὀ）乙向けのၟ品ᖏ㈺ൾ㈐௵保険㹕は，メーカーを保険契約者，当該メーカーの乙を購入した

ユーザーを⿕保険者とする保険で，この保険がᖏされた乙を購入したユーザーは，保険料を

㈇ᢸせずに⿵ൾを受けることができる。
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ࡶ㸪ྲྀᘬᩘ㔞ࡋῶᑡࡀᩘࡢ⪅㸪ྲྀᘬඛ㈍ᴗࡣ࡛࣮࢝᪤Ꮡ࣓࣮ࡢ〇ရ⏥ࡢ㸪㸿♫௨እࡓࡲࠋࡓࡵࡸ

ῶᑡࠋࡿ࠸࡚ࡋ

ࠝタ ၥࠞ

ୖグࡢ㸿♫ࡢ⾜Ⅽ࡚࠸ࡘ㸪⚾ⓗ⊂༨ࡢ⚗Ṇཬࡧබṇྲྀᘬࡢ☜ಖ㛵ࡿࡍἲᚊ㸦௨ୗࠕ⊂༨⚗Ṇ

平成26年
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ࠝ➨㸰ၥ 㸦ࠞ㓄Ⅼ㸸㸳㸮㸧

㹖ᕷࡣ㸪㹖ᕷෆࡢ㐨㊰⯒ᕤࡕ࠺ࡢ㸪≉ᐃࡢ᮲௳࡚࠸ࡘࡢࡶࡓࡋࡓ‶ࢆ㸪ᣦྡ➇தධᮐࡼ

ࠋࡓ࠸࡚ࡋⓎὀࡾ

➼㸿ࠕᘓタᴗ⪅㸦௨ୗࡢ㸿➼⣭ࡓࡋ᱁ྜ㈨᱁ᑂᰝࡢ㸪㹖ᕷࡣࡢࡿࡁཧຍ࡛ᣦྡ➇தධᮐࡢࡇ

⣭ᴗ⪅ࠖࠋ࠺࠸㸧ࡾ࠶࡛ࡳࡢ㸪㸿➼⣭ᴗ⪅ࡣ࡚ࡋ㸪㸿ࡋ࠸࡞㹍ࡢ㸯㸳♫㸦௨ୗ㸪ేࠕ࡚ࡏ㸯㸳

ࡿࡍ㞄᥋㹖ᕷࡣ㸪㹖ᕷཪࡶࢀࡎ࠸㸪ࡋᏑᅾࡀ㸧ࠋ࠺࠸ࠖ♫㸳ࠕ㸳♫㸦௨ୗࡢ㸧ࠋ࠺࠸ࠖ♫

ᆅᇦᮏᣐࠋࡓ࠸࡚࠸⨨ࢆ㹖ᕷࡣ㸪ᕤࡢෆᐜ㸪ሙᡤ➼ࢆ⪃៖࡚ࡋ㸪ᕤࡈ㸯㸳♫ཬࡧ㸳♫ࡢ

ィ㸰㸮♫ࡢ୰ࡽ㸯㸮♫ࢆᣦྡࠋࡓ࠸࡚ࡋ

㹖ᕷࡣ㸪ᖹᡂ㸰㸲ᖺ㸲᭶㸯᪥ࡽᖹᡂ㸰㸳ᖺ㸱᭶㸱㸯᪥ࡢ࡛ࡲ㛫㸪ୖグࡢ≉ᐃࡢ᮲௳ࡋࡓ‶ࢆ

㸧ࠋ࠺࠸ࠖ௳≀㸳㸮ࠕ㸳㸮௳㸦௨ୗࢆ㸧ࠋ࠺࠸ᐃ⯒ᕤࠖ≉ࡢ㹖ᕷⓎὀࠕ㐨㊰⯒ᕤ㸦௨ୗࡓ

Ⓨὀࠋࡓࡋ㸳㸮≀௳࡚࠸࠾ࢀࡒࢀࡑࡢᣦྡࡓࢀࡉ㸯㸮♫ࡢ୰ࡣ㸪ࡶࢀࡎ࠸�㸯㸳♫ཬࡧ㸳♫

ᒓࡿࡍᴗ⪅ࠋࡓ࠸࡚ࢀࡲྵࡀ

㹖ᕷࡣ㸪㹖ᕷⓎὀࡢ≉ᐃ⯒ᕤ࡚࠸࠾㸪ணᐃ౯᱁㸦ὀ㸧ࢆධᮐ๓බ⾲ࡀࡓ࠸࡚ࡋ㸪ධᮐ

ᣦྡࡓࡋᴗ⪅ྡࡣⴠᮐ⪅ࡢዎ⣙⥾⤖ᚋබ⾲ࠋࡓ࠸࡚ࡋ

㸳㸮≀௳୰㸲㸮≀௳㸦௨ୗࠕ㸲㸮≀௳ࠖࠋ࠺࠸㸧࡚࠸࠾㸪㸯㸳♫ࡢ୰࡛㹖ᕷࡽᣦྡࡅཷࢆ

ࡕ࠺ࡢ♫㸪㸯㸲࡚ࡋ࡞ࡿࡍࢆ㟁ヰ♫㸯㸲ࡢ㸪ࡣ⪅ࡿࡍᕼᮃࢆὀཷࡢᙜヱᕤࡕ࠺ࡢ⪅ᴗࡓ

ᕼࢆὀཷࡢᙜヱᕤࡀ♫⮬㸪ୖࡢㄆ☜ࢆࡿ࠸ࡀ⪅ὀᕼᮃཷ㸪ࡢࡓࡗ࡞⪅ᣦྡᴗ┦ࡀ♫ࡢ

ᮃࡿࡍ᪨ࢆ࿌ࠋࡓ࠸࡚ࡆ㸲㸮≀௳ࡕ࠺ࡢ㸪㸱㸳≀௳㸦௨ୗࠕ㸱㸳≀௳ࠖࠋ࠺࠸㸧ࡣ࡚࠸ࡘ㸪㸯

㸳♫ཷࡕ࠺ࡢὀᕼᮃࢆ⾲᫂ࡓࡋᴗ⪅ࡀ㸯♫࡛ࡢࡓࡗ࠶࡛ࡳࡢ㸪ࡢࡑᴗ⪅ཷࡀὀணᐃ⪅ࠋࡓࢀࡉ

㸲㸮≀௳ࡕ࠺ࡢ㸪㸳≀௳㸦௨ୗࠕ㸳≀௳ࠖࠋ࠺࠸㸧ࡣ࡚࠸ࡘ㸪㸯㸳♫ࡢ୰ཷὀᕼᮃ⪅ࡀ」

ᩘᏑᅾࡵࡓࡓࡋ㸪ᙜヱཷὀᕼᮃ⪅㛫ࡢヰྜཷ࡛࠸ὀணᐃ⪅ࡀỴᐃཷࡢࡇࠋࡓࢀࡉὀᕼᮃ⪅㛫ࡢヰྜ

ᆅᇦᛶࠕࡢ➼࠸㏆♫⮬ࡀᕤሙᡤࡢᕤࡿࢀࡉ㸪Ⓨὀࡣ࡚࠸࠾࠸ 㸪ࠖ㐣ཤཷὀࡓࡋᕤࡢ⥅⥆

ᕤ࡛ࠕࡢ➼ࡿ࠶⥅⥆ᛶ 㸪ࠖࡢࡑࡢ᮲௳ࡀ⪃៖ࠋࡓࢀࡉ

㸲㸮≀௳ࡢ࡚࡚࠸࠾㸪㸯㸳♫ࡢ୰ཷࡢὀணᐃ⪅ࡣ㸪㹖ᕷࡀබ⾲ࡿࡍணᐃ౯᱁ࢆཧ⪃࡚ࡋ⮬

┦ࡢ୰ࡢ♫㸯㸳࠺ࡼࡿ࡞ప౯᱁᭱ࡀධᮐ౯᱁ࡢ♫⮬㸪ࡣ⪅ὀணᐃཷࠋࡓࡋỴᐃࢆධᮐ౯᱁ࡢ♫

ᣦྡᴗ⪅ࡢධᮐࡁࡍ౯᱁ࡶࢆỴᐃࡋ㸪ᙜヱ┦ᣦྡᴗ⪅ᑐࡋ㸪ධᮐ๓࡛ࡲ㸪ࡢࡇ౯᱁ࢆ㟁ヰ➼

࡛㐃⤡ࠋࡓࡋ

㸱㸳≀௳ࡕ࠺ࡢ㸱㸱≀௳㸪㸳≀௳ࡕ࠺ࡢ㸲≀௳ࡣ㸪ཷὀணᐃ⪅ࡀⴠᮐࡀࡓࡋ㸪ࡽࢀࡇ௨እࡢ㸱≀

࡞ࡁⴠᮐ࡛ࡣ⪅㸪ཷὀணᐃࡵࡓࡓࡋప౯᱁࡛ᛂᮐࡾࡼ⪅ὀணᐃཷࡀࢀࡎ࠸ࡢ♫㸪㸳ࡣ࡚࠸ࡘ௳

≀㸪㸲㸮ࡀࡓࡗ࡞ࡋⴠᮐࡶࢀࡎ࠸ࢆ௳≀㸪㸳㸮ࡣ♫㸲ࡢ㸪㸿㸪㹀㸪㹁㸪㹂ࡕ࠺ࡢ♫㸯㸳ࠋࡓࡗ

௳୰ࡢᩘ「ࡢධᮐ࡚࠸࠾㸪㸯㸳♫ࡢ୰ࡢࡢᴗ⪅ࡽ㸪ᣦྡࡢ᭷↓ཷࡸὀᕼᮃࡢ᭷↓ࢆ☜ㄆࢀࡉ㸪

ཷὀணᐃ⪅ࡽ㐃⤡ࡓࡅཷࢆ౯᱁࡛ᛂᮐࠋࡓࡋ

㸳㸮≀௳୰㸪㸲㸮≀௳௨እࡢ㸯㸮≀௳㸦௨ୗࠕ㸯㸮≀௳ࠖࠋ࠺࠸㸧ࡣ࡚࠸ࡘ㸪ධᮐ๓ᣦྡ

ᴗ⪅ࡢ☜ㄆ㸪ཷὀᕼᮃࡢ⾲᫂ཬࡧ౯᱁ࡢ㐃⤡ࡣࡇࡓࢀࢃ⾜ࡀ㸪ࡶࢀࡎ࠸☜ㄆࠋ࠸࡞࠸࡚ࢀࡉ㸯㸮

≀௳୰㸪㸯㸳♫ࡢࢀࡎ࠸ࡢࡕ࠺ࡢᴗ⪅ࡀⴠᮐࡣ௳≀ࡓࡋ㸵≀௳࡛ࠋࡓࡗ࠶

㸳㸮≀௳࡚࠸ࡘ㸪ⴠᮐ౯᱁ࡀணᐃ౯᱁༨ࡿࡵྜ㸦௨ୗࠕⴠᮐ⋡ࠖࠋ࠺࠸㸧ࡣ㸪᭱㧗ࡀ㸷

㸷ࢺࣥࢭ࣮ࣃ㸪᭱పࡀ㸷㸮ࢺࣥࢭ࣮ࣃ㸪ᖹᆒࡀ㸷㸵࡛ࢺࣥࢭ࣮ࣃ㸪㸲㸮≀௳ࡢⴠᮐ⋡㸯㸮≀௳ࡢ

ⴠᮐ⋡㢧ⴭ࡞ᕪࠋࡓࡗ࡞ࡣ

ࠝタ ၥࠞ

㸯㸳♫ࡢ⾜Ⅽ࡚࠸ࡘ⊂༨⚗Ṇἲୖࡢၥ㢟Ⅼࢆศᯒ᳨࡚ࡋウ࠾࡞ࠋ࠸ࡉ࡞ࡋ㸪ㄢᚩ㔠ࡢ㈿ㄢࡘ

ࠋ࠸࡞ࡣᚲせࡿࡍゝཬࡁ

㸦ὀ㸧ணᐃ౯᱁ࡣ㸪➇தධᮐࢆᇳ⾜ࡀ⪅ࡿࡍ㸪ᵝ᭩㸪タィ᭩➼ᇶ࡙ࡁධᮐࡿࡍ㡯ࡢ⥲㢠

ⴠᮐࡀ⪅ࡓࡗ⾜ࢆධᮐࡿࡼ౯᱁ࡢ⠊ᅖෆ࡛᭱పࡢไ㝈ࡢ㸪ணᐃ౯᱁ࡾ࠶࡛ࡢࡶࡿࡍసᡂ࡚࠸ࡘ
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㹙⤒ ῭ ἲ㹛

ࠝ➨㸯ၥ 㸦ࠞ㓄Ⅼ㸸㸳㸮㸧

ෆᘓᮦ⏥㸦௨ୗࠋ࠺࠸ࠖ⏥ࠕ㸧ࡣ㸪᪥ᮏᐙᒇࡢᘓ⠏Ḟ࠸࡞ࡁ࡛ࡢࡇࡍෆᘓᮦ࡛㸪᪥

ᮏࡢᘓᮦ࣓࣮ࡀࡳࡢ࣮࢝〇㐀㈍ࡾ࠾࡚ࡋ㸪⌧ᅾ㍺ධࡃ࡞ࡣ㸪㏆࠸ᑗ᮶㍺ධࡿࢀࡉぢ㎸ࠋ࠸࡞ࡶࡳ

⌧ᅾࢁࡇࡢ㸪⏥௦᭰ࡿࡍෆᘓᮦࡣᏑᅾࡣ⏥ࠋ࠸࡞ࡋ㸪ࡢࡑ〇㐀㈍ᴗ⪅ࡽᘓᮦᑓ㛛ၟ♫

㈍ࢀࡉ㸪ᘓᮦᑓ㛛ၟ♫ࡽఫᏯ࣓࣮࣮࢝㈍ࡣ⏥ࠋࡿࢀࡉ㸪ẚ㍑ⓗ㍍ࡃ㸪ࡢࡑ㍺㏦ࡣᐜ࡛᫆࠶

ᣐⅬࡢࡑᅜࡶࢀࡎ࠸㸪ࡣ࣮࢝ఫᏯ࣓࣮ࡧᘓᮦᑓ㛛ၟ♫ཬࡿࡍ㉎ධࢆ⏥〇㐀㈍ᴗ⪅㸪ࡢ⏥ࠋࡿ

ࠋࡿ࠸࡚ࡋ㸪㸰㸯♫Ꮡᅾࡣ⪅〇㐀㈍ᴗࡢ⏥ࠋࡿ࠸࡚ࡋ᭷ࢆ

㹖♫ࢆ㝖ࡢ⏥ࡃ〇㐀㈍ᴗ⪅㸰㸮♫㸦௨ୗࠕ㸰㸮♫ࠖࠋ࠺࠸㸧ࡢᢸᙜႠᴗ㒊㛗ࡣ㸪㸰㸮ᖺ๓

࣭⤒῭⎔ቃ㸪♫ࡃᕳࡾྲྀࢆ⏺ᬒẼືྥ㸪ෆᘓᮦᴗࡸἣ≦῭⤒࡞㸪୍⯡ⓗࡋ⧊⤌ࢆࠖࡢ⏥ࠕ㸪ࡽ

ࡢࠖࡢ⏥ࠕࠋࡿ࠸࡚࡚❧ᙺᴗ㐠Ⴀࡢ♫ྛ♫㸪㸰㸮࠸⾜ࢆሗ࡚࠸ࡘ࡞‽Ᏻᇶࡢ⏥

つ๎ୖ᭱ࡢ㧗ពᛮỴᐃᶵ㛵ࡣ⥲࡛ࡀࡿ࠶㸪ᐇ㝿ࡣ㸪㛗㸯ྡཬࡧ㛗㸰ྡ࡚ࡗࡼᵓᡂࢀࡉ

ᖿ㒊ࡢࡇࡀᢸᙜႠᴗ㒊㛗ࡢ♫㸪㸰㸮ࡃከࡀࡇࡿࢀࡉỴᐃࡀ➼᪉㔪ࡢࠖࡢ⏥ࠕ࡚࠸࠾ᖿ㒊ࡿ

ࡿࡼỴᐃࢆ␗ၐࠋ࠸࡞ࡣࡇࡓ࠼㹖♫ࡣ㸪⏥ࡢ〇㐀㈍ᴗ⪅࡚ࡋẚ㍑ⓗྂཧ࡛ࡾ࠶㸪㧗࠸

▱ྡᗘࢆ⥔ᣢࡿࡍ᭷ຊ࡞ᴗ⪅࡛ࡀࡿ࠶㸪⮬♫ࡢႠᴗᢸᙜ⪅ࡢ⏥ࠕࢆࠖධࡎࡏࡉ㸪㸰㸮♫

౯᱁㸪〇㐀ᩘ㔞㸪㈍ᩘࡢ⏥㸪ࡣ࡛ࠖࡢ⏥ࠕ㸪࠾࡞ࠋࡿ࠸࡚ࡁ࡚ࡗ⾜ࢆᴗ㐠Ⴀࡿࡍ⏬ࢆ⥺୍ࡣ

㔞㸪ྲྀᘬඛ࡞㛵ࡿࡍሗࡎࡽ࠾࡚ࡗ⾜ࡣ㸪㸰㸮♫ࡢ㛫࡛ࡣẚ㍑ⓗάⓎ࡞౯᱁➇தࢀࢃ⾜ࡀ

ࠋࡿ࠸࡚

㏆ᖺ㸪୍⯡ᾘ㈝⪅ࡢᗣࡢព㆑ࡀⴭࡃࡋ㧗ࡾ࠾࡚ࡗࡲ㸪ࡢ⏥ࠕࠖࡶ࡚࠸࠾㸪⏥ࡢᏳᛶ

Ꮫ≀㉁ࡿࢀࡲྵࢀࡑ㸪ࡣ࡚࠸ࡘෆᘓᮦࡢูࠋࡿ࠸࡚ࡗ࡞㛵ᚰ࡞ࡁࡀホุࡸ⏝ಙࡢ

࠾ࡍࡽࡓࡶࢆ㞀ᐖ⓶⪅㈝㸪ᖺ㸪୍⯡ᾘࡀࡓ࠸࡚ࢀࡉ㑂Ᏺࡣ‽ᇶࡢἲ௧ୖࡿࡍ㛵㔞ࡸ㢮✀ࡢ

ῶ㏥ᖜࡀ㟂せࡢ㸪ෆᘓᮦࢀࡉሗ㐨ࡃࡁࡀࡇ࠺࠸ࡓ࠸࡚ࢀࡲྵࡀᏛ≀㉁ࡿ࠶ࡢࢀࡑ

⪅㈝㸪୍⯡ᾘࡢࡢࡶࡿ࠶༑ศ࡛ࡣ㸪㏆ᖺ㸪⛉Ꮫⓗ᰿ᣐࡶ࡚࠸ࡘ⏥㸪ࡓࡲࠋࡓࡗ࠶ࡀࡇࡓࡋ

⓶㞀ᐖࡿ࠶ࡢࢀࡑ࠾ࡍࡽࡓࡶࢆᏛ≀㉁࠺࠸࠸࡞ࡣ࡛ࡢࡿ࠸࡚ࢀࡲྵࡀၥࢆබࡿࡍᾘ㈝

⪅ᅋయࡵࡓࡢࡇࠋࡿ࠸࡚ࢀ⌧ࡀ㸪ࡢ⏥ࠕ࡛ࠖࡣ㸪⏥ࡿࢀࡲྵᏛ≀㉁ࡢ✀㢮ࡸ㔞࡚࠸ࡘ㸪ἲ

௧ୖࡢᇶ‽ࢆ㑂Ᏺࡣ࡛ࡅࡔࡿࡍ༑ศ࡛ࡾ࠶㸪ἲ௧ୖࡢᇶ‽ࢆ㉸ࡿ࠼ཝ࠸ࡋᏳᇶ‽ࢆタࡿࡅᚲせ

Ꮫ≀㉁ࡿࢀࡲྵ⏥㸪ࡣᖿ㒊ࡢࠖࡢ⏥ࠕ㸪࡛ࡇࡑࠋࡓࡗ⮳ࡿࡵ༨ࢆໃࡀពぢࡢࡿ࠶ࡀ

ᑓ࡚࠸ࡘᏛ≀㉁ࡿࢀࡲྵ⏥㸪ࢆウ᳨ࡓࡵྵࢆ㠀ࡢࡇࡿࡍタᐃࢆ‽Ᏻᇶ࡞ࡓ᪂ࡿࡍ㛵

㛛ⓗ࡞▱ぢࡾ࠶ࡀ㸪ࡘ㸪㸰㸮♫ྛ♫ᐖ㛵ಀ࠸࡞ࡢᏛࡢ◊✲⪅㸱ே౫㢗ࢆࡇࡿࡍỴᐃࡋ㸪

࡞ࡓ᪂ࡿࡍ㛵Ꮫ≀㉁ࡿࢀࡲྵ⏥ᯝ㸪⤖ࡢࡑࠋࡓࡋ౫㢗ࡽ⪅✲◊ྠࡀ㸪㛗࡚࠸ᇶ࡙ࢀࡇ

Ᏻᇶ‽ࡀᥦゝࡽࡇࡓࢀࡉ㸪ࡢ⏥ࠕࠖࡢᖿ㒊ࡣ㸪ࡢࡑᥦゝࡢࡾ࠾Ᏻᇶ‽ࡢ⏥ࠕࢆࠖ

ఏ㐩ᢸᙜႠᴗ㒊㛗ࡢ♫㸪㸰㸮ࡀ㸪㛗࡚࠸ᇶ࡙ࢀࡇ㸪ࡋỴᐃࢆࡇࡿࡍタᐃ࡚ࡋ‽ᇶ⮬ࡢ

ࡗ⮳ࡿࡍ㑂Ᏺࢆࢀࡇ㸪ࡋ⏝᥇ࢆ‽Ᏻᇶ࡞ࡓ᪂ࡢࡇࡿ࠶࡛‽ᇶ⮬ࡢࠖࡢ⏥ࠕ㸪ࡣ♫㸰㸮ࠋࡓࡋ

ࠋࡿ࠸࡚

ཧྂࡢ⏥㸪ࡣ㛗ࡢࠖࡢ⏥ࠕࠋ࠸࡞࠸࡚ࡗᚑ‽Ᏻᇶࡓࡋ⏝᥇ࡀࠖࡢ⏥ࠕ㸪ࡣ♫㸪㹖ࡋࡋ

ಙࡢ㸪ෆᘓᮦ⏥యࡾࡼࡇ࠸࡞ࡋ㑂Ᏺࢆ‽Ᏻᇶࡢࠖࡢ⏥ࠕࡀ♫㹖ࡿ࠶࡛⪅〇㐀㈍ᴗࡢ

Ᏻᇶࡢࠖࡢ⏥ࠕ㸪࡚ࡋᑐ♫㸪㹖ࡾࡓࢃ㸪୕ࢀᜍ࠸࡞ࡣ࡛ࡢࡪཬࡀᝏᙳ㡪ホุࡸ⏝

㸪ㄝᚓࡋጞ⤊Ⓨゝࡿࡍ㍍どࢆ㸪Ᏻࡣ⪅Ⴀ⤒ࡢ♫㸪㹖ࡀࢁࡇࠋࡓࡳヨࢆㄝᚓ࠺ࡼࡿࡍ㑂Ᏺࢆ‽

㸪࡚ࡋᑐ♫ᘓᮦᑓ㛛ၟࡢ࡚࠺ᢅࡾྲྀࢆ⏥㸪ࡣᖿ㒊ࡢࠖࡢ⏥ࠕ㸪ࡵࡓࡢࡑࠋࡓࡗ࡞ࡌᛂ

㹖♫ࢆ⏥ࡽ㉎ධ࠺ࡼ࠸࡞ࡋせㄳࢆࡇࡿࡍỴᐃࡋ㸪ࢀࡇᇶ࡙࡚࠸㸪㛗ࡀ㸪ࡽࢀࡑᘓᮦᑓ㛛ၟ

㸪༠㆟ࡣ⪅ᢸᙜࡢ♫ᘓᮦᑓ㛛ၟࡽࢀࡑࠋࡓࡋ᪨せㄳࡢࡑ㸪࡚࠸࠾ྜࡓࡋᇽ୍ࡀ⪅ᢸᙜࡢ♫

♫㸪㹖ࡣࢇࡢ♫ᘓᮦᑓ㛛ၟࡽࢀࡑᚋ㸪ࡢࡑࠋࡓࡏࢃྜࡋ⏦ࢆࡇࡿࡌᛂせㄳࡢࡇ㸪ୖࡢ

ࡇࡍฟࡅࡘぢᐜ᫆ࢆᘬඛྲྀࡿࡍ㈍ࢆ⏥㸪ࡣ♫㸪㹖ࡵࡓࡢࡇࠋࡓࡗ⮳ࡿࡍ୰Ṇࢆ㉎ධࡢ⏥ࡢࡽ

ࠋࡿ࠸࡚ࡗ࡞ࡃ࡞ࡁ࡛ࡀ

平成27年
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ࠝタ ၥࠞ

ἲࡿࡍ㛵ಖ☜ࡢබṇྲྀᘬࡧṆཬ⚗ࡢ㸪⚾ⓗ⊂༨࡚࠸ࡘグせㄳୖࡓࡗ⾜ࡀ㛗ࡢࠖࡢ⏥ࠕ

ᚊ㸦௨ୗࠕ⊂༨⚗Ṇἲࠖࠋ࠺࠸㸧ୖࡢၥ㢟Ⅼࢆศᯒ᳨࡚ࡋウࠋ࠸ࡉ࡞ࡋ
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ࠝ➨㸰ၥ 㸦ࠞ㓄Ⅼ㸸㸳㸮㸧

㸿♫ࡣ㸪㟁Ꮚ㒊ရ⏥㸦௨ୗࠋ࠺࠸ࠖ⏥ࠕ㸧ࡣ⏥ࠋࡿ࠶࡛࣮࣮࣓࢝ࡢ㸪㟁Ꮚᶵჾ㸦ᡂရࠋ௨

ୗࠕࠖࠋ࠺࠸㸧ᦚ㍕ࢀࡉ㸪⏝㏵ࡣ࣮࣮࣓࢝ࡢ⏥ࠋ࠸࡞ࡣ㸪⏥ࢆ〇㐀࡚ࡋ࣮࣮࣓࢝ࡢ

㈍ࠋࡿ࠸࡚ࡋࡣ࣮࣮࣓࢝ࡢ㸪⏥ࢆᦚ㍕ࡓࡋࢆ〇㐀࡚ࡋୡ⏺ྛᅜࡢ㈍௦⌮ᗑ㈍ࡋ㸪㈍

௦⌮ᗑࢆࢀࡑࡀᾘ㈝⪅㈍ࠋࡿ࠸࡚ࡋ

ୡ⏺୰ࡢከࡢࡃᅜࡢᾘ㈝⪅ࡀࢆ⏝ࡋࡋࠋࡿ࠸࡚ࡋ㸪ࡢつ᱁ࡀᅜࡵࡓࡿ࡞␗࡚ࡗࡼ㸪ᾘ

ᅜ࡞࠺ࡼࡢࡇ㸪ࡣ⏥ࠋ࠸࡞ࢇࡣࡇࡿࡍ㉎ධࢆ㸪ᅜ࡛ࡋᅜ࡛㉎ධ⮬ࢆ⯡୍ࡣ⪅㈝

ࠋ࠸࡞ࡣ࠸㐪ࡢつ᱁ࡢࡈ

㸪ᖹᡂ㸰㸯ࡾࡼ࡞᧔㏥ࡸ㸪㈙ࡀࡓ࠸࡚ࡋ㸯㸮♫௨ୖᏑᅾ⏺ୡࡣ㸪㐣ཤࡣ࣮࣮࣓࢝ࡢ⏥

ᖺᮎ࡛ࡲ㸿♫ࡽ㹆♫ࡢ࡛ࡲ㸶♫㞟⣙ࡕ࠺ࡢࡇࠋࡓࢀࡉ㸿♫㸪㹀♫㸪㹁♫ࡣ᪥ᮏࡢᴗ㸪㹂♫㸪

㹄♫ࡣ᪥ᮏ௨እࡢࢪࡢᴗ㸪㹃♫ࡢࣃࢵ࣮ࣟࣚࡣᴗ㸪㹅♫㸪㹆♫ࡣ⡿ᅜࡢᴗ࡛ࡑࠋࡓࡗ࠶

♫㹄ࡀ♫㹃ࡣᖹᡂ㸰㸳ᖺ୰ࠋࡓࡋ㈙ࢆ♫㹂ࡣ♫㸪㹁ࡋ㈙ࢆ♫㹀ࡣ♫㸿ᚋ㸪ᖹᡂ㸰㸱ᖺ୰ࡢ

ࠋࡓࡗ࡞♫㸳ࡣ࣮࣮࣓࢝ࡢ⏥ࡿࡅ࠾⏺ᯝ㸪ᖹᡂ㸰㸳ᖺᮎⅬ࡛㸪ୡ⤖ࡢࡑࠋࡓࡋ㈙ࢆ

᥎ࡢ࢙ࢩᕷሙࡿࡅ࠾ᖺᬺྛࡢᖹᡂ㸰㸴ᖺࡧᖹᡂ㸰㸰ᖺ㸪ᖹᡂ㸰㸲ᖺཬࡢ࣮࣮࣓࢝ࡢ⏥ࡽࢀࡇ

ࠋࡓࡗ࠶࡛ࡾ࠾ࡢ㸪௨ୗࡣ⛣

ᖹᡂ㸰㸰ᖺ ᖹᡂ㸰㸲ᖺ ᖹᡂ㸰㸴ᖺ

㸿♫㸦᪥ᮏ㸧 㸰㸮㸣 㸰㸳㸣 㸰㸳㸣

㹀♫㸦᪥ᮏ㸧 㸯㸮㸣 㸫 㸫

㹁♫㸦᪥ᮏ㸧 㸯㸳㸣 㸰㸮㸣 㸯㸳㸣

㹂♫㸦ࢪ㸧 㸳㸣 㸫 㸫

㹃♫㸦࣮ࣚࣟࣃࢵ㸧 㸳㸣 㸯㸳㸣 㸯㸳㸣

㹄♫㸦ࢪ㸧 㸯㸳㸣 㸳㸣 㸫

㹅♫㸦⡿ᅜ㸧 㸯㸮㸣 㸰㸳㸣 㸱㸮㸣

㹆♫㸦⡿ᅜ㸧 㸰㸮㸣 㸯㸮㸣 㸯㸳㸣

ྜィ 㸯㸮㸮㸣 㸯㸮㸮㸣 㸯㸮㸮㸣

ᖹᡂ㸰㸲ᖺཬࡧᖹᡂ㸰㸴ᖺࡢ㸿♫ࡣ್ᩘࡢ㹀♫ࢆ㈙ࡓࡋᚋࡢࡶࡢ㸪ᖹᡂ㸰㸲ᖺཬࡧᖹᡂ㸰㸴ᖺ

࠶࡛ࡢࡶࡢᚋࡓࡋ㈙ࢆ♫㹄ࡣ್ᩘࡢ♫㹃ࡢ㸪ᖹᡂ㸰㸴ᖺࡢࡶࡢᚋࡓࡋ㈙ࢆ♫㹂ࡣ್ᩘࡢ♫㹁ࡢ

ഴࡿ࡞ࡃከᑡ㧗ࡀ࢙ࢩᕷሙࡢ࣮࣮࣓࢝ࡢ⏥ࡢ㸪᪥ᮏࡿぢࢆศᕸࡢ࢙ࢩᕷሙࡿࡅ࠾᪥ᮏࠋࡿ

ࠋ࠸࡞ࡏࡔ࠸ぢࡣ␗ᕪ࡞᭷ពศᕸࡢ࢙ࢩᕷሙࡿࡅ࠾⏺ୡ࡞࠺ࡼࡢ㸪ୖグࡢࡢࡶࡿ࠶ࡣྥ

ࡣ࣮࣮࣓࢝ࡢ㸪ᖹᡂ㸰㸴ᖺᮎⅬ࡛㸪ୡ⏺㸯㸳♫Ꮡᅾࡋ㸪᪥ᮏ㸪⡿ᅜ㸪ࢪ㸪࣮ࣚࣟࣃࢵ

ࠋ࠸࡞ࡀኚືࡰ㸪ᖹᡂ㸰㸰ᖺ௨㝆ࡣᡤᅾᆅࡸᩘࡢ࣮࣮࣓࢝ࡢࠋࡿ࠸࡚ࡋศᕸࡃ࡞ࡾ೫

ᾘ㈝⪅ࡣ㸪ࡢᶵ⬟ࡢ㧗㏿ࡸᐜ㔞ࢆᙉࡃồࡾ࠾࡚ࡵ㸪ࢆࢀࡑᐇ⌧ࡣࡵࡓࡿࡍ㸪⏥ࡢᶵ⬟

ᐜࡸ㧗㏿ࡢ⬟ᶵࡢ⏥㸪ࢀࡒࢀࡑ㸪ࡣ࣮࣮࣓࢝ࡢ⏥ࠋࡿ࠶㔜せ࡛ࡀࡇࡿࡍ㧗㏿㸪ᐜ㔞ࡀ

㔞ࡵࡓࡢ᪤Ꮡࡢᢏ⾡ࢆⓎᒎࡎࡽ࡞ࡳࡢࡇࡿࡏࡉ㸪㠉᪂ⓗ࡞᪂ᢏ⾡ࡢ㛤Ⓨࢀࡑࠋࡿ࠸࡚ࡗ⾜ࡶ

㧗㏿㸪ᐜ㔞ࡾࡼࣝࢹࣔࡢ㸪ẖᖺ㸯ᅇ௨ୖ㸪๓ࡃ㏿ࡣࢻ࣮ࣆࢫࡿࡍ㐍Ṍࡀ⾡ᢏࡿࡍ㛵⏥㸪࠼ࡺ

ࡓࡋ᪂ࡀ⏥ࡢࣝࢹࣔ࠸ࡋⓎྠࠋࡿ࠸࡚ࢀࡉ㸪࣮࣮࣓࢝ࡢᑐࡣ࡚ࡋ㸪ྛᅜࡢࡢ㈍௦

⌮ᗑཬࡧᾘ㈝⪅ࡽཝ࠸ࡋ౯᱁ᘬୗࡆせồࡾ࠶ࡀ㸪ࡲࡲࡢࡑࡣࢀࡑ࣮࣓ࡢ⏥ࡢࡽ࣮࣮࣓࢝ࡢ

ࠋࡿ࠸࡚ࢀࡉᫎせồࡆ౯᱁ᘬୗ࠸ᙉࡿࡍᑐ࣮࢝

ࡀ࣮࣮࣓࢝ࡢ㸪≉⮬ᅜࢆ⏥ࡽࡳࡢ࣮࣮࣓࢝ࡢ⏥ࡢ㉎ධࡿࡍഴྥࢁࡋࡴࠋ࠸࡞ࡣ㸪࣮࣓ࡢ

ࡿ࡞ࡃ࡞ࢀࡽࡅཷࢆ⤥౪࡞༑ศࡢ⏥ࡾࡼ➼ᨾࡢ〇㐀タഛࡿࡅ࠾࣮࣮࣓࢝ࡢ⏥ࡢ㸪≉ᐃࡣ࣮࢝

⾜ࢆ㛫࡛౯᱁➇த࣮࣮࣓࢝ࡢ⏥㸪ࡶࡿࡍᅇ㑊ࢆ༴㝤ࡿࡍ୰᩿ࡀ〇㐀ࡢࡢ♫⮬࡚ࡗࡼࡇ

ࡋࠋࡿ࠶㏻ᖖ࡛ࡀࡢࡿࡍ㉎ධࢆ⏥ࡽ࣮࣮࣓࢝ࡢ⏥ࡢᩘ「ࡎࢃၥࢆ㸪ᅜ࡚ࡋⓗ┠ࢆࡇࡿࡏࢃ

௳ᘬ᮲ྲྀࡸᢏ⾡⬟ຊࡢ࣮࣮࣓࢝ࡢ⏥㸪ࡎࡏᅛᐃࢆ࣮࣮࣓࢝ࡢ⏥ࡿࡍ㸪ྲྀᘬࡣ࣮࣮࣓࢝ࡢ㸪ࡶ
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ᛂྲྀ࡚ࡌᘬࢆ࣮࣮࣓࢝ࡢ⏥ࡿࡍᖖኚ᭦ࡋ㸪ࡢ⏥ࡢࡽ࣮࣮࣓࢝ࡢᩘ「ࡣ࠸ࡿ࠶㉎ධྜࢆᖖኚ

᭦ࠋࡿ࠸࡚ࡋ

Ⅼ࡛⌧ࡣᅜࡍㄢࢆ⛯㛵⏥ࠋࡿ࠶ᗘ࡛⛬ࢺࣥࢭ࣮ࣃᩘࡣྜࡢ⏝㈝㏦㍺ࡿࡵ༨㈍౯᱁ࡢ⏥

ࠋ࠸࡞ࡣഴྥ࠺࠸ࡿ࡞␗ࡃࡁ࡚ࡗࡼ㸪ᅜࡀ㈍౯᱁ࡢ⏥㸪ࡓࡲࠋ࠸࡞ࡋᏑᅾࡣ

ୡ⏺ࡢ⏥ࡿࡅ࠾㟂せ࡞ࡸ⦅ࡣቑຍᇶㄪࡋࡋࠋࡿ࠶㸪㏆ᖺ㸪⏥ࡣ⛉Ꮫⓗཎ⌮ࡶᢏ⾡ࡶ

㸧ࠋ࠺࠸எࠖࠕ௨ୗࠋ࠸࡞ࡣ࠸㐪ࡢつ᱁ࡢࡈ㒊ရஎ㸦ᅜ࡞ࡓ᪂ࡿࡍ᭷ࢆ⬟ᶵࡌྠ⏥ࡀࡿ࡞␗ࡃ

ᖹᡂࠋࡿ࠶ࡀࡁືࡿࡍᦚ㍕ࡢ♫⮬ࢆஎ࡚࠼௦⏥㸪ࡣ࣮࣮࣓࢝ࡢࡢ㸪୍㒊ࡵጞࡋὶ㏻ࡀ

㸰㸴ᖺᮎⅬ࡛㸪எࡢᶵ⬟ࡣ㸪⏥ẚ㍑ࡿࡍ㸰㸮ࢺࣥࢭ࣮ࣃ⛬ᗘ㧗㏿୍࡛ࡿ࠶᪉㸪ࡢࡑ౯᱁ࡣ㸪

ᙜ㠃ࡶ࡚ࡋ຺ࢆ㐍Ṍࡢ⾡ᢏࡣ␗ᕪࡢᶵ⬟㸪౯᱁ࡢࡽࢀࡇࠋࡿ࠶ᗘ㧗㢠࡛⛬ࢺࣥࢭ࣮ࣃ㸳㸮ࡾࡼ⏥

ࡃࡁኚ࠸࡞ࡽࢃணࢀࡉ㸪ᩘᖺࡕ࠺ࡢ࣮࣮࣓࢝ࡢ㛫࡛எࡀᗈࡃᬑཬࡿࡍぢ㎸ࡲࠋ࠸࡞ࡣࡳ

ࠋ࠸࡞ࡁ࡛ࡣࡇࡿࡍ〇㐀ࢆஎ࡚ࡋ⏝ࢆ〇㐀タഛࡢ⏥ࡢ㸪᪤Ꮡࡣ࣮࣮࣓࢝ࡢ⏥㸪ࡓ

ᖹᡂ㸰㸵ᖺ㸳᭶⌧ᅾ㸪㸿♫ࡣ㸪⏥㛵ࡢ♫⮬ࡿࡍᢏ⾡ぶᛶ㸪⿵ᛶࡀ㧗࠸᪂ᢏ⾡ࢆ㛤Ⓨ࡚ࡋ

ࡍᚓྲྀࢆ㒊ࡢᰴᘧࡢ♫㸪㹆࡚ࡋⓗ┠ࢆࡇࡿࡍ⦰▷ᖜࢆ㛤Ⓨ㛫ࡢ⏥㸪ࡋ㈙ࢆ♫㹆ࡿ࠸

ࠋࡿ࠸࡚ࡋ⏬ィࢆࡇࡿ

ࠝタ ၥࠞ

ୖグࡢ≧ἣ࡚࠸࠾㸪㸿♫ࡀィ⏬ࡿࡍ㹆♫ࡢᰴᘧྲྀᚓ㛵ࡿࡍ⊂༨⚗Ṇἲୖࡢၥ㢟Ⅼࢆศᯒࡋ

᳨࡚ウࠋ࠸ࡉ࡞ࡋ
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㹙⤒ ῭ ἲ㹛

ࠝ➨㸯ၥ 㸦ࠞ㓄Ⅼ㸸㸳㸮㸧

㸿♫ࡣ㸪᪥ᮏ୍࡛⯡ᾘ㈝⪅ྥࡅ㟁Ꮚᶵჾ⏥㸦௨ୗࠋ࠺࠸ࠖ⏥ࠕ㸧ࡢ〇㐀㈍ᚑࡿࡍᴗ⪅

࡚ࡋ〇㐀㈍ࢆ⏥㸪ୡ⏺య࡛ࡾ࠶〇ရ࡛࡞ᮇⓗ⏬ࡓࢀࡉ㈍࡚ࡵึ㸪ᖹᡂ㸰㸯ᖺࡣ⏥ࠋࡿ࠶࡛

㹀♫㸿ࠋ࠸࡞ࡋᏑᅾࡋ♫㹀ࡃ⨨ࢆᣐⅬ᪥ᮏࡾࡣࡸ㸪ࡣ㸪⌧Ⅼ࡛㸪㸿♫௨እࡣ⪅ᴗࡿ࠸

ࢀࡎ࠸㸪ࡣ♫㹂ࡧ㹁♫ཬࠋ࠸ࡁࡣኚືࡿࡼᖺࡢ࢙ࢩࡢ♫㸪ྛࡾ࠾࡚ࡗதࢆ࢙ࢩࡃࡋ⃭ࡣ♫

♫㸪㸿ᖹᡂ㸰㸲ᖺࠋࡿ࠶࡛⪅ᴗࡿࡍᚑ〇㐀㈍ࡢ㒊ရࡿࢀࡉ⏝➼㸪᪥ᮏ࡛㟁Ꮚᶵჾࡶ

࠸எࠖࠕ㒊ရஎ㸦௨ୗ࡞せࡢ⏥㸪࡚ࡋᑐ♫㸪㹁ࡋ㝿ࡿࡍ㛤Ⓨࢆࣥࣙࢪ࣮ࣂ࠸ࡋ᪂ࡢ⏥㸪ࡣ

ࡇ㸪ࡣ♫㹁ࠋࡓฟࡋ⏦ࢆࡇࡿࡍ♧㛤ࢆᢏ⾡ሗ࡞ᚲせࡵࡓࡢࡑ㸪ࡋ౫㢗ࢆ㛤Ⓨ࣭〇㐀ࡢ㸧ࠋ࠺

㸪ᖹᡂ㸰㸳ᖺ࡛ୖࡓࡋ㛤Ⓨ࣭〇㐀ࢆஎࡅྥ⏥ࡢࣥࣙࢪ࣮ࣂ࠸ࡋ᪂ࡿࡍ〇㐀ࡀ♫㸪㸿ࡅཷࢆ౫㢗ࡢ

ᗘࡽ㸯ᅄ༙ᮇᙜࡾࡓ⣙㸰㸮㸮ಶࡽ㸱㸮㸮ಶࡢஎࢆ㸿♫⣡ධࠋࡓࡗ࡞࠺ࡼࡿࡍᖹᡂ㸰㸳

ᖺࡣ㸪㸿♫ࡣ㸪㹂♫ᑐࡶ࡚ࡋ㸪ྠᵝࡢ౫㢗⏦ฟ࠸⾜ࢆ㸪㹂♫ࡣ㸪ࡢࡇ౫㢗࡚ࡅཷࢆ㸪ᖹᡂ㸰

㸴ᖺᗘࡽ㸯ᅄ༙ᮇᙜࡾࡓ⣙㸯㸳㸮ಶࡽ㸰㸮㸮ಶࡢஎࢆ㸿♫⣡ධࠋࡓࡗ࡞࠺ࡼࡿࡍ㸿♫

㟁ࡢ௨እ⏥ࡿࡍ〇㐀ࡀ♫㸪㸿ࡵࡓࡿࢀࡽࡵồࢆ⬟ᛶᵝࡢ㸪ᅛ᭷ࡣஎࡿࢀࡽ࠸⏝⏥ࡿࡍ〇㐀ࡀ

Ꮚᶵჾ㌿⏝ࡣࡇࡿࡍྍ⬟࡛ࠋࡿ࠶㹁♫ཬࡧ㹂♫௨እ㸪ୡ⏺࡛எࡢ〇㐀㈍ᚑࡿࡍᴗ

♫㸪㹀ࡋ〇㐀ࢆஎࡅྥ⏥ࡿࡍ〇㐀ࡀ♫㸪㹀ࡣ♫㸪㹃ࡋᏑᅾࡀ♫㹃ࡃ⨨ࢆᣐⅬ㸪୰ᅜࡣ࡚ࡋ⪅

ࠋࡓ࠸࡚ࡋ⣡ධ

ᖹᡂ㸰㸴ᖺ㸯㸰᭶㡭㸪ྲྀᘬඛࡢᣑࢆᅗࡓࡋ࠺ࢁ㹃♫ࡣ㸪㸿♫᥋㏆ࡋ㸪ᚑ᮶ရᛶ⬟ࡌྠࡣ

㸪㹃ࡣ♫ᯝ㸪㸿⤖ࡢࡑࠋࡓࡅࡕᣢࡿࡁ㛤Ⓨ࡛ࡶࡅྥ⏥ࡿࡍ〇㐀ࡀ♫㸪㸿ࢆஎ࡞Ᏻ౯ࡾࡼࡀࡔ

எࡿࡍᑐ♫㸿ࡢ♫㹃ࠋࡓࡋᥦ౪♫㹃ࢆᢏ⾡ሗ࡞㸪ᚲせࡋ౫㢗ࢆ㛤Ⓨ࣭〇㐀ࡢஎࡶ࡚ࡋᑐ♫

ཷࢆ౫㢗ࡢ㛤Ⓨ࣭〇㐀ࡢஎࡽ♫㸿ࡀ♫㹃ࠋࡿ࠸࡚ࢀࡉணᐃ㸪ᖹᡂ㸰㸵ᖺ㸯㸰᭶㡭ࡣ⣡ධ㛤ጞࡢ

⥾ྲྀࡢ♫㹂ࡧ㹁♫ཬࡣ࡛ࡲᖺᮎࡢ㸪ᖹᡂ㸰㸴ᖺ࡚ࡋሗࡢࡽ⪅ㄪ㐩ᢸᙜࡢ♫㸪㸿ࡣࡇࡓࡅ

ᙺ࡚࠸࠾⤂ࠋࡓ࠸࡚ࢀࡉ

ᖹᡂ㸰㸵ᖺ㸯᭶ึ᪪㸪㹁♫ࡢႠᴗᢸᙜྲྀ⥾ᙺ㹰㹂♫ࡢႠᴗᢸᙜྲྀ⥾ᙺ㹱ࡣ㸪㹁♫㹂♫ࡀඹ

ཧຍၟࡿࡍရᒎ♧㉱ࡓ࠸㝿ࡢ㞧ㄯࡢ୰࡛㸪ᚑ᮶ࡢ㸿♫ࡿࡼஎࡢ౯᱁ᘬୗࡆせồࡣᴟ࡚ࡵ⌮

ᑾ࡛ࡾ࠶㸪ཎᮦᩱ㈝ࡀ㧗㦐ࡿ࠸࡚ࡋ୰࡛࡞࠺ࡼࡢࡑせồࡾࡲࡀ㏻ࡤࢀ㸪எࡢ⏕⏘ᇶ┙ࡀ᪥ᮏࡽ

ኻ࡛ࡢ࠸࡞ࡡࢀࢃ㸪୧♫୍ࡀ⮴༠ຊ࡚ࡋ㸿♫ࡢ΅ᙜࡢࡿ࠶࡛ࡁࡿࡓㄆ㆑୍࡛⮴ࠋࡓࡋ

ࡿࡅ࠾㸧ࠋ࠺࠸ᮏᮇࠖࠕ㸪ᖹᡂ㸰㸵ᖺ㸲᭶㹼㸴᭶ᮇ㸦௨ୗࡵࡓࡢලయࡢ༠ຊࡢ♫㸪୧࡚ࡋࡑ

எࡢ⣡ධ㛵࡚ࡋ㸿♫ၟㄯࡿࡍࢆ๓㸪࠸㸿♫ᥦ♧ࡿࡍஎࡢ౯᱁࡚࠸ࡘពぢࢆࡋ㸪

㸪㹰࠾࡞ࠋࡓࡋ⮴୍࡛ࡇࡿࡍᵓ⠏ࢆࡳ⤌ࡿࡍࢆሗ࡚࠸ࡘෆᐜࡢㄯၟࡢ♫㸪㸿ࡘ

㹱ࡣ㸪ࢀࡒࢀࡑ㹁♫㹂♫࡚࠸࠾㸪எࡢ౯᱁ࢆỴᐃࡿࡍᶒ㝈ࢆ᭷ࠋࡓ࠸࡚ࡋ

㸪ࢀࡒࢀࡑ㸪ࡣႠᴗㄢ㛗㹳ࡢ♫㹂Ⴀᴗㄢ㛗㹲ࡢ♫㸪㹁ࡽ㸪ᖹᡂ㸰㸵ᖺ㸰᭶ึ᪪࡚ࡅཷࢆࢀࡇ

㸪㟁࡚࠸ࡘᵝᏊࡢㄯၟࡢ♫㸿ࡧ౯᱁ཬࡢஎࡿࡍ♧ᥦ♫㸪㸿࡚ࡅཷࢆ♧ᣦࡢ㹱㹰ࡿ࠶࡛ྖୖ

Ꮚ࣓࣮ࣝ㸦௨ୗࠋ࠺࠸࣮࣓ࠖࣝࠕ㸧ࡿࡼሗࢆጞࡢࡑࠋࡓࡵᚋ㹲㹳ࡢ㛫࡛ࡉࡾྲྀࡾࡸ

㛫࡛ࡢ㹳㸪㹲ࡣ㹱㸪㹰ࡾ࠾࡚ࢀࡲྵࡶࢫࣞࢻ࣮࣓ࣝࡢ㹱㹰ᖖࡣᐄྡࡢ࣮࣓ࣝࡓࢀ

㸪ྠ᭶㸯㸳ࡣ㹳ࠋࡓࡗ࡞ࡣࡇࡿࢃຍሗࡽ⮬㸪ࡀࡓ࠸࡚ࡋᢕᥱࢆෆᐜࡢ࣮࣓ࣝࡓࢀࡉࢃ

᪥㹲㏦ಙࡢ࣮࣓ࣝࡓࡋ୰࡛㸪எࡢ༢౯㸦㸯ಶᙜࡢࡾࡓ⣡ධ౯᱁㸧࡚࠸ࡘ㸪ᚑ᮶ࡣ㸰㸶㸮㸮

ఏࢆ᪨ࡿ࠸࡚࠼⪄࠸ࡓࡋ♧ᥦࢆ㸱㸮㸮㸮ࡣ㸪ᮏᮇศ࡚ࡳ㚷㧗㦐ࡢ㈝㸪ཎᮦᩱࡀࡓࡁ࡚ࢀࡉ

㸪ཷὀᩘ㔞ࡶ࡚ࡗ࠶㸰㸷㸳㸮࡛ࡀ༢౯ࡢ୰࡛㸪எࡢ㏉ಙ࣓࣮ࣝࡿࡍᑐࢀࡇ㸪ྠ᪥㸪ࡣ㹲ࠋࡓ࠼

⠊࠸࡞ࡽୗᅇࢆ㸪㸰㸷㸳㸮ࡣ࡛΅ࡢ♫㸪㸿ࡽࡇࡿࢀྲྀࡀ⟭᥇ࡤࢀ࠶㸰㸮㸮ಶ௨ୖ࡛ࡀ

ᅖ࡛ࡤࢀ࠶チᐜ⠊ᅖ࡛ࠋࡓ࠼⟆ࡿ࠶㹳ࡣ㸪ྠ᪥㸪ࢀࡇᑐࡿࡍ㏉ಙ࣓࣮ࣝࡢ୰࡛㸪⮬ศྠࡶពぢ

ࠋࡓ࠼ఏࢆ᪨ࡿ࠶࡛

♫㸿ࢆ㸱㸮㸮㸮ࡣ♫㸪㹂ࢆ㸰㸷㸷㸮ࡣ♫㸪㹁࡚ࡋ༢౯ࡢஎࡢᚋ㸪ᮏᮇศࡢពぢࡢࡇ

ᥦ♧ࠋࡓࡋ㸿♫ࡣ㸪㹁♫ཬࡧ㹂♫ࡢ΅ࡢ୰࡛㸪㹀♫ࡢ➇தࡢཝࢆࡉࡋᙉㄪࡋ㸪㹁♫ཬࡧ㹂♫

平成28年
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ࡿࡍ㸰㸷㸱㸮௨ୗࢆ㸪ᙜヱ༢౯ࡘࡘࡋゝཬࡶᛶ⬟ྍࡍ┤ぢᖜࢆ㓄ศࡢⓎὀᩘ㔞ࡿࡍᑐ

࠸࡞ࢀྲྀࡀ⟭᥇ࡣ࡛‽Ỉࡢࡑ㸪ࡵࡓࡢ㸪ཎᮦᩱ㈝㧗㦐ࡶ♫୧ࡢ♫㹂ࡧ㸪㹁♫ཬࡀࡓࡵồࡃᙉ࠺ࡼ

ࡢ㸪ᮏᮇศᯝ㸪ᖹᡂ㸰㸵ᖺ㸱᭶ึ᪪⤖ࡓࡋ΅♫㸿ࢀࡒࢀࡑࠋࡓࡋᢠࡃࡋ⃭ࢀࡇ㸪࡚ࡋ

எࡢ༢౯࡚࠸ࡘ㸪㹁♫ࡣ㸰㸷㸴㸮࡛㸪㹂♫ࡣ㸰㸷㸵㸮࡛㸿♫ጇ⤖ࠋࡓࡋ㹲㹳ࡣ㸪㹁♫

㹂♫ࡀ㸿♫ࡢ㛫࡛΅ጇ⤖ࡢ࡛ࡲࡿ⮳≧ἣࢆ㸪㏲୍㸪࣓࣮࡛ࣝ▱࠸ྜࡏࡽ㸪ࡢࡑෆᐜࡢྖୖࡣ

㹰㹱ࡶఏࠋࡓ࠸࡚ࡗࢃ㹁♫㹂♫ࡣ㸪ࢀࡒࢀࡑ㸿♫ጇ⤖ࡓࡋ༢౯࡛ᮏᮇศࡢஎཷࢆὀࡋ㸪ࡑ

ࠋࡓࡗ࠶㸰㸮㸮ಶ࡛ࡀ♫㸰㸵㸮ಶ㸪㹂ࡀ♫㸪㹁ࡣὀᩘ㔞ཷࡢ

ࠝタ ၥࠞ

㹁♫ཬࡧ㹂♫ୖࡢグ⾜Ⅽ࡚࠸ࡘ㸪⚾ⓗ⊂༨ࡢ⚗Ṇཬࡧබṇྲྀᘬࡢ☜ಖ㛵ࡿࡍἲᚊ㸦௨ୗࠕ⊂

༨⚗Ṇἲࠖࠋ࠺࠸㸧ୖࡢၥ㢟Ⅼࢆศᯒ᳨࡚ࡋウࠋ࠸ࡉ࡞ࡋ
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ࠝ➨㸰ၥ 㸦ࠞ㓄Ⅼ㸸㸳㸮㸧

࠙๓ ᥦࠚ

㸿♫㸪㹀♫ཬࡧ㹁♫ࢀࡒࢀࡑ�ࡣᗣ⥔ᣢࡢࡵࡓࡢᾘ⪖ရ࡛ࡿ࠶⏥㸦௨ୗࠋ࠺࠸ࠖ⏥ࠕ㸧ࡢ〇㐀

ᴗ⪅࡛ࠋࡿ࠶᪥ᮏࡣ㸪ࡽࢀࡇ㸱♫ࡢ⏥ࡢ〇㐀ᴗ⪅ࡢ⏥ࡢ♫ྛࠋࡿ࠶♫ᩘࡀ㈍㔠㢠ࡀ᪥ᮏ

࠸ࡣ♫㹁♫ᗘ㸪㹀⛬ࢺࣥࢭ࣮ࣃ㸳㸳ࡀ♫㸪㸿ࡣ㸧࢙ࢩྜ㸦ࡿࡵ༨㈍㔠㢠ࡢయ⏥ࡿࡅ࠾

〇㐀ࡢ⏥ࡢ㹁♫௨እࡧ㸿♫㸪㹀♫ཬࠋࡿ࠶ᗘ࡛⛬ࢺࣥࢭ࣮ࣃ㸯㸳ࡽࢺࣥࢭ࣮ࣃ㸯㸮ࡑࡼ࠾ࡶࢀࡎ

ᴗ⪅ࡶࢀࡎ࠸ࡣ࢙ࢩࡢ㸯㸮ࢺࣥࢭ࣮ࣃᮍ‶࡛ࠋࡿ࠶᪥ᮏ࡚࠸࠾㸪⏥ࡢ㍺ධရࢇࡣὶ㏻ࡋ

ࠋ࠸࡞ࡣኚື࡞ࡁ࢙ࢩࡸ㡰ࡢ♫ྛ࡚࠸࠾㐣ཤࠋ࠸࡞࠸࡚

࡚ࡋᑐ⪅㈝ᾘ⯡୍ࢆ⏥㸪ࡣ⪅㸪ᑠᴗࡋ㈍⪅ᑠᴗࢆ⏥ࡓࡋ〇㐀ࡢ♫⮬㸪ࡣ⪅〇㐀ᴗࡢ⏥

㈍ࠋࡿ࠸࡚ࡋᑠᴗ⪅ࡣ㸪ᑠᴗ⪅ࡢᗑ⯒᮶ᗑ୍ࡿࡍ⯡ᾘ㈝⪅ᑐ࡚ࡋ㈍ࡿࡍ᪉ἲ࡚ࡗࢆ

࠸⣡ရ᭩ࠖࠕ᭩㠃㸦௨ୗ⏥㸪࡚ࡋ㝿ࡿࡍฟⲴ࡚ࡋᑐ⪅ᑠᴗࢆ⏥ࡓࡋ㸪〇㐀ࡣ♫㸿ࠋࡿ࠸

ᑠᴗࡢ〇ရ㸦⏥㸧ࡿࡍ㔞㸪ฟⲴᩘࡢࡑࡸ㸦⏥㸧⛠ྡࡢ〇ရࡿࡍ⣡ධ⪅㸪ᑠᴗࡋῧࢆ㸧ࠋ࠺

ࠋࡿ࠸࡚ࡋ▱㏻ࢆ➼㈍౯᱁㸪ᨭᡶᮇ㝈ࡿࡍᑐ⪅

୍ᗘ㸿♫〇ࢆ⏥ࡢ㉎ධ࡚ࡋ⏝୍ࡢࢇࡓࡋ⯡ᾘ㈝⪅ࡣ㸪㸿♫〇ࢆ⏥ࡢᗑ㢌࡛ᣦᐃࡋ㸪⥅⥆

ⓗ㉎ධࡀࡇࡿࡍ㏻ᖖ࡛࠺ࡼࡢࡇࠋࡿ࠶㸿♫〇୍ࡣ⏥ࡢ⯡ᾘ㈝⪅㧗࠸ホ౯ࢆᚓ࡚ࡾ࠾㸪⏥ࢆ

㈍ࡿࡍᑠᴗ⪅࡚ࡗ㸪㸿♫〇ࡣࡇ࠺ᢅࡾྲྀࢆ⏥ࡢ㸪ࡢࡑႠᴗୖྍḞࠋࡿ࠸࡚ࡗ࡞

ࠝタ ၥࠞୗグօཬࡧֆࡢタၥࠋ࠸ࡉ࡞࠼⟆

օ ୖグ࠙ࡢ๓ᥦࠚຍ࠼㸪௨ୗࡢࡿ࠶ࡀሙྜ㸪㸿♫ࡢ⾜Ⅽ࡚࠸ࡘ㸪⊂༨⚗Ṇἲୖࡢၥ㢟

Ⅼࢆศᯒ᳨࡚ࡋウࠋ࠸ࡉ࡞ࡋ

㸿♫ࡣ㸪⮬♫〇࠺ᢅࡾྲྀࢆ⏥ࡢᑠᴗ⪅ࢆᅜⓗ࡞⠊ᅖ࡛┦ᙜᩘ☜ಖࡋ㸪⥔ᣢࡵࡓࡿࡍ㸪㸿♫

ࠋࡓ࠸࡚࠼⪄ࡿ࠶㸪ᚲ㡲࡛ࡀࡇࡿࡁಖ࡛☜ࢆ┈ࡢᗘ⛬ࡿ࠶ࡀ࡚ࡢ⪅ᑠᴗࡿ࠶ᘬඛ࡛ྲྀࡢ

ࠖ⪅つᶍᑠᴗࠕᑠᴗ⪅㸦௨ୗ࠸ࡁࡢつᶍ≉㸪ࡕ࠺ࡢ⪅㸪ᑠᴗࡽᮇࡿ࠶㸪ࡀࢁࡇ

ᑠ౯᱁ࠖࠕ㈍౯᱁㸦௨ୗࡿࡍᑐ⪅㈝ᾘ⯡୍࡚ࡋࡃ࡞ᑡࢆ┈ࡢࡾࡓ㸯ಶᙜࡢ⏥㸪ࡀ㸧ࠋ࠺࠸

ࡼ␎ᡓࡿࡍಖ☜ࢆ┈ࡢᗘ⛬ࡿ࠶࡚ࡗࡼࡇࡿࡍ㈍ࡃከࢆ᪉㸪ᩘ㔞୍ࡿࡍࡃపࢆ㸧ࠋ࠺࠸

ᑠ౯᱁ࡢ⏥ࡓࡋタᐃࡵప࠺ࡼࡢࡑ㸪ࡶࡿࡍ㇟ᑐࡢࡑࡶ⏥ࡢ㸪㸿♫〇ࡋ㈍ࢆ⏥ࡾ

ࠋࡓࡋᖖែࡀࡇࡿࡍッồ⪅㈝ᾘ⯡୍࡚ࡗ⾜ࢆᗈ࿌ⓗࠎ࡚ࡋᑐ⪅㈝㸪୍⯡ᾘ࡚࠸ࡘ

㸿♫ࡣ㸪ᑠᴗ⪅ࡢ⏥ࡿࡼᑠ౯᱁࡞⏤⮬ࡢᗈ࿌ࡣ㸪つᶍࡢᑠ࠸ࡉᑠᴗ⪅ࡶࢆᅜⓗ࡞⠊ᅖ

࡛┦ᙜᩘ☜ಖࡋ㸪⥔ᣢ࡚ࡗ♫⮬ࡀࡇࡿࡍ┈࠺࠸ࡿ࡞㸿♫࠼⪄ࡢࡿࡍ⤖ᯝࡽࡓࡶࢆ

ࢆ♧⾲ࡢᑠ౯᱁ࡢ⏥ࡢ㸿♫〇ࡋᑐ⪅㈝ᾘ⯡୍࡚࠸࠾ᗈ࿌ࡀ⪅ᘬඛᑠᴗྲྀࡢ♫⮬㸪࠼⪄ࡍ

ሙ࠸࡞ࢃᚑࢀࡇ㸪ࡵồࢆࡇ࠸࡞ࢃ⾜ࢆ♧⾲࡞࠺ࡼࡢࡑ࡚ࡋᑐ⪅㸪ᙜヱᑠᴗࡣሙྜࡓࡗ⾜

ࠋࡓࡋỴᐃࢆࡇࡿࡍṆࢆฟⲴࡢ⏥࡚ࡋᑐ⪅㸪ᙜヱᑠᴗࡣྜ

ࠋࠖ࠸ࡉࡔࡃ࡛࠸࡞ࡋグ㍕ࢆᑠ౯᱁ᗈ࿌ࠕࡵࡌࡽ࠶㸪⣡ရ᭩ࡣ♫㸪㸿ࡁᇶ࡙Ỵᐃࡿ

㸪ྲྀᘬඛࡣ⪅Ⴀᴗᢸᙜࡢ♫㸪㸿ࡓࡲࠋࡓࡋ▱㏻⪅ᑠᴗࡈᗘࡢฟⲴࡢ⏥㸪ࡋグ㍕ࢆゝᩥࡢ
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［経 済 法］

〔第１問〕（配点：５０）

Ａ社，Ｂ社及びＣ社は，特定の化学物質の検査機器甲を製造して日本国内の検査機関に販売する

事業を営んでおり，日本国内の甲の市場におけるシェアは，順に４０パーセント，３０パーセント

及び３０パーセントである。日本では当該化学物質に対する規制が特に厳しく，その規制に対応す

る甲が必要となるため，日本国内の検査機関においては，外国製の甲は使用されていない。Ａ社製

の甲は，他社製の甲に比してやや価格が高いものの，その機能と信頼性により高い評価を得ている。

ただ，近年はＢ社及びＣ社も甲の機能向上と売り込みに力を入れており，甲の販売競争は激しくな

っている。

甲は，１台数億円で販売される精密機器であり，その検査精度を維持するためには，年１回，当

該甲を製造したメーカーによる定期点検を受けることが不可欠である。Ａ社，Ｂ社及びＣ社は，甲

の販売後１０年間は無償で当該甲の定期点検を行っているが，１０年経過後は，Ａ社は１回につき

６００万円，Ｂ社及びＣ社も１回につき５００～６００万円の費用を徴収して定期点検を行ってい

る。さらに，甲が古くなり不具合が度々生じるようになった場合には，当該甲を製造したメーカー

にオーバーホール（部品単位まで分解して点検・洗浄を行い，新品同様の状態に戻すこと）を依頼

することもできるが，その費用は，Ａ社は１２００万円であり，Ｂ社及びＣ社も同程度である。甲

の仕様はメーカーごとに相当に異なり，当該メーカー固有の部品が使用されている箇所も多いため，

当該甲を製造したメーカー以外の者が定期点検やオーバーホールを行うことは困難である。

甲を使用するには，メーカーごとの規格に適合する検査キット乙（消耗品）が必要である。Ａ社

製の甲向けの乙はＢ社及びＣ社製の甲には使用できず，Ｂ社及びＣ社製の甲向けの乙はＡ社製の甲

には使用できない。Ａ社製の甲向けの乙は，Ａ社が製造販売しているほか，甲を製造していない日

本国内の独立系事業者Ｄ社及びＥ社も近年製造販売を開始している。Ａ社製の甲向けの乙１年分の

販売価格は，Ａ社は１０００万円であるが，Ｄ社及びＥ社は８００万円前後である。Ａ社製の甲向

けの乙の市場シェアは，現在はＡ社７０パーセント，Ｄ社２０パーセント，Ｅ社１０パーセントで

あるが，Ｄ社又はＥ社製の乙でも使用上は特に問題ないとの評価が定着しつつあり，上記のような

販売価格差もあって，Ａ社製の乙のシェアは低下し続けている。乙の利益率（販売価格に占める利

益の割合）は大きく，ここ数年，Ａ社では乙の売上げが主要な収益源となっている。

近年，Ａ社製の甲にＤ社又はＥ社製の乙を使用した際に異常な検査結果が出力されるトラブルが

生じたとの報告が散見されるようになった。ただ，Ａ社製の乙を使用した際に類似のトラブルが生

じたとの報告もかねてより存在しており，Ｄ社又はＥ社製の乙の使用が上記のトラブルの原因であ

ることが科学的に立証されるには至っていない。

Ａ社は，Ｄ社又はＥ社製の乙の使用が上記のトラブルの原因である可能性は否定できず，Ｄ社又

はＥ社製の乙が使用された場合には，定期点検だけでは甲の検査精度を保証できないとの理由によ

り，今後販売する甲については，「顧客が当該甲に他社製の乙を使用した場合には，その使用後最初

に到来する定期点検の時期においては，販売後１０年経過前であっても，定期点検は行わず，６０

０万円の追加費用の支払を条件としてオーバーホールを行う。オーバーホールの後に再び他社製の

乙を使用した場合も，同様とする。」との約定を付して販売することを計画（以下「本件計画」とい

う。）している。

〔設 問〕

本件計画の私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律（以下「独占禁止法」という。）上の

問題点について検討しなさい。

平成29年
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〔第２問〕（配点：５０）

化学メーカーＡ社及びＢ社は，化学製品Ｘの日本国内メーカーである。Ａ社及びＢ社の年間国内

売上高は，それぞれ２０００億円及び３０００億円である。

Ｘは，化粧品，シャンプー等の原材料である。Ｘについては，かつては，別の２社も日本国内で

生産を行っていたが，需要家である日本企業の工場の海外移転による内需の減退や輸入品の増加に

より採算性が悪化したため市場から撤退し，現在では，Ａ社及びＢ社のみが国内生産を行っている。

現在，Ａ社は，Ｘを年間５０万トン生産しており，Ｘ生産用のＰ工場を関東地方に保有している。

他方で，Ｂ社は，Ｘを年間４０万トン生産しており，Ｘ生産用のＱ工場を関西地方に保有している。

両社とも，専ら国内販売のみをしており，Ｘの年商はそれぞれ，Ａ社が約１００億円，Ｂ社が約８

０億円である。このほか，主にアジア諸国から年間１０万トン前後のＸが，主としてコンテナを用

いて輸入されているが，日本国内の需要家のきめ細かな要求に十分応えられず輸入量が伸び悩んで

いる。

Ｘの国産品と輸入品との間で品質差はない。Ｘの国産品の販売価格は輸入品の販売価格より若干

割高ではあるが，Ａ社及びＢ社は需要家の多頻度小口配送等のきめ細かな要求に応えているため，

需要家は輸入品に比して割高な価格を受け入れている。このような事情から，国産品は，現在の市

場シェアを過去５年程度は維持している。しかし，国内の需要家は，輸入通関統計などから輸入品

の価格を容易に知ることができるため，この価格を参照して，Ａ社及びＢ社に対して，常に，価格

の引下げを求めている。

上記のとおり，日本国内におけるＸの需要減退により，Ａ社及びＢ社は余剰生産能力を抱えてお

り，それぞれ稼働率は，Ａ社が５０パーセント，Ｂ社が４０パーセントにすぎない。Ａ社及びＢ社

のいずれにおいても，生産設備維持のための固定費（生産量の変化に関わりなく生じる費用）の負

担が重く，この固定費がＸの製造原価の引下げ，ひいてはＸの価格の引下げへの障害になっている。

そして，Ａ社及びＢ社のいずれにおいても，Ｘ事業については，過去３年にわたって営業赤字が継

続しており，事業存続性が問題となっている。

〔設 問〕

このような状況の中，Ａ社及びＢ社は，厳しい事業環境にあるＸ事業の存続を図るため，次の⑴

の事業統合あるいは⑵の業務提携を行うことを検討している。それぞれの事業統合案及び業務提携

案について，独占禁止法上の問題点を検討しなさい。なお，Ｘの地理的市場は日本国内で画定され

るものとする。

⑴ Ａ社とＢ社は，それぞれのＸ事業を共同新設分割方式で切り出し，Ｘの製造及び販売を行う合

弁会社を共同で設立する。その際，Ｂ社のＱ工場は，Ｘ以外の製品の生産設備に転換することで

Ｘの生産をやめ，Ａ社のＰ工場にＸの生産を集約することにより，同工場の稼働率を大幅に引き

上げて固定費を始めとする一単位当たりの生産コストを削減し，輸入品に価格面で対抗すること

を目指す。なお，この共同新設分割は，公正取引委員会に対して届出を行うことを要する。

⑵ Ｂ社は，Ｑ工場の生産設備をＸ以外の製品の生産設備に転換するとともに，Ａ社にＸの生産を

委託し，Ａ社はその生産を受託するという，生産受委託（ＯＥＭ）契約を締結する。そうするこ

とにより，Ａ社のＰ工場の稼働率を大幅に向上させ，生産コストの大幅な削減を目指す。なお，

その際，Ｂ社は，Ａ社によるＸの生産に必要な主要原料（Ｘの製造原価の６０パーセント程度）

を，こうした委託生産に必要な量だけ，自ら生産し又は外部から調達して，Ａ社のＰ工場に提供

する。Ｂ社がＡ社に支払う生産委託費用は，主要原料費以外の製造原価の１０３パーセントとす

る。また，Ｂ社は，生産を委託したＸの販売は自ら行うものの，当該販売に係る物流業務をＡ社

に実費のみ支払って委託することとし，顧客及び出荷先に関する情報をＡ社に提供する。
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［経 済 法］

〔第１問〕（配点：５０）

Ａ社は，各種の合成樹脂を原料としたパイプやホースなどの管を製造販売する会社であり，資本

金は２００億円，年間売上げは２０００億円，従業員の人数は２５００人である。Ａ社の主力商品

の中には，Ｘ製品とＹ製品があり，両製品は合成樹脂を原料とした管製品であるが，Ｘ製品は専ら

家庭用に用いられる一方で，Ｙ製品は主として工場配管用に用いられる。また，原料価格の差を反

映して，Ｘ製品はＹ製品の約２倍の価格となっている。なお，Ａ社は，過去に，私的独占の禁止及

び公正取引の確保に関する法律（以下「独占禁止法」という。）違反で排除措置命令や課徴金納付

命令等の行政処分を受けたことはない。

ところで，平成３０年４月１日午前，公正取引委員会の審査官がＡ社を訪問し，Ｘ製品とＹ製品

の価格カルテルの疑いで立入検査を開始した。

その上で，審査官は，両製品の担当営業部長甲について，任意の事情聴取を行うために公正取引

委員会への出頭を求めたが，甲は出張中でこれに直ちには応じられなかった。

同日午後になって，Ａ社から委任を受けた弁護士乙は，甲の携帯電話に電話をかけて，事実関係

を確認したところ，甲から，次のような説明を受けた。

１ 甲がＡ社を代表して参加した平成２９年１月中旬の業界団体の営業部長会合で，Ｘ製品とＹ製

品の市況が話題になった。同会合には，Ａ社ないしＦ社の６社の各営業部長が出席していた。な

お，我が国における市場占有率は，Ｘ製品とＹ製品のいずれについても，ここ１０年ほど，Ａ社

２０パーセント，Ｂ社２５パーセント，Ｃ社１０パーセント，Ｄ社１５パーセント，Ｅ社１５パ

ーセント，Ｆ社１０パーセントとなっているほか，輸入製品が５パーセントとなっている。

２ 同会合において，Ｂ社部長が，「最近，Ｘ製品の主要な原材料Ｚの価格が値上がり傾向にあり，

このままでは各社とも採算が悪化してしまう。どうにか，原材料の値上がり分だけでも，平成２

９年４月１日以降のＸ製品の価格に転嫁できるよう努力したい。また，Ｙ製品の価格も，通常Ｘ

製品の価格と連動して決まるので，同時に値上げをしたい。皆さんの考えを聞きたい。」と発言

した。

３ Ｃ社部長は，こうした話題について競争事業者と話をすることは社内で禁じられているとして，

退席した。甲は，「当社では，製品価格について他社と合意をすることは禁止されているため，

皆さんとの間での合意には参加できません。しかし，会議に参加することまでは禁止されていま

せん。」と述べて同会合にとどまった。甲は，Ｘ製品の原材料Ｚの価格上昇にどう対応するのか

日頃から悩んでいたこともあり，他社がどのようにコスト上昇分を製品価格に転嫁しようとして

いるのか知りたかったため，各社の議論を注意深く聞いていた。また，甲が他社から退席を求め

られることもなかった。

４ Ｄ社部長は，Ｘ製品の値上げについては原材料Ｚの値上がりを理由に顧客の理解を得られるだ

ろうが，Ｙ製品の値上げについては難しいだろうとの意見を述べた。Ｅ社部長とＦ社部長は，Ｘ

製品とＹ製品のいずれについても，是非とも積極的に値上げを目指したいと発言した。

５ 同会合の最後に，Ｂ社部長から，「大体皆さんの意見は分かりました。どうにか，原材料の値

上がり分だけでも，うまく製品価格に転嫁できるように頑張りましょう。」という発言があり，

散会となった。この１回を除くと，競争事業者間でＸ製品とＹ製品の値上げの議論をしたことは

ない。

６ 甲は，Ｘ製品については他社も基本的には値上げの意向であると確信し，Ｙ製品についても少

なくともＢ社，Ｅ社及びＦ社の３社は値上げの意向であると判断して，これに同調すべく両製品

の値上げの準備を開始した。そして，同会合の約１か月後の平成２９年２月中旬に，Ｂ社がＸ・

Ｙ両製品について１０パーセントの値上げを公表したのに続いて，同年３月１日，Ａ社はＸ製品

について１０パーセント，Ｙ製品について５パーセントの値上げを顧客に通告した。ほぼ同時期

平成30年
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に，Ｃ社もＸ・Ｙ両製品について５パーセント，Ｄ社はＸ製品のみ１０パーセント，Ｅ社及びＦ

社はＸ・Ｙ両製品について７パーセントの値上げを打ち出し，顧客との間での値上げ交渉に入っ

た。なお，各社とも値上げ予定日を同年４月１日としていた。

７ 甲は，この間の経緯をまとめた資料を自宅のパソコンに保管している。

Ａ社におけるＸ製品とＹ製品の各売上げについては，平成２９年１月中旬の業界団体の営業部長

会合での話合いの翌日から平成３０年３月３１日までの間の総額は，Ｘ製品が１００億円でＹ製品

が８０億円，値上げ予定日である平成２９年４月１日から平成３０年３月３１日までの間の総額は，

Ｘ製品が９０億円でＹ製品が７０億円であった。ただし，顧客側の値上げへの抵抗も強く，平成２

９年４月１日の時点で，Ｘ製品については平均で５パーセントの値上げしか実現せず，Ｙ製品につ

いてはほとんど値上げが実現しなかった。

〔設 問〕

⑴ 上記の甲の説明内容が全て真実であることを前提として，Ａ社ないしＦ社の６社の行為につ

いて，独占禁止法に違反するといえるか論点を挙げて検討しなさい（同法第８条について言及

する必要はない。）。

⑵ 仮にＡ社が独占禁止法に違反したと考えられる場合，想定されるＡ社の課徴金の金額を算出

しなさい（立入検査の日の前日を課徴金算定の基礎となる実行期間の終期と仮定する。）。また，

弁護士乙として，Ａ社に対して，同社の責任を軽減するために採るべき手段及びそれに必要な

行為に関して助言すべき内容を検討しなさい（助言日は平成３０年４月１日とする。）。
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〔第２問〕（配点：５０）

個人旅行や仕事上の出張のためにホテルや旅館等，国内の宿泊施設を予約する方法は，近年様変

わりしている。宿泊日数ベースで見ると，インターネットを通じて予約するものが４０パーセント，

旅行業者を通じて予約するものが３５パーセント，電話やファクシミリで直接予約するものが１５

パーセント，その他が１０パーセントである。インターネットを通じて予約する場合には，直接，

ホテルや旅館のウェブサイト（以下「サイト」という。）において行うこともできるが，インター

ネット上で宿泊施設を検索，比較して予約できるサービスを提供するオンライン旅行予約サービス

事業者（以下「ＯＴＡ」という。）を通じて予約することもできる（その割合は，ＯＴＡを通じて

予約するものが９割，宿泊施設のサイトで直接予約するものが１割である。）。国内の宿泊施設の予

約について前年度にＯＴＡが仲介した取扱高のシェア（宿泊日数ベース）は，Ａ社３５パーセント，

Ｂ社３０パーセント，Ｃ社２０パーセント，Ｄ社１０パーセント，Ｅ社５パーセントである。ＯＴ

Ａ各社は，国内の主要なホテルや旅館等と契約を結び，ＯＴＡを通じてユーザーが予約できるよう

にしている。国内の宿泊施設は，大規模なホテルチェーンも存在するが，大部分は中小事業者であ

る。

ＯＴＡは，ホテルや旅館等の宿泊施設から委託を受けて，当該宿泊施設の写真や動画，文字デー

タ等をＯＴＡのサイト上に掲示する。宿泊施設は，ユーザーがＯＴＡを通じて当該宿泊施設に予約

した場合に，宿泊料金の一定割合に当たる手数料を当該ＯＴＡに支払う。宿泊施設は，通常，複数

のＯＴＡと契約を結ぶとともに，自らのサイトでもユーザーの予約を受け付けるものが多い。他方，

ＯＴＡは，ユーザーに対して，ユーザーが宿泊を予定する日に一定地域内の宿泊施設を利用できる

かどうかを検索し，他の宿泊施設と比較して予約することを可能にするサービスを無料で提供して

いる。これらのサービスを提供するため，ＯＴＡは，相当の費用を掛けて自社のサーバーやコンピ

ュータシステムを開発・保有・運用している。ユーザーがＯＴＡを通じて特定の宿泊施設を選択し

て予約した場合，契約はユーザーと宿泊施設の間に成立する。また，ＯＴＡ各社は，自社のサイト

を通じて予約したユーザーに対して成約額の一定割合をポイントとして付与し，次回以降，宿泊料

金の全部又は一部をポイントで支払うことを可能にすることにより，自社を通じた予約を促そうと

している（ポイントは宿泊施設のサイトで直接予約した場合には使えない。）。

ところで，Ａ社は，宿泊料金の１０パーセントを手数料として受領しているところ，最近，低い

手数料しか受け取らないことにより安い宿泊料金をホテルや旅館等に提示させようとする事業者が

この分野に新規参入の準備をしていること，また，ホテルや旅館等がＯＴＡ各社のサイト上で提示

するものより５パーセント程度安い宿泊料金やユーザーに有利なキャンセル条件等を当該宿泊施設

自身のサイト上に提示している場合があることに気付いた。これらを放置しておくと，

ア オンライン旅行予約をめぐる競争が激化する

イ ＯＴＡのサイトを利用して宿泊施設を検索，比較しておきながら，予約は当該宿泊施設のサイ

トにおいて行うユーザーが増え，検索・比較サービスは無料で利用されるのにＯＴＡには手数料

が入らない

ことから，その対策として，Ａ社は次の２つの案を検討している。

第１案は，ホテルや旅館などＡ社と契約する宿泊施設は，Ａ社のサイト上で提示する当該宿泊施

設の宿泊料金，朝食の有無，提供される部屋の数と等級，キャンセル条件等（以下「宿泊料金等」

という。）が，当該宿泊施設自身のサイト上で提示するもの，及び，新規参入事業者を含む他のＯ

ＴＡのサイト上で提示するものと同じか，より有利になる（例えば宿泊料金でいえば，Ａ社のサイ

ト上で提示される料金が他の全てのサイト上の料金と同じかそれより安くなる）ようにしなければ

ならない旨の契約条項を導入するというものである。

第２案は，上記イの対策として，Ａ社と契約する宿泊施設は，Ａ社のサイト上で提示する当該宿

泊施設の宿泊料金等が，当該宿泊施設自身のサイト上で提示するものと同じか，より有利になるよ

うにしなければならない旨の契約条項を導入するというものである。
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Ａ社がいずれかを導入すると，Ｂ社及びＣ社も同様の契約条項を盛り込むことが予測される。Ｄ

社及びＥ社も上記イの問題に気付いたが，通常の手数料とは別に，ユーザーが検索・比較サービス

を利用する際に自社に発生する費用を，毎月，取引相手であるホテルや旅館等に「サービス利用料」

として支払ってもらうことを検討している。

〔設 問〕

Ａ社が検討している上記の両案について，独占禁止法第２条第９項第６号ニに基づく一般指定

第１２項に該当するかどうか，【資料】も参照しながら検討しなさい。

なお，解答に当たっては，複数のＯＴＡの提供するサイトを横断的に検索して，これらのサイ

ト上の情報を一覧できるサービスを提供するメタサーチサービス事業者や検索エンジンといわれ

る一般的な検索サービスを提供する事業者を考慮する必要はない。また，外国の宿泊施設やユー

ザーについても考慮する必要はない。

【資 料】

〇 公正取引委員会事務局「流通・取引慣行に関する独占禁止法上の指針」（抄）

第１部

３ 垂直的制限行為に係る適法・違法性判断基準

⑴ 垂直的制限行為に係る適法・違法性判断基準についての考え方

垂直的制限行為は，（略）競争に様々な影響を及ぼすものであるが，公正な競争を阻害するお

それがある場合に，不公正な取引方法として禁止されることとなる。垂直的制限行為に公正な競

争を阻害するおそれがあるかどうかの判断に当たっては，具体的行為や取引の対象・地域・態様

等に応じて，当該行為に係る取引及びそれにより影響を受ける範囲を検討した上で，次の事項を

総合的に考慮して判断することとなる。

なお，この判断に当たっては，垂直的制限行為によって生じ得るブランド間競争やブランド内

競争の減少・消滅といった競争を阻害する効果に加え，競争を促進する効果（略）も考慮する。

また，競争を阻害する効果及び競争を促進する効果を考慮する際は，各取引段階における潜在的

競争者への影響も踏まえる必要がある。

① ブランド間競争の状況（市場集中度，商品特性，製品差別化の程度，流通経路，新規参入の

難易性等）

② ブランド内競争の状況（価格のバラツキの状況，当該商品を取り扱っている流通業者等の業

態等）

③ 垂直的制限行為を行う事業者の市場における地位（市場シェア，順位，ブランド力等）

④ 垂直的制限行為の対象となる取引先事業者の事業活動に及ぼす影響（制限の程度・態様等）

⑤ 垂直的制限行為の対象となる取引先事業者の数及び市場における地位

各事項の重要性は個別具体的な事例ごとに異なり，垂直的制限行為を行う事業者の事業内容等

に応じて，各事項の内容も検討する必要がある。例えば，プラットフォーム事業者が行う垂直的

制限行為による競争への影響については，プラットフォーム事業者間の競争の状況や，ネットワ

ーク効果等を踏まえたプラットフォーム事業者の市場における地位等を考慮する必要がある。

（略）
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［経 済 法］

〔第１問〕（配点：５０）

Ａ，Ｂ，Ｃ，Ｄ，Ｅ，Ｆ，Ｇ，Ｈ，Ｉ，Ｊの１０社（以下「１０社」という。）は，各地の農業

協同組合（以下「農協」という。）が競争入札等の方法により発注する穀物の乾燥・調製・貯蔵施

設及び精米施設（以下「穀物貯蔵等施設」という。）の建設を請け負う事業者であり，他に当該建

設を請け負う事業者は存在しない。Ａ，Ｂ，Ｃ，Ｄ，Ｅ，Ｆ，Ｇの７社（以下「７社」ともい

う。）は，一定の技術的水準を満たした農業施設を建設できる能力を有し，かねてより，穀物貯蔵

等施設工事の指名競争入札においては，７社のうち複数の者が指名されることが多かった。１０社

は穀物貯蔵等施設以外の施設・設備の建設工事も行っており，特にＨ，Ｉ，Ｊの３社（以下「３

社」ともいう。）は，穀物貯蔵等施設を建設することもできるが，主たる事業分野は農業施設以外

の建設工事であり，穀物貯蔵等施設の建設能力は相対的に低かった。

穀物貯蔵等施設工事に当たっては，農業振興のための補助金が平成２８年度から３年間の予定で

国や都道府県から農協に交付されることとなった（以下，当該補助金が交付される穀物貯蔵等施設

工事を「特定農業施設工事」という。）。当該補助金の交付を受けるための条件として，農協は３者

以上の事業者を指名して行う競争入札を実施することが必要であり，補助金事業として３年間に相

当数の特定農業施設工事の指名競争入札が実施される見込みとなった。

これを受けて，Ａ，Ｂ，Ｃ，Ｄ，Ｅ，Ｆ，Ｇの７社は，平成２７年１２月から数次の会合を経て，

平成２８年１月３０日の会合で，特定農業施設工事の入札について，均等な受注機会の確保と受注

価格の低落防止を図るため，

⑴ 指名を受けた事業者（以下「指名業者」という。）は，Ａに当該特定農業施設工事を受注する

意思の有無を連絡する

⑵ 受注を希望する者が１社の場合は，その者が受注予定者となり，受注を希望する者が複数の場

合は，会合を開いた上，７社において受注予定者を決定する

⑶ 受注予定者以外の指名業者が入札すべき価格は，受注予定者が定めてＡに連絡する

⑷ Ａは受注予定者以外の指名業者に，受注予定者が定めた価格で入札するよう連絡する

などにより，受注予定者を決定し，受注予定者が受注できるようにすることに合意した（以下「本

件合意」という。）。

Ｈ，Ｉ，Ｊの３社は，平成２７年１２月，Ａから，特定農業施設工事の入札について競合事業者

が集まって話合いを行うので出席するよう持ちかけられたが，３社の担当者は言葉を濁して出席す

ることを見合わせた。３社は，それぞれ，工事の規模や技術力の点から自社も受注できると考えた

特定農業施設工事の入札に指名された場合には，積極的に落札を目指して低価格で入札を行おうと

考えていた。一方，３社は，それぞれ，特定農業施設工事以外の分野の入札において競合事業者か

ら協力を得たいと考えていたため，自社が受注を希望しない特定農業施設工事について，競合事業

者の間で受注予定者が決定されている場合には，要請があれば，指定された価格で入札するなどの

方法により当該受注予定者の落札に協力するつもりであった。

Ａは，３社が特定農業施設工事の入札に指名されることは少ないと考えたが，念のため，特定農

業施設工事の発注が行われるたび３社に指名の有無と受注の意思を確認し，協力が得られる場合に

は，３社に入札価格を連絡することとし，その方針を平成２８年１月３０日の上記会合でＡ以外の

６社に伝えた。

平成２８年６月に行われた甲農協発注の特定農業施設工事の指名競争入札（以下「第１回入札」

という。）では，Ａ，Ｂ，Ｃ，Ｄが指名され，Ａ，Ｂ，Ｃが受注を希望したため開かれた会合で，

Ａが受注予定者に決定し，入札では，会合での調整の結果どおり，Ａが落札した。

平成２８年１１月に行われた乙農協発注の特定農業施設工事の指名競争入札（以下「第２回入

札」という。）では，Ｂ，Ｃ，Ｄ，Ｅが指名され，Ｂ，Ｃ，Ｄが受注を希望したため開かれた会合

令和元年
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で，Ｄが受注予定者に決定し，入札では，会合での調整の結果どおり，Ｄが落札した。

平成２９年６月に行われた丙農協発注の特定農業施設工事の指名競争入札（以下「第３回入札」

という。）では，Ｅ，Ｇ，Ｊが指名された。Ｊは，第１回入札及び第２回入札に際してＡからの問

合せに対し指名を受けていないことを回答していたところ，第３回入札に際しても，Ａからの問合

せに対し，指名を受けたこと及び落札を目指していないことを回答した。そして，ＥとＧが受注を

希望したため開かれた会合で，Ｇが受注予定者に決定し，入札では，会合での調整の結果どおり，

Ｇが落札した。Ｊは，Ａから指示されたとおりの価格で入札して，Ｇの落札に協力した。

平成２９年１１月に行われた丁農協発注の特定農業施設工事の指名競争入札（以下「第４回入

札」という。）では，Ｄ，Ｆ，Ｉが指名を受けたが，受注希望者はＦのみであったため，会合は開

かれず，ＤとＩがＡから指示されたとおりの価格で入札した結果，Ｆが落札した。

平成３０年７月３０日に指名競争入札（以下「第５回入札」という。）が行われた戊農協発注の

特定農業施設工事は，第４回入札の対象であった丁農協発注の特定農業施設工事と工事の規模や必

要とされる技術力がほぼ同じであった。この第５回入札では，Ｂ，Ｃ，Ｊが指名されたが，それま

での入札で受注予定者になることができなかったＢとＣは，これを必ず落札したいと考えた。第５

回入札の受注予定者を決定するために平成３０年６月１５日に開かれた会合には７社が出席し，長

時間の話合いの結果，Ｂ以外の６社は，Ｃを受注予定者とすることに決したところ，その場でＢの

担当者は，「今度は本気で勝負する。値下げ競争になっても必ず仕事を取る。」，「今後，一切，受注

予定者を話し合って決めるつもりはない。」，「二度とこの会合には戻らない。」と発言し，Ｃの担当

者と激しい口論になった。その後，Ａは，Ｊに連絡し，Ｊから第５回入札の指名を受けたこと及び

落札を目指していないことを確認すると，Ｃの落札に協力するよう要請し，Ｊが承諾したことから，

Ｊが入札すべき価格を伝達した。第５回入札において，ＪはＣに協力するためにＡから指示された

とおりの価格で入札し，一方，ＢはＪに協力を依頼しないで入札を行った結果，Ｂが落札した。そ

のため，７社のうちＢを除く６社は，平成３０年８月１日，本件合意のメンバーからＢを除名する

ことを決定した。

その後，Ｅは，このような入札談合はもはや維持できないと考え，平成３０年８月１０日，私的

独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律（以下「独占禁止法」という。）第７条の２第１０項

に基づいて公正取引委員会に事実の報告等を行い，それを受けて，公正取引委員会は，平成３０年

９月２０日，関係各社に対する一斉の立入検査を実施した。以後，７社は本件合意に基づく会合を

開いていない。

各回の入札における指名業者の入札価格及び農協が設定した予定価格は，以下の表のとおりであ

る。

入札 入札価格 予定価格

第１回 Ａ：２．９１億円 Ｂ：２．９４億円 Ｃ：２．９７億円 Ｄ：３．０６億円 ３億円

第２回 Ｂ：２．９７億円 Ｃ：３．０３億円 Ｄ：２．９４億円 Ｅ：３．０６億円 ３億円

第３回 Ｅ：１．９４億円 Ｇ：１．９０億円 Ｊ：２．０２億円 ― ２億円

第４回 Ｄ：０．９８億円 Ｆ：０．９６億円 Ｉ：１．０３億円 ― １億円

第５回 Ｂ：０．７２億円 Ｃ：０．７５億円 Ｊ：０．９０億円 ― １億円

〔設 問〕

上記のＢ及びＪの行為について，独占禁止法に違反するか，違反する場合には，違反する行為

がなくなった時期も含めて検討しなさい。
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〔第２問〕（配点：５０）

各種の医療・ヘルスケア製品の研究，開発，製造及び販売を行うＸ社及びＹ社（以下「当事会社

２社」という。）が，Ｙ社を存続会社とする吸収合併を行う計画（以下「本件計画」という。）を検

討している。当事会社２社は，日本法人であり，国内外に製造及び販売拠点を有し，国内外での販

売拠点を経由して，製品を国内外の医療機関等に販売している。

点滴静脈注射（以下「点滴」という。）の器具（以下「点滴関連製品」という。）としては，点滴

容器，点滴チューブ，点滴針等があり，点滴容器と点滴チューブと点滴針を組み立てて点滴は実施

される。点滴針のうち針甲は，一時的かつ短時間の点滴に用いられる。針甲以外に，持続的に点滴

を行う目的で使用される点滴針である針乙が存在するが，針甲とは形状も異なり，針乙を用いて一

時的かつ短時間の点滴を行うことはできない。

点滴針の流通は，製造販売業者から流通業者を経て，需要者である病院等の医療機関が購入する

という実態にある。点滴針について，国内の製造販売業者，国外の製造販売業者の日本法人又は輸

入総代理店が個々の製品を国内で販売するためには，それぞれ，点滴針の種類別に用途を特定して，

法律に基づく承認（以下「販売承認」という。）を受けなければならない。したがって，国内での

販売が認められる針甲は，販売承認を受けたものに限定されており，需要者である医療機関も，販

売承認を受けた製品のみを購入・使用している。このような承認制度の下，現時点で販売承認を受

けた針甲を国内向けに供給している製造販売業者は，当事会社２社及びＡ社の合計３社である。

平成３０年度における針甲のメーカー別国内販売シェアは，Ａ社が４５パーセント，Ｘ社が３０

パーセント，Ｙ社が２５パーセントである。針甲以外にも，当事会社２社のいずれもが製造販売し

ている製品はいくつか存在するが，それらの製品については，当事会社２社のシェアは小さく順位

も低く，当事会社２社以外に競合事業者が多数存在している。

Ａ社は，国外で販売する針甲を国内向けに振り向けることで国内向け供給量を増やすことができ

る。ただし，針甲の全世界でのメーカー別販売シェアを見ると，当事会社２社の合算シェアは６５

パーセント，Ａ社のシェアは２０パーセントであり，Ａ社の国内向けの供給余力は十分ではない。

Ａ社が針甲の生産を第三者に委託することで，国内向け供給量を増やすことは可能であるが，かか

る第三者は現時点では見当たらない。

現在，国外において当事会社２社及びＡ社以外に針甲を製造販売している事業者は，少数である。

また，当該事業者が製造する針甲については，これまで国内で販売実績はない。一般に，国内の医

療機関は，国内で販売実績のない医療製品を購入することはまれである。

新規参入事業者が針甲を開発して国内で販売しようとする場合，当事会社２社及びＡ社の既存製

品と同等の機能では，実績のない新規参入事業者から針甲を調達する医療機関は少ないため，新規

参入には既存製品にはない機能を付加して参入する必要があると考えられている。しかしながら，

そのような新製品の開発には一定の期間や投資を必要とする。

一定規模以上の病院では，医療製品の購入に際して，見積り合わせ等による競争的な購入方法を

採ることが一般的である。医療機関は，このような購入方法により低価格での購入を試みている。

反面，医療機関としての規模の大小にかかわらず，実際の製品選択は使用者である看護師等の意見

を聞きながら医師が行っている場合が多く，医師は製品の品質及び使い慣れを重視して製品を選択

する傾向がある。針甲についても，異なる製造販売業者の製品の間で使用方法に若干の違いがある

ことから，医師は頻繁には他の製造販売業者の製品に変更しない傾向がある。

〔設問１〕

本件計画について，独占禁止法上の問題点を検討しなさい（企業結合に関する独占禁止法上の

届出基準は充足されているものとする。）。
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〔設問２〕

公正取引委員会の企業結合審査において，企業結合により独占禁止法上の問題が生ずると判断

される場合，当該問題を解消するために企業結合当事者が企業結合計画の修正を試みることがあ

る。上記設例において，公正取引委員会が本件計画に対して独占禁止法上の問題が生ずると判断

した場合，当事会社２社が本件計画についてどのような修正を試みることによって独占禁止法上

の問題を解消できるか，以下の事実を前提に，当該修正が競争に及ぼす影響を踏まえて検討しな

さい。

点滴関連製品を取り扱っている国内流通業者６社（以下「６社」という。）のうちの１社であ

るＭ社は，針甲と同時に使用される点滴関連製品である点滴チューブ丙について１５パーセント

の販売シェアを有している。６社の取扱製品には差異はあるものの，針甲及び点滴チューブ丙を

含む点滴関連製品については競合流通業者の間で激しい販売競争が展開されており，シェアの変

動もある。このような競争状況を反映して，点滴関連製品の製造販売業者も，取引先流通業者の

変更や取引内容の随時見直しを行うことが可能である。

本件計画が検討されている現時点において，Ｍ社は，針甲の製造も販売も行っていない。しか

し，Ｍ社は，過去にＸ社製の針甲を販売し，一定のシェアを獲得した実績もあり，針甲の販売を

行う十分な経験及び能力を有している。なお，Ｘ社製の針甲の販売に関するノウハウの蓄積があ

れば，他社製の針甲についても，競合事業者との競争の中で販売を行うことは可能である。また，

Ｍ社は，針甲の製造経験はないものの，製造を行うための設備や人材，ノウハウ等を包括的に取

得できれば，それらを有効に活用する能力を有している。

Ｍ社は，点滴関連製品の国内販売で豊富な実績を有していたが，点滴に必要な一連の器具のう

ち点滴針の品ぞろえに弱点があった。Ｍ社が，針甲の製造を含む供給手段を獲得し，針甲を取り

扱うこととなれば，かかる弱点を克服することができる。そのため，Ｍ社が針甲の事業を営もう

とするインセンティブは高い。

Ｍ社は，当事会社２社及びＡ社との間に，株式の保有や役員兼任等の資本関係・人的関係を有

していない。
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㹙経 済 法㹛

〔第㸯問〕㸦㓄Ⅼ㸸㸳㸮㸧

㹖♫は㸪㟁子㒊品である⏥㸦以下「⏥㒊品」という。㸧のメーカーである。㹗♫は㸪㟁子ᶵ器で

ある乙㸦以下「乙ᶵ器」という。㸧のメーカーである。㹖♫及び㹗♫は㸪㹗♫が㹖♫の全ᰴ式を取

得することをィ⏬している㸦以下「ᮏ件ィ⏬」という。㸧。

⏥㒊品は㸪乙ᶵ器の〇㐀に不可Ḟな㔜せ㒊品の一つである。乙ᶵ器の〇㐀原価に占める⏥㒊品の

仕入原価の割合は大きくない。乙ᶵ器は⨨である丙㸦以下「丙⨨」という。㸧に⤌み㎸まれた

後に㸪世⏺中の⏘ᴗ㟂せ家に㈍売される。丙⨨の〇㐀原価に占める乙ᶵ器の仕入原価の割合はご

く僅かである。⏥㒊品には㸪乙ᶵ器メーカーを㟂せ⪅とする⤌㎸品のほか㸪乙ᶵ器や丙⨨の修⌮

のための交品も存在するが㸪交品の取引つᶍは小さい。また㸪⏥㒊品が乙ᶵ器以外の〇品の〇

㐀に⏝いられることもあるが㸪それら〇品の〇㐀に係る⏥㒊品の取引つᶍは僅少である。㹗♫が乙

ᶵ器以外のそれら〇品を〇㐀することはない。

㹖♫や㹗♫を含む⏥㒊品及び乙ᶵ器の各メーカーは㸪」ᩘの国に〇㐀㸪㓄㏦の拠Ⅼを᭷している。

また㸪⏥㒊品及び乙ᶵ器ともに㸪㔜㔞にẚして価᱁が㧗いとの≉徴から㸪㍺㏦㈝が価᱁に占める割

合は低く㸪㍺㏦㈝が取引上の㞀壁とはならない。そのため㸪⏥㒊品及び乙ᶵ器について㸪᪥ᮏを含

む世⏺中の㟂せ⪅㸦⏥㒊品については乙ᶵ器メーカー㸪乙ᶵ器については丙⨨メーカー㸧は㸪供

⤥⪅の所在する国を問わずⓎὀしており㸪供⤥⪅もそれに応じ得る≧ἣにある。ḟにぢる乙ᶵ器の

仕ᵝの差␗に基づく価᱁差を㝖けば㸪⏥㒊品及び乙ᶵ器ともに㸪地域にかかわらず世⏺における㈍

売価᱁は実㉁ⓗに同一である。

᭱⤊〇品である丙⨨は㸪メーカーの㐪いによりᶵ⬟や性⬟に大きな差␗はないが㸪メーカーご

とに仕ᵝが␗なる。丙⨨の仕ᵝごとに㸪乙ᶵ器の仕ᵝもⱝ干␗なる。ただし㸪仕ᵝが␗なっても㸪

乙ᶵ器に係る基ᮏⓗな〇㐀タ備や〇㐀工⛬は同じであり㸪〇㐀のために≉別な技⾡をせすることも

ない。丙⨨の仕ᵝに応じた乙ᶵ器の〇㐀タ備のㄪᩚの㈝⏝は大きなものではないが㸪〇㐀タ備の

ㄪᩚから商ᴗⓗな乙ᶵ器の〇㐀まで㸰か᭶から㸱か᭶をせする。それらㄪᩚは〇㐀タ備ごとに⾜わ

れ㸪各〇㐀拠Ⅼにおいて㸪丙⨨の仕ᵝに対応した仕ᵝの␗なる乙ᶵ器の〇㐀が可⬟である。丙

⨨メーカーは㸪乙ᶵ器メーカーに対して取引上の❧場が強い。⏥㒊品は㸪メーカーの㐪いによりᶵ

⬟や性⬟に差␗はないほか㸪丙⨨や乙ᶵ器とは␗なり㸪いずれのメーカーの仕ᵝも同じである。

全世⏺における⏥㒊品の㈍売≧ἣ㸦㈍売㢠に基づく市場シェア㸧は㸪㹖♫が⣙㸳㸮パーセント㸪

㸿♫が⣙㸲㸳パーセント㸪㹀♫及び㹁♫がそれぞれ⣙㸳パーセントᮍ‶である。これらメーカー㛫

ではάⓎな➇争が⾜われてきたところ㸪〇㐀タ備の᭦᪂ᮇにあった㸿♫は㸪工場を᪂タするなどし

て〇㐀タ備を増強した。その⤖ᯝ㸪㸿♫には十分な〇㐀余力がある。また㸪㹀♫にもⱝ干の〇㐀余

力がある。他᪉㸪㹖♫及び㹁♫に〇㐀余力はない。⏥㒊品の〇㐀には㧗㢠なタ備をせすることから㸪

投下㈨ᮏを回収するために〇㐀タ備の✌働⋡を㧗く⥔持することが㸪⏥㒊品の各メーカーにとって㸪

⤒営上㔜せになっている。

ḟに㸪全世⏺における乙ᶵ器の㈍売≧ἣ㸦㈍売㢠に基づく市場シェア㸧は㸪㹂♫が⣙㸲㸮パーセ

ント㸪㹗♫が⣙㸱㸮パーセント㸪㹃♫が⣙㸰㸮パーセント㸪㹄♫が⣙㸯㸮パーセントである。㹂♫

は⏥㒊品のほとんどを㸿♫から㉎入している。㹗♫は⏥㒊品の多くを㹖♫から㉎入しているが㸪安

定ㄪ㐩のほⅬから㸪㸿♫㸪㹀♫及び㹁♫から㉎入する分もある。㹃♫及び㹄♫は㸪いずれも⏥㒊品

のほとんどを㹖♫から㉎入している。㹗♫及び㹄♫に〇㐀余力がない一᪉で㸪㹂♫及び㹃♫にはⱝ

干の〇㐀余力がある。㹂♫及び㹃♫は㸪〇㐀余力をά⏝すべく㸪⏥㒊品を含む乙ᶵ器の〇㐀にせす

る㒊品について㸪入ᮐ手⥆の導入➼によるよりⰋい᮲件でのㄪ㐩をᶍ⣴している。さらに㸪㹃♫は㸪

必せとなる⏥㒊品の一㒊を⮬ら〇㐀することをィ⏬しており㸪今後㸰年以内に㸪少㔞ではあるがそ

の商ᴗⓗな〇㐀が㛤始されるぢ㎸みである。

なお㸪㹄♫は㸪㹖♫から㸪⏥㒊品以外の〇品を┦当㔞㉎入している。㹖♫における㹄♫との取引

令和2年
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の多くは㸪⏥㒊品以外の〇品に係る取引で占められており㸪㹖♫にとって㹄♫は㸪⏥㒊品以外の〇

品についてᴟめて㔜せな㢳客である。他᪉㸪それら⏥㒊品以外の〇品について㸪㹄♫が㹖♫以外の

取引先を☜保することは容᫆である。

〔設 問〕

ᮏ件ィ⏬について㸪⚾ⓗ⊂占の⚗Ṇ及び公ṇ取引の☜保に㛵するἲ律㸦以下「⊂占⚗Ṇἲ」と

いう。㸧上の問㢟Ⅼを᳨ウしなさい。
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〔第㸰問〕㸦㓄Ⅼ㸸㸳㸮㸧

㸿┴ί化ᵴ協会㸦以下「協会」という。㸧は㸪トイレからⓎ⏕するし尿や台所㸪㢼呂㸪Ὑ℆ᶵ➼

からの⏕ά㞧排Ỉを微⏕≀を利⏝してί化した後㸪側⁁➼にᨺὶするタ備であるί化ᵴのᬑ及を図

ることにより㸪⏕ά⎔境の保全と公⾗⾨⏕の向上に寄与することを┠ⓗとする一⯡♫団ἲ人である。

協会は㸪㸿┴内でί化ᵴの〇㐀㸪工㸪保守Ⅼ᳨又はΎ掃を⾜う事ᴗ⪅を主な会員㸦以下㸪協会に

所属する⪅を「会員」といい㸪所属しない⪅を「㠀会員」という。㸧とする┴内唯一の団体であり㸪

会員ᩘは⣙㸲㸳㸮名である。協会には㸪会員である各事ᴗ⪅がそれぞれ所属する〇㐀㸪工㸪保守

Ⅼ᳨及びΎ掃の各㒊会があり㸪保守Ⅼ᳨㒊会の会員は㸯㸲㸮名㸪Ύ掃㒊会の会員は㸵㸮名である。

協会は㸪♫員⥲会及び⌮事会を⨨き㸪♫員⥲会で各㒊会の入会基‽をỴ定し㸪各㒊会において㸪

それら入会基‽に基づき㸪入会⏦ㄳ⪅の入会の可否をỴ定している。各㒊会への入会をㄆめられた

⪅は㸪⮬動ⓗに協会への入会がㄆめられる。協会は㸪ί化ᵴに㛵するㄝ᫂会やㅮ⩦会を㛤催し㸪そ

の㝿㸪住宅や事ᴗ所➼にί化ᵴのタ⨨を希ᮃする⪅に対して会員を優先して⤂介し㸪会員に対して

も公Ẹ㤋や学ᰯ➼のί化ᵴに係る大口の取引を優先ⓗに᩷᪕するため㸪㸿┴内でί化ᵴの〇㐀㸪

工㸪Ύ掃を⾜う各事ᴗ⪅は㸪全て会員である。保守Ⅼ᳨を⾜う事ᴗ⪅については㸪㸯㸲㸮名の会員

のほか㸪㠀会員である㹀ら㸯㸳名が存在する。㸿┴の保守Ⅼ᳨ᴗ⪅全体の契⣙件ᩘ及び売上㧗に占

める保守Ⅼ᳨ᴗ⪅である会員の契⣙件ᩘ及び売上㧗の割合は㸪いずれも⣙㸷割である。

住宅や事ᴗ所➼にί化ᵴをタ⨨した⪅は㸪ἲ令上㸪年㸱回以上の保守Ⅼ᳨㸦ᶵ器のㄪᩚⅬ᳨㸪Ỉ

㉁᳨ᰝ㸪ᾘẘ剤の⿵充及び害㥑㝖➼を⾜うこと㸧㸪年㸯回以上のΎ掃㸦ởἾをᵴ外に引き抜き㸪

ί化ᵴをὙίすること㸧㸪年㸯回のἲ定᳨ᰝ㸦㸿┴においては㸪㸿┴⫋員がί化後のỈ㉁᳨ᰝやᶵ

器の㐺ṇ作動の☜ㄆを⾜うこと㸧を受けなければならない。また㸪ἲ令上㸪保守Ⅼ᳨を⾜った⪅は㸪

保守Ⅼ᳨の度に᳨ᰝ⤖ᯝをグ㘓⚊にグ㍕しなければならず㸪ί化ᵴタ⨨⪅は㸪これを㸱年㛫保⟶し㸪

年㸯回のἲ定᳨ᰝの㝿㸪これを提♧する必せがある。その⤖ᯝ㸪不Ⰻな保守Ⅼ᳨を⾜う⪅がⓎぢさ

れた場合㸪㒔㐨府┴▱事は㸪その⪅に対し㸪必せな助ゝ㸪指導㸪勧告又はᨵ善命令を⾜うことがで

きる。

㸿┴内で保守Ⅼ᳨ᴗを⾜うためには㸪ἲ令や᮲例上㸪㸿┴▱事のⓏ㘓を受けなければならず㸪そ

のⓏ㘓の᭷効ᮇ㛫は㸱年である。また㸪᮲例上㸪そのⓏ㘓㸦᭦᪂を含む。以下同じ。㸧の⏦ㄳを⾜

おうとする⪅は㸪⮬らがί化ᵴのΎ掃ᴗのチ可を受けていない㝈り㸪ᴗ務を⾜おうとする区域にお

いて⌧にΎ掃ᴗのチ可を受けているί化ᵴΎ掃ᴗ⪅と提ᦠしていることをド᫂する᭩㢮を提出しな

ければならない。ί化ᵴのΎ掃ᴗのチ可は㸪ἲ令上㸪ᴗ務区域を⟶㎄する市⏫ᮧ㛗により⾜われる

ところ㸪㸿┴下の市⏫ᮧにおいては㸪Ύ掃によって⏕じるởἾ➼の一⯡廃Რ≀の処⌮ᴗのチ可を受

けていることをί化ᵴのΎ掃ᴗのチ可基‽の一つとしている。一⯡廃Რ≀の処⌮ᴗについては㸪処

⌮ᴗ務の⥲㔞を㉸えるᴗ⪅の参入をㄆめる必せはなく㸪㸿┴内では㸪処⌮ᴗ務の⥲㔞にぢ合ったチ

可が᪤にされているため㸪᪂つにチ可がされるぢ㎸みはない。その⤖ᯝ㸪㸿┴においてί化ᵴの保

守Ⅼ᳨ᴗのⓏ㘓を受けようとする場合㸪その⪅がΎ掃ᴗのチ可を受けておらず㸪かつ㸪一⯡廃Რ≀

処⌮ᴗのチ可も受けていなければ㸪᪂たにΎ掃ᴗのチ可を受けられるぢ㎸みが乏しいため㸪㸿┴内

のΎ掃ᴗ⪅と提ᦠするほかない。

ところで㸪ᩘ年前から㸪㸿┴内のἙ川は㸪そのỈ㉁が全国で᭱もở⃮のⴭしいものの一つとして

報㐨されるようになった。㸿┴ではί化ᵴの保守Ⅼ᳨ᴗ⪅が┦当ᩘに上るにもかかわらず㸪᪂つに

ί化ᵴをタ⨨する住宅や事ᴗ所➼はῶ少している。こうした事情から㸪協会は㸪ί化ᵴの保守Ⅼ᳨

をめぐる➇争が⃭化して㐣度な低ᩱ㔠化が㐍むと㸪⎔境保全と公⾗⾨⏕に十分㓄慮した事ᴗά動が

できなくなるという⌮⏤で㸪保守Ⅼ᳨ᴗ⪅である会員に対して㸪会員㛫で᪤存の取引先を尊㔜して

奪い合わないよう㸪協会からの㝖名を♧唆しながら強く指導し⥆けている。また㸪協会は㸪平成㸰

㸶年㸲᭶の♫員⥲会において㸪上グと同ᵝの⌮⏤で㸪㸿┴内でί化ᵴの保守Ⅼ᳨を⾜う他の事ᴗ⪅

の㢳客を低ᩱ㔠を提♧して奪おうとする⪅から⏦ㄳがあっても入会をㄆめないこと㸪Ύ掃ᴗのチ可

を受けていない㠀会員が保守Ⅼ᳨ᴗを⾜うため㸿┴▱事にⓏ㘓を⏦ㄳする㝿㸪Ύ掃ᴗ⪅である会員
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が㸪᭷償であると↓償であるとを問わず㸪当ヱⓏ㘓⏦ㄳ⪅と提ᦠしてはならないこと㸪ただし㸪そ

の⪅が低ᩱ㔠を提♧して会員の᪤存の㢳客を奪わないと☜⣙した場合には㸪᭷償で提ᦠしてよいこ

とをそれぞれỴ定した。さらに㸪協会は㸪平成㸰㸶年㸲᭶以㝆㸪上グと同ᵝの⌮⏤で㸪㸿┴内の保

守Ⅼ᳨ᴗ⪅が使⏝するỈ㉁᳨ᰝ⸆やᾘẘ剤のほとんど全てを供⤥するメーカーに対して㸪㸿┴内で

㠀会員にそれらを供⤥しないよう働き掛け㸪これに同意させている。これらのメーカーは㸪㠀会員

に㈍売すると会員に対する㈍売を妨害されるおそれがあるため㸪それぞれ㸪協会のせồに同意する

ことを余儀なくされている。㠀会員が別の㈍㊰や᪉ἲでί化ᵴ⏝のỈ㉁᳨ᰝ⸆やᾘẘ剤を入手する

ことはできない。なお㸪平成㸰㸶年㸲᭶以㝆も㸪㸿┴内のί化ᵴの保守Ⅼ᳨をめぐる➇争は⃭化し

ているため㸪そのᩱ㔠は一㈏して下ⴠし⥆けている。

㸿┴内のί化ᵴ保守Ⅼ᳨ᴗ⪅である㠀会員の㹀ら㸯㸳名は㸪Ύ掃ᴗのチ可も一⯡廃Რ≀処⌮ᴗの

チ可も受けていない⪅であるが㸪平成㸰㸶年㸯㸮᭶から平成㸱㸮年㸯㸮᭶までの㛫に㸱回ないし㸳

回の入会⏦㎸みをそれぞれ⾜ったところ㸪他の事ᴗ⪅の㢳客を低ᩱ㔠を提♧して奪おうとする⪅で

あり㸪⏕ά⎔境の保全と公⾗⾨⏕の向上に㓄慮した事ᴗά動を⾜うことができないことを⌮⏤に㸪

保守Ⅼ᳨㒊会において㸪㹀らの入会⏦㎸みはいずれも否Ỵされた。㹀らは㸪協会に入会することが

できないため㸪Ỉ㉁᳨ᰝ⸆やᾘẘ剤の入手が困㞴となっているほか㸪Ⓩ㘓ᮇ㛫の‶了後には㸪保守

Ⅼ᳨ᴗのⓏ㘓の⏦ㄳに必せなί化ᵴΎ掃ᴗ⪅との提ᦠを受けられなくなるため㸪保守Ⅼ᳨ᴗを⥅⥆

して営むことはできなくなるとぢ㎸まれる。なお㸪㹀らが㸪これまでに不Ⰻな保守Ⅼ᳨を⾜ったと

して㸿┴▱事から⾜ᨻ指導及び⾜ᨻ処分を受けたことはない。

〔設 問〕

問㢟ᩥにおいて㸪⊂占⚗Ṇἲに㐪反する⾜Ⅽはㄆめられるか㸪ㄆめられるとすれば㸪ㄡのどの

ような⾜Ⅽか㸪㐺⏝᮲ᩥも含めて᳨ウしなさい。
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［経 済 法］

〔第１問〕（配点：５０）

Ｙ１ないしＹ１５は，いずれも土木工事の施工等を業とする株式会社である。

Ｘ県は，大雨により崩壊した県道の復旧工事２０件（以下「本件各工事」という。）を条件付一

般競争入札の方法（入札公告により，特定の入札参加資格を付して入札の参加希望者を募り，当該

参加資格を満たしていると認められた者を当該入札の参加者とする方法）により発注することとし，

落札方式については，入札価格を８０点満点で評価する「価格評価点」と技術力を２０点満点で客

観的に評価する「技術評価点」を合算した点数の最も高い者を落札者とする総合評価落札方式を採

用することとした。本件各工事は，いずれも同じ日に入札公告がなされ，その後，いずれも同じ日

に入札がなされる。

Ｘ県が本件各工事の入札公告に先立ってその発注見通しを公表したことを受け，Ｘ県に所在する

技術力の高いＹ１ないしＹ１３は，受注価格の低落防止及び受注機会の均等化を図るため，それぞ

れの担当者による会合（以下「本件会合」という。）を開き，次の⑴ないし⑶のとおり合意した

（以下「本件合意」という。）。

⑴ 本件合意の参加者は，本件各工事の入札に先立ち，Ｙ１に対し，受注を希望する工事を知ら

せるとともに，当該工事について技術評価点に係る自社の予測値を提供すること

⑵ Ｙ１は，受注希望者の中から受注予定者を決めるとともに，それ以外の入札参加者も決め，

受注予定者が確実に受注できるようにするため，提供を受けた技術評価点の予測値に基づいて，

受注予定者及びそれ以外の入札参加者が入札すべき価格を算出し，これらをそれぞれに伝える

こと

⑶ 受注予定者はＹ１から伝えられた価格で入札すること，それ以外の入札参加者はＹ１から伝

えられた価格で入札し，受注予定者が受注できるよう協力すること

また，本件会合において，本件各工事の性質上，Ｘ県の隣接県に所在するＹ１４及びＹ１５が本

件各工事の入札に参加することが予想されるとのＹ１の担当者の発言を受けて，Ｙ１ないしＹ１３

は，Ｙ１を調整役として，Ｙ１４及びＹ１５に本件合意への参加を呼び掛けることにした。

Ｙ１の担当者とＹ１４又はＹ１５の担当者との面談状況は，それぞれ以下のとおりであった。

まず，Ｙ１の担当者は，面談したＹ１４の担当者に対して，本件合意の内容を説明した上で，本

件合意の参加者を特定することなく，Ｘ県所在の有力な業者の多くが本件合意に参加する意思を表

明していると伝え，本件合意への参加を呼び掛けた。その際，Ｙ１４の担当者は，本件合意の参加

者の正確な範囲を認識しておらず，それを確認することもせず，また，本件合意に参加した場合の

見返りに関する質問もしなかった。Ｙ１４の担当者は，Ｙ１の担当者に対し，会社としてＹ１の呼

び掛けに応じる意思を表明したが，その理由は，本件各工事を受注する希望はないものの，Ｘ県に

よる追加工事の発注があり得ると考えた上で，それらについて受注を希望することがあれば，Ｙ１

を通じてＸ県所在の業者から協力を得ることができるかもしれないと期待したからであった。

次に，Ｙ１の担当者は，面談したＹ１５の担当者に対して，本件合意の内容を説明した上で，本

件合意の参加者がＹ１ないしＹ１４であることを伝え，本件合意への参加を呼び掛けた。その際，

Ｙ１の担当者が，Ｙ１５において本件各工事の受注を希望することがあれば，Ｙ１５を受注予定者

とすることもあるなどと述べたことから，Ｙ１５の担当者は，Ｙ１の担当者に対し，会社としてＹ

１の呼び掛けに応じる意思を表明した。

上記の各面談後，Ｙ１の担当者は，Ｙ２ないしＹ１３の各担当者に対し，Ｙ１４及びＹ１５が本

件合意に参加することになったと伝えた。しかし，本件各工事の入札公告に先立ち，Ｙ１５は，コ

ンプライアンス上の理由から本件合意への参加には応じられないこととなった。このため，Ｙ１５

の担当者は，Ｙ１の担当者に対し，会社として，上記面談時に伝えた本件合意に参加する意思を撤

回する旨の連絡を行い，Ｙ１の担当者からの再度の呼び掛けに対してもこれを拒否する姿勢を明確

令和3年



- 13 -

に示した。Ｙ１の担当者は，Ｙ１５の技術力や確保できる作業員数の見込みなどに照らして，Ｙ１

５が本件合意への大きな脅威になることはないと判断した上で静観することとし，Ｙ１５の翻意を

Ｙ２ないしＹ１３の各担当者に伝えず，また，Ｙ１４の担当者にも伝えなかった。

その後，本件各工事の入札公告がなされ，本件合意に従って受注予定者の決定等がなされた。２

０件の本件各工事のうち１９件は，本件合意に基づく調整の結果どおり，Ｙ１ないしＹ１３が落札

した。残る１件は，Ｙ１に対して本件合意への参加の意思を撤回したＹ１５が，独自の積算で入札

して落札した。Ｙ１４は，本件各工事の受注希望を表明することはなかったが，特にＹ１より依頼

のあった１件の工事について，技術評価点の予測値をＹ１に提供するとともに，Ｙ１から伝えられ

た価格で入札した。なお，本件合意への参加を呼び掛けることのなかったＹ１ないしＹ１５以外の

技術力が高くない数社が本件各工事の入札に参加したが，落札した工事はなかった。

〔設 問〕

Ｙ１ないしＹ１３，Ｙ１４及びＹ１５の行為について，私的独占の禁止及び公正取引の確保に

関する法律（以下「独占禁止法」という。）上の問題点を検討しなさい。解答に当たっては，Ｙ

１４及びＹ１５による以下の主張の当否を踏まえること。なお，課徴金の賦課及び犯則事件につ

いて論じる必要はない。

Ｙ１４の主張：「本件合意の参加者の正確な範囲を知らない。また，そもそも本件各工事に受

注希望はなかったし，実際，落札した工事もない。」

Ｙ１５の主張：「当初，Ｙ１の呼び掛けに応じたが，その後，少なくともＹ１に対しては入札

公告前に，本件合意に参加しないことを明確に伝えた。」



- 14 -

〔第２問〕（配点：５０）

甲製品は，主要な家庭用電動器具の一つであり，特有の機能・効用を有し，代替品は存在しない。

甲製品には，その安全性に関する公的規格が設定されている。

甲製品の国内メーカーとして，従来からＸ社，Ａ社及びＢ社の３社があり，令和元年における甲

製品の国内販売台数のシェアは，Ｘ社が４５パーセント，Ａ社が２５パーセント，Ｂ社が１５パー

セントであった。また，近年，Ｙ社が参入し，その甲製品のシェアは毎年漸増しており，令和元年

において１５パーセントであった。先発の３社及びＹ社以外には，上記の公的規格による甲製品を

製造・販売するものはいない。

甲製品は，各種の家庭用電動器具を専門に取り扱う販売店のほか，ホームセンター等の販売店で

販売されており，これらの販売店では２社以上の甲製品を取り扱う併売が一般的であるが，後発の

Ｙ社の甲製品を取り扱っている販売店は限定的である。甲製品の販売店にとっては，メーカーによ

る販売促進や技術面の支援が重要な意味を持っている。また，甲製品のユーザーは，販売店の助言

や推奨によってメーカーを選定する傾向が強い。

Ｘ社は，家庭用電動器具の総合メーカーとしてブランド力が強く，また，国内における甲製品の

最先発のメーカーとしてユーザーからの知名度も高く，販売店にとってはＸ社の甲製品を取り扱う

ことが不可欠である。Ｘ社は，その取引先販売店のうち，家庭用電動器具全体を対象にその販売力

や技術力等を評価して選定したものをＸ社の「特約店」として認定し，家庭用電動器具の販売促進

や技術面での支援策を総合的に提供する特約店制度を実施しており，Ｘ社の甲製品を取り扱う取引

先販売店の約６０パーセントが特約店となっている（なお，特約店にあっても併売が一般的であ

る。）。こうした事情から，Ｘ社は，甲製品について大きなシェアを確保してきたが，近年参入し

てきたＹ社の伸長により，そのシェアをやや低下させてきていた。また，Ａ社及びＢ社は，いずれ

も甲製品を主体とするメーカーであり，Ｘ社に比べればブランド力は強くないが，一定のシェアを

維持してきた。他方，Ｙ社の甲製品は，先発の３社の甲製品と比較して相対的に低価格であり，Ｙ

社は，そのことを強調した販売戦略により，甲製品の販売台数を増加させてきていた。

こうした状況において，Ｙ社では，その甲製品の更なる販売拡大を目指すこととし，令和２年１

月以降，従来Ｙ社の甲製品を取り扱っていない販売店に対して新規の取引を申し入れる取組を強化

し始めた。その結果，販売店の中には，Ｙ社の甲製品の取扱いを新たに始めるものが出てきた。こ

れに対し，従来から甲製品のシェアがやや低下してきていたＸ社は，その原因がＹ社の甲製品の伸

長にあり，特にＹ社の甲製品をユーザーに積極的に推奨する販売店が存在していること，Ｙ社が新

たな取引先販売店の開拓に乗り出したこと，これまで甲製品の価格競争は限定的であったにもかか

わらず，相対的に廉価なＹ社の甲製品の伸長が甲製品全体の価格水準に影響しかねないことに危機

感を抱き，次の二つの措置を講じることとした。

まず，Ｘ社は，直ちに実施できる措置として，令和２年４月から，Ｙ社の甲製品も取り扱う取引

先販売店のうち，Ｙ社の甲製品を積極的にユーザーに推奨しているものに対して個別に，このまま

Ｙ社の甲製品の積極的な推奨を続けると，Ｘ社の家庭用電動器具の販売促進や技術面の支援におい

て不利な扱いをする旨示唆している（以下「措置１」という。）。そして，実際にＸ社から不利な

扱いを受けた販売店も出てきており，また，Ｘ社の取引先販売店の間では，Ｘ社から不利な扱いを

受けた販売店があるとの情報が流布している。このため，販売店の中には，Ｘ社との取引上不利に

なることを恐れて，ユーザーに対するＹ社の甲製品の積極的な推奨を取りやめるものが出てきてお

り，Ｙ社の甲製品の取扱いを検討していたＸ社の取引先販売店の中には，Ｙ社の甲製品の取扱いを

断念したものもある。

次に，Ｘ社は，措置１と並行して，特約店制度を利用した措置を採ることとし，令和２年１０月

から，Ｘ社の甲製品を取り扱う特約店に対し，ユーザーに対して専らＸ社の甲製品を推奨すること

を約束する場合には，Ｘ社の甲製品の販売台数の増加率に応じて家庭用電動器具全体の仕入額を計

算基礎とする累進的なリベートを供与する旨提案し，これを実施し始めた。そして，Ｘ社は，特約
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店における上記の約束の履行状況を確認するために，自社の従業員又は第三者による特約店のモニ

タリングを実施し，必要に応じ，上記の約束を履行していない特約店に対する指導を行っており，

改善されない場合には，リベートを供与しないだけでなく，特約店に対する販売促進や技術面での

支援策を削減する旨通告している（以上の措置を以下「措置２」という。）。令和２年１２月末時

点では，Ｘ社の甲製品を取り扱う特約店の約半数が上記の約束をしており，措置２により，Ｙ社に

よる新たな取引先販売店の獲得に懸念が生じている。

〔設問１〕

Ｘ社による措置１及び措置２のそれぞれについて，独占禁止法に違反するか検討しなさい。

〔設問２〕

問題文に加えて，令和３年５月時点で以下の事情が認められる場合に，Ｘ社による措置１及び

措置２の全体について，独占禁止法に違反するか検討しなさい。

Ｘ社の甲製品を取り扱う特約店のうち，専らＸ社の甲製品の推奨を約束しているものは，約７

０パーセントに達している。また，Ｙ社，Ａ社及びＢ社の甲製品の販売台数にかなりの影響が出

ており，その結果，Ｘ社の甲製品のシェアは，令和３年第１四半期（令和３年１月から同年３月

まで）において６０パーセントに達した。さらに，Ｙ社の甲製品を積極的に推奨する販売店が少

なくなり，また，Ｙ社の甲製品を取り扱う販売店が増えていないことから，甲製品の価格水準は，

従来どおり安定した状態にある。
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[経 済 法] 

Ｘ社とＹ社は、電子部品である甲（以下「甲」という。）を製造販売する日本の会社である。Ｘ社

は、Ｙ社から甲の製造販売事業の全てを譲り受けることを計画している（以下「本件計画」という。）。 

甲は電子機器である乙（以下「乙」という。）の部品であり、乙は日本を含む世界中で販売されて

いる。乙の部品として甲に代わるものはなく、また、乙の部品として用いる以外に甲の用途はない。

乙には、据付け型（以下「据付け型乙」という。）とモバイル型（以下「モバイル型乙」という。）

がある。甲には、据付け型乙向けの大型のもの（以下「大型甲」という。）と、モバイル型乙向けの

小型のもの（以下「小型甲」という。）がある。 

大型甲の代わりに小型甲を用いることはできないし、小型甲の代わりに大型甲を用いることもでき

ない。また、大型甲の製造設備を小型甲の製造設備に変更することはできないし、小型甲の製造設備

を大型甲の製造設備に変更することもできない。なお、甲の製造販売事業を新たに開始することは困

難である。 

Ｘ社及びＹ社を含む甲の製造販売業者は世界中に向けて甲を販売できる体制を整えており、日本に

所在するものを含む乙の製造販売業者は、必要な大型甲及び小型甲を、それぞれ世界中の甲の製造販

売業者から購入している。販売価格に占める輸送費や関税の割合は小さく、大型甲及び小型甲のいず

れの取引においても、国ごとの価格差はない。 

全世界における大型甲の販売状況（販売額に基づく市場シェア）は、Ｘ社が５０パーセント、Ｙ社

が４０パーセント、Ａ社が１０パーセントである。近年、据付け型乙の需要は減少傾向にあり、それ

に伴い大型甲に対する需要も減少傾向にある。大型甲の需要減少がＹ社の想定以上であることなどか

ら、Ｙ社の大型甲の製造販売部門は大幅な赤字が続いている。今後、本件計画が実現しなければ、近

い将来においてＹ社が大型甲の製造販売事業から撤退する蓋然性は高い。 

大型甲の需要減少に伴い、Ｘ社及びＹ社は、大型甲について十分な製造余力を有する。これに対し

て、Ａ社は、大型甲の製造設備を縮小してきており、大型甲について製造余力を有しない。なお、Ａ

社は、本件計画に先立ちＹ社からなされた、大型甲を含む甲の製造販売事業の全ての譲渡に関する申

出を断ったという経緯がある。 

全世界における小型甲の販売状況（販売額に基づく市場シェア）は、Ａ社が３０パーセント、Ｘ社、

Ｂ社及びＣ社が各２０パーセント、Ｙ社が１０パーセントである。据付け型乙とは対照的に、近年、

モバイル型乙の需要は増加傾向にあり、それに伴い小型甲に対する需要も増加傾向にある。モバイル

型乙及び小型甲をめぐっては技術開発を含む活発な競争が行われており、小型甲の製品サイクルは短

い。 

Ｘ社及びＹ社が小型甲について十分な製造余力を有しないのに対して、Ａ社、Ｂ社及びＣ社は小型

甲について十分な製造余力を有する。モバイル型乙の製造販売業者は、小型甲の製造販売業者に対し

て取引交渉上の地位が強く、さらに、低価格調達のために発注方法を工夫している。 

〔設問〕 

 本件計画に基づいてＸ社がＹ社から甲の製造販売事業の全てを譲り受けることは、私的独占の禁

止及び公正取引の確保に関する法律第１６条第１項に違反するか検討しなさい。 
なお、Ｙ社の当該事業は同社の事業の「重要部分」（同項第１号）に該当するものとする。 

令和4年 予備試験
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ࠝ➨㸯ၥࠞ（配点：５０）

甲装置は、我が国において法令上求められている検査のための特有の機能を有する業務用検査装

置である。また、乙機器は、甲装置の中核となる機器であり、甲装置に組み込んで使用される。

甲装置には、大型の甲装置（以下「大型甲」という。）と小型の甲装置（以下「小型甲」という。）

がある。大型甲と小型甲の市場規模（販売金額）は同程度であり、それぞれの需要は安定している。

大型甲と小型甲では、サイズ、処理能力等が異なり、また、大型甲と小型甲の製造設備を相互に転

換するためには、かなりの投資と時間を必要とする。

甲装置の主要なメーカーとして、Ｘ社、Ｙ社及びＺ社（以下「３社」という。）があり、それぞ

れ複数の製造設備で甲装置を製造しているが、３社それぞれの製造能力にはかなりの余裕がある。

３社のほかに、小型甲のみを製造販売するＷ社がある。これらのメーカーは、全国の需要者に甲装

置を販売する体制を整えており、地域による価格差は存在しない。また、甲装置の輸出入は事実上

行われていない。甲装置の需要者は、比較的大規模な事業者であり、交渉力が強い。甲装置の製造

コストは、需要者向け販売価格の６割程度である。

甲装置全体では、Ｚ社がシェア（販売金額に基づく割合をいう。以下同じ。）を漸増させてきて

おり、その分、Ｘ社及びＹ社のシェアが漸減してきている。現在のシェアは、次表のとおりである。

甲装置全体 大型甲のみ 小型甲のみ

Ｘ社 ２５％ ４０％ １０％

Ｙ社 ２５％ ２０％ ３０％

Ｚ社 ４０％ ４０％ ４０％

Ｗ社 １０％ ― ２０％

合計 １００％ １００％ １００％

大型甲については、３社が製造販売しており、うちＸ社とＺ社が大きなシェアを有している。こ

れに対し、Ｙ社のシェアは、同程度の製造能力を有する二つの大型甲の製造設備のうち一つが老朽

化して高コストになっていることもあって減少傾向にあり、このままでは今後更にシェアを落とす

ことになるとみられている。

他方、小型甲については、３社のほか、小型甲のみを製造販売するＷ社を加えた４社がしのぎを

削っている。Ｘ社は、小型甲については最低のシェアにとどまっている。

乙機器は、専ら甲装置に組み込まれるものであり、他に代わるものはなく、他に転用することも

できない。また、大型甲向けと小型甲向けとで違いはない。

３社は、乙機器を自ら製造している。乙機器の製造コストは、甲装置全体の製造コストの５割程

度を占めている。乙機器の製造には特殊な技術が必要であり、甲装置のメーカー以外には乙機器の

製造技術を有するものはおらず、新規参入も困難であり、また、輸出入も事実上行われていない。

３社それぞれの乙機器の製造能力にはある程度の余裕がある。

他方、小型甲のみを製造するＷ社は、乙機器を製造する技術を有するものの、自らは製造せず、

３社に製造を委託している（必要数量のおおむね３分の１ずつ）。これは、甲装置のシェアが低い

Ｗ社が乙機器を自ら製造する場合にはコスト面で不利であり、乙機器の製造余力がある３社から供

給を受けることが有利であると判断しているためである。Ｗ社が乙機器の製造設備を設置し稼働さ

せるためには３年近い期間を必要とする。また、Ｗ社は、独自の技術を用いて、他社から調達した

乙機器を組み込んだ小型甲を製造しており、一部の需要者から支持を得ていることから、一定の競

争力があると評価されている。

令和5年 司法試験
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ࠝタ ၥࠞ

こうした中で、Ｘ社及びＹ社では、次の二つの計画を立案しており、その一環として、私的独

占の禁止及び公正取引の確保に関する法律（以下「独占禁止法」という。）上の問題点について

も検討している。二つの計画について、独占禁止法上の問題点を分析して検討するとともに、問

題があると判断される場合には、当該問題を解消するために必要と考えられる措置を具体的に提

示しなさい。なお、二つの計画について、それぞれ独立して検討するものとする。

⑴ 甲装置の製造コストは、その製造数量や製造設備の稼働率に左右されるところ、Ｘ社の小型

甲の製造設備やＹ社の二つの大型甲の製造設備のうちの一つの稼働率が低い状況にある。しか

し、甲装置の需要者の中には、設置場所等により大型甲と小型甲の両方を必要とするものも少

なくなく、Ｘ社及びＹ社では、大型甲と小型甲の両方を販売することが営業上重要であると判

断している。

このため、Ｘ社とＹ社は、次の内容の甲装置の製造受委託（ＯＥＭ）契約を締結することを

計画している。すなわち、Ｘ社にあっては、小型甲の製造を取りやめ、Ｙ社に小型甲の製造の

全部を委託し、Ｙ社から供給を受けた小型甲を自社の製品として需要者に販売する。逆に、Ｙ

社にあっては、大型甲の製造を取りやめ、Ｘ社に大型甲の製造の全部を委託し、Ｘ社から供給

を受けた大型甲を自社の製品として需要者に販売する。甲装置の需要者向けの販売活動は、そ

れぞれが独立して行う。

Ｘ社及びＹ社において、大型甲と小型甲の製造を担当する従業員を相互に配置転換すること

は容易である。それぞれの現有製造設備から他方に必要数量を供給することは可能であるが、

特に大型甲についてはＸ社の製造余力は乏しくなる見込みである。また、大型甲及び小型甲の

いずれについても、製造受託者から製造委託者に対する供給価格は、それぞれの需要者向け販

売価格の８割程度と見込まれる。

なお、これによりＷ社に対する乙機器の供給に影響が生じることはない。

⑵ 乙機器の製造コストは、その製造数量や製造設備の稼働率に左右されるところ、甲装置のシ

ェアが首位のＺ社に比べて低いＸ社及びＹ社では、乙機器の製造コスト面で不利な状況にある。

このため、Ｘ社とＹ社は、それぞれの乙機器製造部門を共同新設分割方式で切り出し、乙機

器の製造を行う共同出資会社としてＳ社を設立することを計画している。なお、この共同新設

分割は、独占禁止法に基づく公正取引委員会への届出基準を充足している。

Ｓ社では、乙機器の製造設備を統廃合し（ただし、Ｗ社に対して引き続き乙機器を供給する

上で必要な製造能力を維持する。）、製造コストの低減を図る。Ｘ社及びＹ社は、Ｓ社から製

造コストベースで乙機器の供給を受ける。また、甲装置の製造や需要者向けの販売活動は、そ

れぞれが独立して行う。
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ࠝ➨㸰ၥࠞ（配点：５０）

甲精密工作機械（以下「甲機械」という。）は、機械部品を効率よく高精度に自動で加工する工

作機械である。我が国における甲機械のメーカー（以下「メーカー」という。）は５社あり、その

売上額に基づく割合（以下「シェア」という。）はほぼ均等である。甲機械に代替する工作機械は

なく、この１０年間に甲機械の製造販売業に新規参入したものはなく、また、輸入もほとんど行わ

れていない。

甲機械を使用して機械部品を加工する甲機械の需要者（以下「需要者」という。）にとっては、

これをメーカーから購入する方法と、リース事業者から甲機械のリースを受ける方法がある。リー

スとは、需要者があらかじめ選定した甲機械をリース事業者がメーカーから購入し、これを需要者

がリース事業者から中長期にわたって賃借する方法である。リースには、①初期に多額の購入費用

が掛からず、毎月のリース料の支払だけで済み、費用を平準化できること、②管理や事務の負担を

軽減できること、③陳腐化しやすい甲機械にあって常に最新のものを導入できることなどのメリッ

トがあり、こうしたメリットを重視する需要者は、甲機械の購入ではなくリースを選択している。

どのメーカーにおいても、甲機械の販売台数に占める購入する需要者向けとリース事業者向けの比

率は、おおむね５０パーセントずつとなっている。

リース事業者であるＡ社、Ｂ社、Ｃ社及びＤ社（以下「リース４社」という。）は、我が国にお

ける甲機械のリースの取引において、それぞれ約１３パーセント、約１１パーセント、約１０パー

セント及び約７パーセントのシェアを有している。その他のリース事業者も多数存在し、競争は活

発に行われているが、そのシェアはいずれも５パーセント以下である。また、国内における甲機械

の販売台数全体のうちリース４社が購入する割合は、それぞれ約７パーセント、約６パーセント、

約５パーセント及び約４パーセントとなっている。甲機械のその他の購入者で３パーセント以上の

割合を有するものはいない。

近年、甲機械に対する需要の鈍化に伴い、メーカーには甲機械の在庫が増えている。こうした中

で、メーカーのうちＸ社及びＹ社（以下「メーカー２社」という。）が、それぞれ、甲機械の販売

のみならず、甲機械のリースを希望する需要者に対して自ら直接リースを行うこと（以下「直接リ

ース」という。）を始めた。これにより、リース４社の取引先である需要者の中にも、メーカー２

社から甲機械の直接リースを受けるものが出てきた。

メーカー２社による直接リースによって大きな影響を受けていたＤ社の営業部長ｄは、他社の状

況を知りたいと考えて、Ａ社の営業部長ａ、Ｂ社の営業部長ｂ及びＣ社の営業部長ｃに情報交換を

呼び掛けた。この呼び掛けを受けて令和５年４月１０日に開かれた会合では、リース４社がそれぞ

れ直接リースによる影響を受けていることについて情報交換が行われた後、出席者から次のような

発言があった（発言順）。

ｄ：「メーカーによる直接リースがこのまま拡大していくと、我々リース事業者は大きな打撃を受

けることになる。」

ｂ：「リースに関する知識や経験に乏しいメーカーがリースを行うと、需要者に対して十分な説明

ができず、需要者の利益にならない。」

ｄ：「リース事業への需要者の信頼を失わせることにもなる。」

ａ：「メーカーは、需要者に販売することは自由にできるのだから、リースについては我々に任せ

るべきだろう。」

ｃ：「リースを知らないメーカーによる直接リースはやめさせるべきだ。」

ｂ：「メーカー２社が直接リースを続けるなら、メーカー２社からの甲機械の購入はやめたい。」

ａ：「メーカー２社に直接リースをやめさせるには、ここにいるリース４社がメーカー２社からの

甲機械の購入をやめることが最も有効な方策ではないか。」

ｃ：「確かにリース４社で協力すれば、メーカー２社への圧力になる。」

ａ：「メーカーに対してリース事業者の利益を守るためには、この場にいるリース４社の結束が必
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要だ。」

ｃ：「今のところ直接リースを始めたのはメーカー２社に限られているが、他のメーカーに直接リ

ースをさせないための牽制にもなる。」

ｂ：「メーカー２社が直接リースをやめれば、他のメーカーも直接リースを始めようとは考えない

だろう。」

情報交換を呼び掛けたｄは、会合の途中から発言しなくなったが、ａ、ｂ及びｃの発言に異を唱

えることはなかった。また、ａ、ｂ及びｃは、Ｄ社がメーカー２社による直接リースの影響を大き

く受けていることを知っていた。

その後、Ａ社、Ｂ社及びＣ社（以下「リース３社」という。）は、それぞれ、令和５年４月２４

日、メーカー２社に対して、直接リースを今後行わないこと、直接リースを今後も行うメーカーか

らは甲機械を購入しないことを申し入れた。Ｄ社も、同月２６日、メーカー２社に対して、リース

３社の申入れと同趣旨を申し入れた。これらの申入れを受けて、メーカー２社のうちＸ社は、今後、

直接リースを行わないこととしたが、Ｙ社は、引き続き直接リースを行っていた。このため、リー

ス３社は、それぞれ、同年６月８日、Ｙ社に対して、今後Ｙ社から甲機械を購入しない旨通知した。

Ｄ社も、同月１０日、Ｙ社に対して、リース３社の通知と同趣旨を通知した。これにより、Ｙ社も、

以後、直接リースを行わないこととするに至った。

ࠝタ ၥࠞ

リース４社の上記行為について、独占禁止法上の問題点を分析して検討しなさい。
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 ［経　済　法］

甲製品は特有の機能を有する事務機器であり、甲製品に代替できる製品はない。我が国における

甲製品のメーカーとして、Ａ社、Ｂ社、Ｃ社、Ｄ社及びＥ社の５社（以下「５社」という。）があ

り、令和４年における各社のシェア（甲製品の国内における総販売額に占める各社の販売額の割

合）は、それぞれ、３０パーセント、２５パーセント、２０パーセント、１５パーセント、１０パ

ーセントとなっている。なお、輸入は事実上行われていない。また、５社は、甲製品事業の振興と

共通の利益の増進を目的として、一般社団法人日本甲製品協会（以下「甲製品協会」という。）を

 設立している。

５社は、それぞれ、甲製品を直接ユーザーに販売している。甲製品の需要の大部分は買換えに伴

うものであり、一般に、ユーザーは数年ごとに甲製品を買い換えている。甲製品について、メーカ

ーごとの性能、使用方法等に大きな違いはないことから、ユーザーは買換えに際して異なるメーカ

 ーの甲製品を選択することが少なくなく、５社間でユーザーの争奪が活発に行われてきている。

使用済みとなった甲製品については、従来、メーカーがユーザーから無償で引き取り、整備等を

行った上で中古品として販売することもあるが、多くは産業廃棄物処理業者に委託して廃棄してい

 たほか、ユーザーが自ら廃棄していた。

ところが、数年前、法令により、使用済みの甲製品（整備等を行った上で中古品として販売され

るものを除く。以下同じ。）について、製造販売したメーカーが回収し、再利用が可能な部品等を

取り出し、洗浄・検査等を行って、甲製品の部品等としての再利用を可能とすること（以下「リサ

イクル」という。）が義務付けられ、所要の準備期間を置いて令和５年４月１日から施行されるこ

ととなった。リサイクルを義務付ける法令には、リサイクルに要する費用（以下「リサイクル費

用」という。）について、メーカーは合理的な範囲でユーザーに負担を求めることができる旨定め

 られている。

リサイクル費用は、回収した使用済みの甲製品から部品等を取り出して再利用が可能となるよう

に処理すること（以下「処理」という。）に要する費用（処理施設を設置・運営する費用を含む。

以下「処理費用」という。）と、回収した使用済みの甲製品の処理施設への運送及び再利用される

部品等の処理施設から甲製品の製造・修理拠点への運送（以下、合わせて「運送」という。）に要

する費用（以下「運送費用」という。）に大別される。また、部品等の再利用による製造費用の節

 減額はメーカーにより異なっているが、いずれのメーカーにおいても大きなものではない。

使用済みの甲製品のリサイクルが義務付けられるに際し、甲製品協会において専門家を交えて対

応を検討した。その結果、各メーカーの甲製品はいずれも日本全国で販売されており、処理施設は

運送費用との関係で全国に複数箇所設置する必要があるところ、どのメーカーも単独では効率的な

規模の処理施設を設置・運営することはできないことが判明した。このため、甲製品協会は、次の

内容の甲製品のリサイクルシステム（以下「本リサイクルシステム」という。）を構築し、実施す

ることを決定し、会員５社に参加を求めた。なお、会員の本リサイクルシステムへの参加義務や会

 員以外の者（新規参入者を含む。）の利用等に関しては、何ら取り決められていない。

 【本リサイクルシステム】

甲製品協会は全国２箇所に処理施設を設置・運営し、メーカーは同施設に使用済みの甲製品

 の処理を委託する。また、運送は各メーカーが行う。

甲製品協会は、令和５年４月１日から処理施設を運営することとし、処理を受託する対価と

して、使用済みの甲製品１台当たりの処理費用の実費額（以下「処理単価」という。メーカーご

とに金額の違いは設けない。）を決定し、メーカーから徴収する。処理単価は、甲製品のユーザ

 ー向け販売価格の１０パーセント程度になる。

令和5年 予備試験
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メーカーは、令和５年４月１日以降、ユーザーから使用済みの甲製品を回収するに当たり、

 リサイクル費用として、処理単価の１．５倍相当額をユーザーから徴収する。

 

令和５年４月１日以降、５社は、いずれも本リサイクルシステムに参加しており、同システムは

問題なく実施され、５社は、それぞれのユーザーから上記のリサイクル費用を徴収している。ま

 た、５社間では、ユーザーの争奪が引き続き活発に行われている。

 

 〔設問〕

甲製品協会による本リサイクルシステムの構築・実施について、私的独占の禁止及び公正取引の

 確保に関する法律上の問題点を分析して検討しなさい。
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㹙⤒ ῭ ἲ㹛

ࠝ➨㸯ၥࠞ（配点：５０）

中部地区に所在する５５の地方公共団体（以下「５５団体」という。）は、各々、毎年一定期間

ごとに、浄水場で使用する消毒用の製品（以下「甲製品」という。）を指名競争入札の方法により

発注している（以下、この入札を「甲製品の入札」という。）。

Ｘ１社ないしＸ９社は、いずれも甲製品のメーカーである（以下、Ｘ１社ないしＸ９社を「メー

カー９社」という。）。我が国における甲製品のメーカーはメーカー９社以外にも存在するが、メ

ーカー９社の甲製品のシェア（売上額に基づく割合）は合計約９割である。

メーカー９社は、甲製品の入札について、いずれも指名資格を有しておらず、入札に当たっては、

メーカー９社の各甲製品をそれぞれ専門に販売する販売業者であるＺ１社ないしＺ９社（Ｚ１社な

いしＺ９社はいずれも指名資格を有している。Ｘ１社の甲製品を専門に販売する販売業者がＺ１社、

Ｘ２社の甲製品を専門に販売する販売業者がＺ２社、Ｚ３社以下についても同じ。以下、Ｚ１社な

いしＺ９社を「販売業者９社」という。）に指示して、入札に参加させていた。販売業者９社は、

従来から、いずれも甲製品の販売について特に営業活動をしておらず、各メーカーの指示に従った

価格で甲製品を顧客に販売し、その売上額から一定率のマージンを受け取っていた（なお、物流上

の必要等からメーカーと販売業者の間に卸業者が入ることもあった。）。メーカー９社とそれぞれ

の販売業者９社との間に、いずれも資本関係はない。

Ｙ社は、メーカーから甲製品を仕入れ、それを販売業者に販売する卸業者であり、甲製品の入札

について指名資格を有していない。甲製品の入札で販売業者９社のいずれかが落札した場合、当該

販売業者は、指示をしたメーカーから甲製品を仕入れ、それを５５団体に供給していたが、当該メ

ーカーと当該販売業者との取引の間に卸業者としてＹ社が入ることもあった。

令和２年以前、メーカー９社は、甲製品の入札に関して直接に連絡交渉し合い、受注調整を行う

ことがあった。しかし、調整が整わないことも少なくなく、この受注調整が私的独占の禁止及び公

正取引の確保に関する法律（以下「独占禁止法」という。）違反として公正取引委員会に探知され

ることはなかった。Ｙ社は、令和２年１２月頃、甲製品の入札の各入札結果につき、発注数量、落

札業者、落札金額等の情報を記載した入札一覧表と呼ばれる社内資料（以下「入札一覧表」とい

う。）を作成するようになり、その後、入札一覧表をメーカー９社に提供するようになった。

このような状況の下、メーカー９社は、甲製品の入札の各入札結果に詳しいＹ社が調整すること

で、メーカー同士が直接に連絡交渉し合う必要がなくなると考えるようになり、また、Ｙ社は、調

整に関与し、落札した販売業者と指示をしたメーカーとの取引の間に卸業者として確実に入ること

で、より多くの利益を上げることができると考えるようになった。

このため、令和３年４月頃、メーカー９社とＹ社は、甲製品の入札に関して、以下の内容の取決

め（以下「本件取決め」という。）をし、それ以降、本件取決めに基づき、５５団体に甲製品を供

給するようにしていた。

⑴ Ｙ社は、毎年度ごとに、メーカー９社と個別に面談し、入札一覧表を提供する。

⑵ 甲製品の各入札が実施されるごとに、メーカー９社は、入札一覧表を参考にしてＹ社に受注希

望の有無を伝える。

⑶ Ｙ社は、メーカー９社の受注希望の有無、入札一覧表に記載されたメーカー９社の５５団体に

対する甲製品の供給実績等を勘案して、各入札ごとにメーカー９社のうちいずれかを、入札を通

じて５５団体に甲製品を供給すべき者（以下「供給予定者」という。）に決定する。

⑷ Ｙ社は、供給予定者の指示する販売業者が落札できるようにするため、各入札ごとに当該販売

業者が提示する入札価格がそれ以外の販売業者が提示する入札価格よりも低くなるように販売業

者９社の提示する各入札価格を決定し、それをメーカー９社に伝える。メーカー９社は、各々、

自らが指示する販売業者にその入札価格を提示させる。

令和6年 司法試験
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⑸ メーカー９社間では、各入札について、直接の連絡交渉を一切行わない。

⑹ 各入札後、Ｙ社は、落札した販売業者が供給予定者から甲製品を仕入れるに当たり、必ず両者

の取引の間に卸業者として入る。

その後、メーカー９社間で供給予定者の決定をめぐって対立が生じ、令和５年１０月１３日に実

施された甲製品の入札において、Ｘ２社は、事前にＹ社が伝えた入札価格に従わず、Ｚ２社に指示

して独自に決定した安い入札価格を提示させ、落札させた。そして、Ｘ２社の担当者は、同年１２

月７日、自社以外のメーカーとＹ社の各担当者に対し、今後は自社で独自に決めた価格で応札して

いく旨を口頭で明確に表明し、それ以降、Ｘ２社は本件取決めに基づく行動を取っていない。

令和６年６月２８日、公正取引委員会は、本件について関係各社の立入検査を行い、これ以降、

Ｙ社は本件取決めに基づく行為を行っていない。

なお、令和３年４月頃から令和６年６月２８日までに実施された甲製品の入札２００件のうち、

本件取決めに基づいて決められた供給予定者の指示する販売業者が落札し、同供給予定者が甲製品

を供給したものは１８０件であった。Ｙ社は、その全てでメーカー９社と販売業者９社との取引の

間に卸業者として入っており、その売上額は１０億円であった。残りの２０件については、いずれ

も、Ｙ社がアウトサイダーの入札価格を見誤ったため、販売業者９社は落札できず、アウトサイダ

ーが落札した。

ࠝタ ၥࠞ

令和３年４月頃以降におけるメーカー９社、Ｙ社及び販売業者９社による上記各行為について、

独占禁止法に違反するか、違反する場合には違反行為がなくなった時期も含めて検討しなさい。

併せて、Ｙ社の行為が独占禁止法に違反する場合には、Ｙ社に対する課徴金の有無及び金額につ

いて、算定の過程を明らかにして検討しなさい（なお、Ｙ社は、独占禁止法第７条の２第２項第

２号に該当する者ではないものとする。）。
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ࠝ➨㸰ၥࠞ（配点：５０）

Ｘ社は、αを含む多数の放射性医薬品を製㐀販売している。

αは、特別な放射線医療装置βを検査に利用するときに用いられる放射性医薬品である。βは、

もともと悪性腫瘍などの治療用に普及している装置であるが、それを検査に利用するにはαを用い

る必要がある。βとαを用いた検査（以下「β検査」という。）は、悪性腫瘍を始めとするいくつ

かの疾病の発見について非常に高い精度を示し、それ以外の検査では発見できないものを高い確度

で見付け出す例が多いことで知られている。αは、その物質特性から製㐀後に利用できる時間が短

い上、安定した品質で製㐀することが難しかった。そのため、Ｘ社がαの製㐀販売を開始する以前

は、αを製㐀する特殊な装置と能力を持つ高度医療機関だけが、自らαを製㐀してβ検査を行って

いた。

Ｘ社は、迅㏿な配送を可能にする形状でかつ安定した品質でαを製㐀することに最初に成功し、

必要な認可を得て製㐀販売を開始した。これによって、従来は検査を行うことができなかった医療

機関でもβ検査を行うことが可能になり、β検査は急増した。Ｘ社は、放射性医薬品の供給に定評

のある公益法人Ｚを通じて、全国一律の価格でαの供給を行っていた。Ｚは、自らが考える公益法

人としての役割から、放射性医薬品の供給に関して、一定の手数料を取るだけで、メーカー等が指

定する価格で、メーカー等が指定する取引先に供給することを原則としており、Ｘ社製αについて

も、かかる原則に基づいて供給を行っていた。また、αは製㐀後に利用できる時間が短く、一つの

製㐀拠点から、その時間内に配送可能な範囲には限界があることから、αを全国的に販売する場合

は、全国をいくつかの地域に分割して各地域内に製㐀拠点を設け、各製㐀拠点から各地域内に所在

する医療機関に対してαを供給する体制をとる必要があり、Ｘ社は、全国を１２の地域に分割し、

各地域内に製㐀拠点を設けるなどして全国的にαの製㐀販売を行っていた。

なお、αを検査に用いるには、その物質特性から自動投与装置γを利用することが通常必要とさ

れる。γはＸ社とは無関係の複数の会社が製㐀販売しているが、いずれの会社のγもＸ社製αを検

査に用いる上で支障はなかった。

このように、従来、日本国内では、Ｘ社だけがαの製㐀販売を行っていたが、その後、放射性医

薬品等の製㐀販売業者であるＹ社がαの開発に成功し、製㐀販売に必要な認可を得た。Ｙ社も、Ｘ

社と同様、全国をＸ社と同じ１２の地域に分割し、各地域内に製㐀拠点を設けるなどして全国的に

αの製㐀販売を開始した。

Ｙ社は、αの製㐀販売を行うに当たって、次のような経営方針を立てた。

⑴ Ｘ社はＺを通じて全国一律の価格でαの供給を行っているが、Ｙ社は、既に需要量が多く、こ

れからもβ検査件数の伸びが期待できる南関東地域及び近畿地域（以下「両地域」という。）で

は、他の地域よりも低い価格でαの供給を行う。これによって需要量が多い両地域で高いシェア

を獲得することを目指す。

⑵ Ｙ社は、単に低価格販売により両地域で高いシェアを獲得するだけではこれまでの研究開発費

の回収には不十分であることから、一層の需要増を目指すため、別の会社と共同開発していた低

価格で使いやすい新型自動投与装置γ（以下「新型γ」という。）の供給を開始する。それによ

ってβ検査を増やし、αの一層の需要拡大を図り、同時にγとαの両方を提供する事業者として

β検査の分野におけるＹ社の信頼性を高める。また、Ｙ社が共同開発した新型γが利用される場

合はＹ社製αが利用されることが想定できるため、新型γの供給を通じてＹ社製αの販売を促進

する。

このようなＹ社の方針に対して、Ｘ社は、次のような対応を決定し、実施した。

(a) αの公平な配分には全国一律の価格が必要であるとして、ＺがＹ社製αについて、地域ごとに

価格に差を設けて取り扱うことに応じた場合は、ＺへのＸ社製αの販売を停止するとＺに通知し

た。

(b) 両地域内のαを利用している各医療機関に対し、Ｙ社からαの供給を受けた医療機関について
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はαの供給を停止すると通知した。

(c) 両地域内のβを設置している各医療機関に対し、新型γに関して、検査等を行わず、明確な根

拠もなく、「新型γではＸ社製αは利用できない。」と説明した。

これらの対応の結果、Ｚは、定評のあるＸ社製αの供給を受けることができなくなってしまうと、

従来の顧客である医療機関に対して、各医療機関が必要とするだけの量のαを供給できなくなるこ

とを懸念し、Ｙ社の方針⑴に基づくＹ社製αの取扱いをちゅうちょした。そこで、Ｙ社は、両地域

以外の地域でのみＺを通じた販売を行うこととし、両地域については、Ｚを利用した場合に比べて

費用は掛かるものの、Ｙ社が、自ら、直接、αを他の地域よりも低い価格で販売することとした。

また、両地域内の医療機関においては、Ｙ社からαを購入すると、今後、Ｘ社からαの供給を受

けることができなくなるため、低価格は魅力であるものの、新規参入業者であるＹ社が今後も必要

量の全てを安定的に供給することができるのかを懸念し、Ｙ社からαを購入することを断念するも

のも多く、Ｙ社によるそれらの医療機関へのαの販売は難しくなった。その結果、両地域における

低価格販売によるＹ社製αの売上が想定より伸びなかった。

さらに、新型γについては、それが高性能であることを認めて導入を検討した医療機関もあった

が、既に定評のあるＸ社製αが利用できなくなることを懸念して、新型γの導入を取りやめる例が

見られた。そのため、新型γの販売実績はＹ社が想定した水準を大きく下回り、新型γの市場への

投入に対応したＹ社製αの販売も、当初のＹ社の想定水準を大きく下回ることとなった。

ࠝタ ၥࠞ

Ｘ社の行為について、独占禁止法上の問題点を検討しなさい。
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［経　済　法］ 

【前提】 

　Ｘ社は、体勢を保持するための福祉用具である甲製品（以下「甲製品」という。）のメーカーで

あり、我が国の甲製品の販売分野において約３５パーセントのシェア（甲製品の国内における総販

売額に占める各社の販売額の割合）を有し、国内シェア第１位である。Ｘ社製甲製品は消費者から

高い評価を得ており、甲製品を販売する小売業者（以下「販売業者」という。）にとってＸ社製甲

製品を取り扱うことは営業上不可欠になっている。 

メーカーは、販売業者を通じて甲製品を消費者に販売している。販売業者は、Ｘ社製甲製品だけ

でなく他メーカー製甲製品も販売しており、販売方法に特段の法規制はない。販売業者の販売形態

には、店舗での販売とインターネットを利用した販売がある（以下、店舗での販売を行う販売業者

を「店舗販売業者」、インターネットを利用した販売を行う販売業者を「ネット販売業者」とい

う。）。その割合は、店舗での販売が約８割、インターネットを利用した販売が約２割となってお

り、インターネットを利用した販売の割合は漸増しつつある。Ｘ社製甲製品の小売価格は、それぞ

れの販売業者が独自に決定しているが、ネット販売業者の小売価格の平均は店舗販売業者の小売価

格の平均より約１０パーセント低い。 

店舗販売業者の中には、その販売員がＸ社製甲製品の機能の特徴を説明して販売するもの（以

下、このような販売方法を「説明販売」という。）も少数存在するが、ネット販売業者の中には説

明販売を行っているものは存在しない。近年、Ｘ社製甲製品の販売額は伸び悩んでいる。その理由

を、Ｘ社は、店舗販売業者の販売員が適切な説明をできておらず、Ｘ社製甲製品の機能の特徴を消

費者に十分訴求できていない点にあると見ている。 

〔設　問〕 

⑴ 上記の【前提】に加え、以下の事実がある場合に、Ｘ社の令和６年６月１日以降の行為につい

て、私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律（以下「独占禁止法」という。）上の問

題点を分析して検討しなさい。 

令和６年６月１日以降、Ｘ社は、店舗販売業者に対してのみ、Ｘ社が指示する方法・内容に

基づく販売員教育を実施して、来店した消費者にＸ社製甲製品の適切な説明を行う場合に限

り、説明販売を支援する協力金の提供を行うこととした。ネット販売業者は説明販売を行って

いないことから協力金の提供を受けていない。この協力金の金額は、店舗販売業者に対するＸ

社製甲製品の卸売価格の約５パーセントであり、店舗販売業者が説明販売に要する費用とおお

むね同等である。 

なお、Ｘ社は、販売業者に対するＸ社製甲製品の卸売価格について、店舗販売業者とネット

販売業者との間で差を設けていない。 

⑵ 上記の【前提】に加え、以下の事実がある場合（上記⑴記載の事実はない。）に、Ｘ社の令和

６年９月１日以降の行為について、独占禁止法上の問題点を分析して検討しなさい。 

　令和６年６月１日、Ｘ社は、店舗販売業者に対し、Ｘ社が指示する方法・内容に基づく販売

員教育を実施して、来店した消費者にＸ社製甲製品の適切な説明を行うように要請した。その

後、この要請に従う費用（その金額は、店舗販売業者に対するＸ社製甲製品の卸売価格の約５

パーセントである。）を甲製品の小売価格に上乗せして販売した結果、Ｘ社製甲製品の売上が

大幅に減少したため、大半の店舗販売業者からＸ社に対し、このままでは説明販売を維持でき

令和6年 予備試験
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ないとの苦情が強く寄せられた。これに対応したＸ社による調査の結果、売上の大幅な減少の

主な原因はネット販売業者への顧客流出であることが明らかとなった。 

そこで、Ｘ社は、店舗販売業者に説明販売を継続してもらうため、ネット販売業者への顧客

流出を阻止する必要があると考えて、同年９月１日以降、①店舗販売されるＸ社製甲製品の同

年６月１日以降の小売価格の平均を「小売定価」と定めて、全ての販売業者に対して、Ｘ社製

甲製品を「小売定価」で販売するよう求めることとし、②販売業者が「小売定価」どおりに販

売しない場合、当該販売業者に対するＸ社製甲製品の出荷を停止することとし、その旨を全て

の販売業者に通知した。その結果、全ての販売業者は、出荷停止を恐れて、Ｘ社製甲製品を

「小売定価」で販売するようになった。 

なお、Ｘ社は、販売業者に対するＸ社製甲製品の卸売価格について、店舗販売業者とネット

販売業者との間で差を設けていない。 
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